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エンリコ．フェルミ炉模型（燭部分）うi

　昭和41年から同47年まで続いた、当時の世i

　界最大の高速増殖炉、米国エンリコ・フェルi

　ミ炉への研究者派遣ならびに米国側の研究開i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　発への参加は、当所が模索と調査の時代から、1
　本格的な原子力研究へと踏み出したことを象i

　徴する出来事であった。この間に得られた貴i

　重な知見は、現在の当研究所の研究のみならi

　ず、我が国の高速増殖炉研究開発の中にも脈i

　脈と生きついている。　　　　　　　　　i
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睡翻函魏國かん げん

　私は若い頃は研究にあこがれを持ってい

た。いろいろの事情で研究者の道を選ばな

かったが、今でも研究に従事する人には敬

愛の念をいだいている。研究には本質をつ

き詰めるというところがあり、そういう分

野に強くひかれた時期があった。人間は誰

でも充実した人生を求めているが、研究者

の満足、充実感は、発明、発見あるいは新

しい技術開発の完成によって、自ら知的充

実感が得られるであろう。同時に外部から

評価されることも大切であると思う。

　電研は電気事業内部の総合研究機関であるから業界のニーズにフィットしたもの

でなければならない。これはある先輩の言葉であるが、「研究には頂上を極めるもの

と底辺を引き上げるものがある」という。前者は限界に挑戦してこれを打破する研

究開発であり、後者は既存のものを総合し、システム化し、不足の部分を補強して

実用面を発展させるための研究開発である。電研はもちろん両面備えてはいるが、

後者のウェイトが高いと思うし、電気事業もそれを期待している。

　電気事業を運営していくために必要な研究開発について電力各社それぞれが研究

所を設けて取組んでいるが、共通のものも多いので、できるものは一つの研究機関

でやることにしている。それが電研である。研究資金が安定していて研究者に安心

感を与える方が、ハングリーであることより、良い研究ができるのではないかと思

りが、そのこと自体が研究者のモラール向上につながるとは限らない。

　電気事業の非常に重要な部門を担っているという自覚、研究成果がまとまってこ

れが関係者によって評価されて確かな反響があること、またその結果、国の内外
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の学会等で認められることも重要であろう。最近電力首脳のお伴をして電導の各研

究所を訪問したが、研究所の内部も非常に整頓されており、お会いした皆さんもは

りきって研究に勤しんでいるという良い印象を受けた。

　電研は電気事業固有の技術分野である電力系統技術や土木関連技術を中心に発展

してきた。現在のUHV技術はその延長の最大プロジェクトであるが、一方環境問題

についても温排水や公害対策技術で電力会社にとってなくてはならない力となって

いる。電気事業が軽水炉原子力を導入して以来、安全対策の上で応力腐食割れの問

題等にとり組み今やこれを克服している。さらに最近では原子力についての情報シ

ステム、バックエンド対策、将来技術である高速増殖炉などに積極的にとり組んで

いる。

　原子力は最先端の巨大技術であり、国全体の研究課題でもある。国としても大量

の資金を原子力研究所や動力炉・核燃料開発事業団に投入して新技術に本格的にと

り組んでいる。原子力のみならず石炭のガス化や液化にしてもこれからのエネルギ

ーの技術開発には多額の研究開発費を必要とする。電研が原子力を始めとするエネ

ルギー分野でどのように研究分野を拡大していくのが望ましいか。これには研究従

事者の能力や育成の問題とともに、資金の問題も含めて、国全体の広い視野からの

検討が必要であろう。この場合、国の研究機関、メーカー、電力会社相互の関係に

ついてよく考えなければならないと思う。電研はタスクの遂行は勿論大切だが、未

来技術についての夢をもって湛進してほしい。それが研究の本質であり、私があこ

がれたゆえんでもある。

中央電力協議会奪務理事

　　　花形　澄
　〔電力中央研究所参与〕

・じ。攣螢
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電研・原子力研究の歩み（昭和30～56年）

昭　和
　　　　月
（西暦）

電　　力　　中　　央　　研　　究　　帽 子 所 外

　　　　　　　コ
30　　一　　原子力発電資料調査委員会設置（～31．3）

（1955）

3ゴ
（1958）．

40
（1965）

81第1回原子力平和利用国際会議

　　（ジュネーブ）

喉財団法人原子力研究所設立

31　　10：原子力発電体係委員会設置（～34．3）

（1956）　一1所内有志によるレイモンドマレー「原子力工学」の輪講（原子力工学事始めの時代）

　　　　一　　アイソトープ研究室設置

1　；原子力関係3法施行
1源子力委員会発足

1　原子力局発足

6一日米・日英原子力協定調印

2　産業計画会議第14次レコメンデーション「原子力政策に提言」

一． ｴ子力関連法規について研究開始

一　　原子力発電所の耐震設計について研究開始

41　　　7
（1966）1

42
（1967）

43
（1968）

45　　　一
（1970）

46
（19フ1）

4

日本フェルミ炉委員会設置（～50．3）

『原手力禿電技徳研尭室丁丁（ん46．9『ア　『

・低レベル廃棄物の固化処理について研究開始

8　財団法人日本原子力普及センター設立

8　日本原発東海発電所日本初の原発営業運転蘭始

10．動力頭・核燃料事業団設立

1。 _鞭㌘渦による原子炉運転‘ご成功

　　　　8

　　　　－　i

一一一一一@噛＿＿臼檜↓一．

47　’一　　原子カプラントの信頼性について研究開始

（1972）、一．除染について研究開始

廃棄砺あ瀕洋拝撃5減甲匠ヨびぞ研究醜姶

原子力部設置（～54．4）

原子炉冷却水の管理について研究開始

燃料挙動と燃焼管理について研究開始

3揮日本原発　敦賀発電所運開、．白．禾初め軽永炉一一一．

3『東京電力初の原発、福島発電所運開

48　　一』個人被曝管理について研究開始

（1973）　一　　原子カプラントの安全解析について研究開始

49　　8　シスラーライブラリー（FBR関係図書館）開館

（1974）　9　重点研究3課題（原子力発電、環境保全、UHV送電）設定

　　　　　　　補修作業の遠隔操作化について研究開始

　　　　　　　環境放射能について研究開始

3　米国に電力研究所（EPRI）設立

12∫

3

フェニックス送電開始

（FBR、25万kW、仏）

中国電力初の原発、島根発電所運開

（国産第1号炉）

50
（1975）

4　1原子力発電推進会議設置（～55．8）

1璽攣灘劇論雛1康子力イヒ学部設置）

　　コンクリート格納容器について模型を使った研究開始

　　放射性廃棄物固化パッケージの基準化について研究開始
　…

5　原子力委員会、発電子原子炉施設周辺の被曝線量

　　目標値を決定

51　　8　　日本原子力発電株式会社が本財団に加入

（1976），紛　　放射線総合研：究施設（第3実験棟竣工）

　　　　一　　使用済燃料および廃棄物パッケージの海上輸送時安全性評価について研究開始

1　科学技術庁に原子力安全局が発足

52
（1977）

53　　　4
（「1978）　　　一　　・

一　　山＿．一一一一＿一．＿＿一一＿

54
（1979）

一　　使用済燃料輸送容器の信頼性実証試験開始（科学技術庁より受託、8ケ年計画）

i高速増殖炉発電柵研究室設置

1核燃料物質の陸上輸送時安全性評価について研究開始

　　　　　4練子血糊研究総合本綴置（一，。8）

　　　　　4　1大型輸送容器特別研究室設置

　55　　8　iエネルギー技術開発本部設置（原子力発電技術開発部設置）

（1980）．12i米国EPRIのNSAC（原子力安全解析センター）に加入

一∵1．7召．癖癬蛭醸自凶弾；＝殉昇＝三夏ラ世一一一…一

（1981）14　1原子力大型プロジェクト研究4件設定

　9・1東海村再処理工場運開
｝　　　　　　　i

　質1日本の原発出力1，000万kWを突破

　　　　
＿＿一　　　　　＿　　　　　　　＿．＿

　3　TMI事故発生（米）

沁｛新エネルギー総合開発機構、新エネルギー財団設

　　立

4個産ウラン初出荷

冊i日米再処理交渉合意

4
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　我が国の原子力発電は、昭和41年、東海発電所のガス冷

却炉（166MWe）に始まり、その後、　BWR、　PWRといった

軽水炉が建設・運転されてきた。昭和48年および54年に

起った第1次および第2次石油ショックを契機に、石油代

替エネルギーの主要なものとして、原子力発電が大きくク

ローズアップしてきた。原子力発電所は昭和56年6月現在、

基数23、総発電設備容量1，570万碑、発電容量シェア13％

にも達している。昭和65年度にはそのシェアが約22％にな

るものと想定されており、近い将来に対しては軽水炉発電

の推進、遠い将来に対しては新しいタイプの原子力発電技

術の開発推進が必要である。（図1－1－1、表1－1－1参照）

　このように原子力発電の推進は、エネルギー安定供給の

ために、電気事業はもちろん、国家的見地からも将来にわ

たる優先命題である。電気事業においては、この命題に向

かって、技術開発や立地促進などに力がそそがれている。

　当所では、電気事業の命題に呼応して、主として、

　1．原子力発電の信頼性・安全性の向上

　2．来るべき時代に備える高速増殖炉の開発

を目指して研究開発活動を展開している。

これを敷術すれば原子力発電に関する主な研究目標は以下

のようになる。すなわち

（i）軽水炉の稼動率、安全性、信頼性の一層の向上を図る

表1－1－1世界の原子力発電所設備容量（単位：万KW） （昭和56年6月末現在）資料：日本原子力産業会議・調査資料による。

国　　　名
運　　転　　中　1建　　設　　中　　発　注　済　み　　計　　画　　中　　総　　　　　計

グロス出力 基数 　　　　．Oロス出力 基数 グロス出力 基数グロス出力 基数 グロス出力　基数

1ア　メ　リ　カ 5，725．48 74 9，808．4 85 1，818．4 響 17，352．28　174

2ラー．「ヲー一．ジズ
2，205．8 29 2，617．4 23 3，396 26 8，219．2　　78

R日　　　　本 1，567．6 23 1，011 11 555 6 3，134．6　　40

Sソビエト連邦 1，457．5 29 3，232 33 3，900 36 8，589．5　　98
．　　　　　・　－　　一　　一　皿　　　　－　　－　　一　｝　｝　一　　　　『　　　一　　　一　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　一　｝　　「

T西　ド　イ　ツ 900．6 11 1，262．8 11 609．5 5 1，060 8 3，832．9　　35

Uイ　ギ　リ　ス 881 32 662．4 10 249．6 2 1，793　　　44

7スウェーデン 675 9 316 3 991　　　12

Wカ　　ナ　　ダ 579．2 10 1，028．1 14 137 2 1，744．3　　26
　　　　　一　　一　　　　　　　　　　一　一　　一　　　　　一　　　　　　　　　一

Xフィンランド 226．2 4 439．2 4 665．4　　　8

10（台　　　湾） 225．7 3 288．7 3 187．2 2 701．6　　　8

@　　ペ　イ　ン 205 4 865．7 9 840．1 8 1，220 12 3，130．8　　33

P2ス　　イ　　ス 203．4 4 100 1 216．2 2 519．6　　　7

@ド　イ　ツ 184 5 176 4 176 4 536↑13
P4ベ　ル　ギ　一 174 3 397．1 4 57f了丁「「

P5イ　タ　リ　ア 153．9 4 207 3 190．4 2 924．8 10

．：一三ヨ　1，476．1

19

P6ブルガリア 132 3 144 2 400 4 676 9

　　　　　T　　　　－　T　　一　　　　一　　一　　　　　一

P7チェコスロバキア 102．3 3 176 4 220 5 100 1 598．3　　13

@　ほか24ヵ国計 246．76 9 1，774．3 27 352 5 3，179．8 39 5・552ｫ＿80
｢　　界　　計 15，845．44 259 24，066．9 247 4，246．6 42 15，925．6 156160，084．54’704
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とともに、負荷追随性、運転保守性の優れた実用プラント

として定着化するための軽水炉技術の確立。

（ii）原子力発電規模拡大のために必要な核燃料サイクルの

確立、放射性廃棄物対策、立地拡大技術、環境保全対策等、

原子力利用のための基盤整備。

（iii）ウラン資源の有効利用等、長期的視点に立った高速増

殖炉の実用化。

　これらの目標に対して4つのプロジェクト研究を設定し、

関連研究を基本研究として、研究開発の推進をはかってい

る。また、ナショナル・プロジェクトとして国が行なう基

準・指針の策定、安全評価、信頼性実証等へも積極的な協

力を行なってきている。研究の実施に当っては、当所内の

各部門の特色を生かして電力共通研究の一部を分担するな

ど、電気事業との緊密な連携を図り、またメーカ、他機関

などの共同研究・委託研究による効率的実施を図って基盤

的実証的研究および技術評価に努めている。（図1－1－2、1－

1－3参照）

図1－1－2　原子力発電関係プロジエクト

核燃料サイクル・

バックエンド対策

原子炉安全性解析・

M頼性評価

原子力立地拡大技術

高　速　増　殖　炉

放射性廃棄物対策
L　　　＿＿一　　＿＿＿一

　　　　　　低レベル固化廃棄物対策

　　　　　　気体・液体廃棄物対策

　　　　　　再処理廃棄物対策

放射性物質輸 n一［繍灘欝欝篇実証

使用済燃料暫定貯蔵フィジ
ビリティ・スタディ

制度関係課題

技術関係課題

安全解析・評価

信頼性データ収集・評価

原子棚所地盤の耐震性一
m畿讐等瀦嘉塞1芋嚢麟蹴化

長子力嘉立地技術 　　地下立地の耐震設計手法［＝

　　第四紀地盤立地の成立条件

タンク型FBRフィジビりテ
ィ・スタディ

実証炉設計および技術的課題の調査・検討　　［
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
配管系の耐震二流力設計　　　　　　　　　　　1

大型コンクリート格納容器の耐震・耐熱性　　1

ナトリウム機器門門技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
原子炉構造の耐震特性

原子炉上部構造の熱・荷重変形特性　　　　　1

原子炉容器内流動特性

原子炉容器内隔壁構造　　　　　　　　　　　1

燃料移送設備の耐震・作動特性

＿＿　　＿　　　　　一．一　　　　　＿一一一＿＿．＿＿＿＿＿」

8



図1－1－1　年度末電源構成比

昭和

75年度
〔電研モデル〕

　ケース1

昭和
70年度末

65年度末

60年度末

53年度末

♂瀞　’鐸　　～　ギ　　寧
石　油 i　ミカ（一飢　㎜ ゴ：薫三炭、ジ 原子力

〆

瞳多～
黶D，　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　〆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29，000万

@勝’醤　　ぐ／　δ　　　寧
一　　　　　　　　｝
@　　　　　　　i　　　　　　　　」

tン；ン・

5　ぞ気》嬉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27、ア00万kW

q　　ギ　　》／

i
ミミミ・

@　i　　」

辮　七二3　　　　　　　　　　　　　〆
W　　　b／　　％／　　　　　23，100万kW

秩@？／　ヲ〆　　　　　　　　〆　　　　　　　／

ミi

i：ン・

　　　　　　　　　　　　　　　　工7，900万kW

A嗣ダ

単　位：％
o典：「電気事業審議会需給部会中間報

@　　昭和54年12月7日
@注：1．自家用発電施設を除く。

@　　2．石炭およびLNGには石油直焼

@　　　ントも含む。
o典：「2000年電力需給の展望」（電研）

@　　　＊新発電は地熱を含む。

@　　＊＊LNGは電研モデルのみLP
@　　　　を含む

トこ．
卜・・：

11，765万kW

図1－1－3　原子力発電関係基本研究

運転信頼性・安全性

耐震・構造・立地弓術

機器・配管類の環境脆化

機器・配管系の信頼性

運転・管理

放射能蓄積低減化と除染

作業環境安全

環境放射能予測・評価．

環境放射能生物影響

原子力開発の長期戦略

断層活動性の評価

耐震設計用地震入力の評価

耐震性の実証

原子力発電所建屋の安全性評価

格納施設の耐衝撃性

地下立地施設の安定性向上

第四紀地盤施設の設計手法

原子力政策

核燃料サイクルの制度的基盤

廃炉対策
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翌一2－1　放射性廃棄物への諸対策の要旨

　核燃料サイクル・バックエンド対策の確立に関しては、

当所は4つの課題すなわち低レベル廃棄物対策、再処理（返

還）廃棄物対策、放射性物質輸送および使用済燃料暫定貯

蔵についてプロジェクト研究を推進している。本節では前

2者について述べている。第1の課題については海洋投棄

と陸地処分の実現に向けて、固化処理技術の開発および固

化パッケージの健全性と安全性の評価に関する研究に力を

そそいできている。海洋投棄に関してはこれまでに、セメ

ント固化パッケージ、ビチューメン固化パッケージ、コン

クリート内巻き多重構造容器を用いたパッケージなどにつ

いて技術開発を行ない、国の基準策定・制定に協力して来

た。現在、プラスチック固化パッケージの実証研究を推進

中である。陸地処分（貯蔵も含む）に関しては、フィージビ

リティ・スタディを進め、安全評価の推進に努める。

　第2の課題については、ガラス固化が重要であるが、固

化仕様、輸送、貯蔵・処分およびこれらに対する安全評価

等、広範囲に亘る問題の把握に努め、今後の研究開発項目、

安全評価項目と評価上の問題点等を明らかにし、電力共通

研究として輸送問題を中心に調査研究を行なった。今後、高

レベルガラス固化パッケージや再処理廃棄物輸送容器の

健全性評価、輸送・貯蔵・処分時の安全評価などを対象に

研究を行なう。

壌㎜2㈱2　使用済燃料等の輸送・貯蔵の要旨

　核燃料サイクル・バックエンド対策の当所の4つのプロ

ジェクト課題のうち、本節では放射性物質輸送と使用済燃

料暫定貯蔵フィージビリティ・スタディについてのべてい

る。前者の課題として使用済燃料輸送容器の信頼性実証と

放射性物質輸送時の安全評価の研究に力をそそいでいる。

使用済燃料輸送容器はキャスクと呼んでいるが、5σトン級キ

ヤスクについて諸試験を実施し、輸送事故を想定した条件

においても健全であることを立証した。今後は実規模であ

る100㌧級キャスクの実証試験を進める。放射性物質輸送

時の安全評価に関しては、これまでに小規模ではあるが、

海上輸送および陸上輸送について、実証的研究を行なった。

その成果をもとに通常時ならびに事故時の安全評価の解析

手法の開発・体系化を行なうとともに、より現実に則した

合理的な手法の確立に努めている。

　使用済燃料暫定貯蔵フィージビリティ・スタディに関し

ては、環太平洋諸国で発生する使用済燃料を太平洋ベース

ン地域に一定期間貯蔵するという米国の構想にかかわる日

米共同研究の実施機関として、当所とボーイング社と共同

で56年1月より2年間調査作業を進めている。本スタディ

は、制度関係10課題、技術関係21課題について、調査活動

を推進しているが、現在までに日米共同ワーキング・グル

ープ会議が幾度か開催され、制度関係8課題、技術関係6

課題の課題報告書が完了かまたは作成中である。

ト2－3　原子炉安全解析・信頼性評価の要旨

　軽水炉の運転についての研究の一つとして、当所は原子

炉安全解析と原子力機器信頼性データ収集・評価に力をそ

そいでおり、それについての各種計算コードの整備、デー

タ・バンクの作成など電気事業者の要望に随時応えうるよ

うな体制づくりを行なっている。原子炉安全解析について

は、原子炉の異常挙動や事故を想定して、挙動解析を行な

って原子炉の安全性の評価と安全裕度の確認を行なって

きている。現在、冷却水再循環系配管が急に破断したとき

に原子炉がいったいどのように振舞うのか、原子炉を運転

しているときに起る異常な現象はどのように落ち着くか、

などについて計算機モデルを用いて解析を行なっている。

これらの研究を通して、原子炉安全解析に必要な各種の計

算コードの導入・整備・改良に努めている。

肇◎



　原子力機器の信頼性については、機器の故障データをで

きるだけ多く正確に収集し、統計手法を用いて評価を行な

うことを目ざしている。そのため信頼性調査システムの整

備を、電気事業連合会に協力して、推進している。又、事

故情報の収集・分析・検索・評価については日本語処理を

行なえるよう開発を進めている。なお、海外の信頼性情報

は米国NSACを通じて得ている。

薯一2－4　原子力立地拡大技術の要旨

　電気事業が当面する立地難を緩和するためには、在来立

地（岩盤立地）方式に対しては地盤等の耐震性評価手法の標

準化、および、これに基づいた新立地技術の開発など、技

術的基盤の整備・確立が急務といえる。

　当所では、原子力立地拡大技術に対する電気事業の要請

に応えるため、30か年にわたる地質・地盤の調査・試験に

関する知見、構築物の耐震性に関する実証的研究の成果を

結集し、立地拡大技術の基盤整備を総合的かつプロジェク

ト的に進めている。

　在来立地方式における地盤等の耐震性評価手法の確立に

ついては、通産省の要請により土木学会原子力土木委員会

で検討を進めており、電気事業も電力共通研究として研究

を進めている。当所のプロジェクト研究は、電力共通研究

に参画し、これを包含して実施しているものであって、そ

の成果は電力共通研究の場において電力各社に反映される

と共に、これを通じて学会活動・行政に反映されている。

　原子力新立地技術としては、技術の連続性、実証性の観

点、および国・電気事業の動向から、当面耐震性より見た

地下立地方式・第四紀地盤立地方式の開発研究を進めてお

り、上記標準化作業を基礎として研究を展開している。こ

れらの研究は、人工島立地を通じ洋上立地へ拡大して行く

ものである。

　1－2遍　高速増殖炉の要旨

　高速増殖炉（FBR）にはループ型とタンク型が開発されて

いる。当所は実験炉「常陽」から原型炉「もんじゅ」さら

に実証炉とつづくループ型FBRに関しては機器の耐久性、

保守補修技術に主眼をおいた実証炉関連研究を行なってい

る。この結果はもう一つのタイプであるタンク型FBRに

も利用できる。

　タンク型FBRの研究では、我が国特有の立地条件で建

設可能であるかどうかの見通しを得るために、メーカーと

共同で大型研究を行なっている。

　我が国における成立性の検討としては、原子炉構造の耐

震特性、炉上部構造の熱荷重変形特性、原子炉容器内の流

動特性、原子炉容器内隔壁構造の健全性、燃料移送設備の
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耐震・作動特性の5つのテーマを設定して研究を行なって

いるが、現在までに、設計アプローチの異った2種類の原

子炉構造レファレンス・デザインを選定した。

　今後は、それぞれのテーマについてこれら2案の詳細解

析と部分モデルおよび全体モデル試験を実施する。

　冠一2－6　放射線安全の要旨

　軽水炉の運転に関して、放射線に対する人間の安全性を

確保することは重要なことである。この放射線安全問題の

うち、当所では、2つのテーマすなわち」原子力発電所サ

イト内における被曝低減化、原子力発電所周辺地域住民の

安全確保に力をそそいでいる。サイト内の作業員の被曝線

量は、プラント内の放射能蓄積の低減によって最近いちじ

るしく改善されているが、当所では一層放射能蓄積低減化

と除染の技術開発を指向するとともに作業環境の安全・適

正化と遠隔操作化に取り組んでいる。遠隔操作の一例とし

て、超音波によるキャビティ除染装置の開発があげられる。

　発電所周辺の問題では低レベルの環境放射能の量を正確

に測定する技術の開発ならびに気体放射性核種が事故時に

大気中を拡散する様子を予測する手法の開発が必要であり、

また低レベル放射能が人間や他の生物に与える影響を明確

にしておく必要がある。環境中の極微量のガンマ線核種の

測定法をこれまでに確立したが、今後はアルファおよびベ

ータ核種を含む総合的な評価手法の確立をめざす。放射性

核種の拡散予測は火力発電の排煙の拡散の研究に大きな貢

献をした風洞装置を利用すること、および排煙拡散予測手

法を援用することなどで予測手法の確立をはかっていく。

生物影響については生態系において放射能を濃縮していく

プロセスおよび線量が与える効果について明らかにしてい

く。

1－2－7　コンフリー一卜格納容器の諸特性の要旨

　原子力発電所の単心当りの出力規模の増大に伴ない、我

が国における軽水炉の格納容器は、信頼性、経済性および

建設工期の点で在来の鋼板構造に比べて有利であるといわ

れる、コンクリート製格納容器（CCV）へ移行するすう勢に

ある。

　当所は、昭和40年以来、コンクリート材料の高温物性の

究明、応力解析法の開発等を通して原子炉用大型コンクリ

茎2

一ト容器構造物の力学的性質の解明と安全性の実証を行な

ってきた。さらに、昭和50年以降においては、通商産業面

資源エネルギー庁によるCCV技術基準の策定に積極的に

協力し、技術基準確証実験の実施と結果の評価に際し、C

CVの耐震設計、熱応力設計等に関する基準の合理化を図

る上で大きく貢献してきた。

　これらの研究活動によって培ったポテンシャルならびに

擬i似動的載荷試験装置、衝撃試験装置等の大型設備を有効

に活用し、CCVの動的耐震性能の究明、熱応力設計手法

の合理化ならびに衝撃応答性の解明について、理論と実験

の両面から鋭意研究を推進してゆく方針である。研究の成

果は、改良型BWR用CCVの開発研究、原子炉建屋の復

元力特性に関する研究等の外部大型プロジェクト研究を補

完するものとして、役立ててゆく所存である。

　　　　原子力発電をめぐる
1－2－8
　　　　制度上の諸側面の要旨

　原子力開発を推進するためには、原子力発電および核燃

料サイクルに関する技術的諸問題の解明とあわせて、経済・

社会・法律などを含む広い視野からの長期戦略の確立が不

可欠である。このような観点から、当所では、エネルギー

全体の需要からみた原子力発電の位置づけ、エネルギーに

関する国民的合意形成の一環としての原子力開発、原子力

に特有のバックエンドの費用や規制に関する諸問題などに

ついて、マクロな立場から検討を行なっている。本節では

そのうち4つのテーマすなわち、原子力開発や施設立地に

関するパブリック・アクセプタンス、核燃料サイクル計画、

デコミッショニング（廃炉）に関する制度面の諸問題、海外

の原子力発電関係の法の行政、について述べている。

　これまでに、原子力発電所立地の地域経済におよぼす効

果の測定、核燃料サイクルの長期シミュレーション、軽水

炉へのプルトニウム利用の経済性評価などについて、いく

つかの定量的な成果を得た。一方、文献調査を通じて原子

力に関する内外の諸制度を分析した結果から、我が国の政

策・事業運営にとって示唆に富む各国の経験を引き出すこ

とができた。今後は、既に開発した諸モデルの改良拡充に

努めるとともに、国際核燃料サイクル事業の組織と資金、

国内原子力諸施設に係る情報システム、バックエンド費用

を含めた原子力発電コストの総合評価など諸問題について

調査研究を進めていく。　　　　　　　　　　　　　　　轡
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2一竃一堂　　緒論と結論

　核燃料サイクル・バックエンド対策の確

立は原子力発電における最重要課題の一つ

であり、当所は電気事業および国からの強

い要請に癒えて、これを次の4課題に分け、

全所的な実施体制の下にプロジェクトを設

置して研究を強力に推進中である。

　　　　　　1．低レベル廃棄物対策
　工　核
　ンレ燃　　II．再処理（返還）廃棄物対策
　ドく料
　対ンサ　　皿．放射性物質輸送
策　イ

　　　　　　IV．使用済燃料暫定貯蔵

　本章においては、放射性廃棄物対策とし

て1。低レベル廃棄物対策、およびH．再

処理（返還）廃棄物対策について、当所にお

けるこれまでの成果、研究の現状と今後の

方向、等についてレビューする。

　1．低レベル廃棄物対策

　原子力発電所より発生する低レベル放射

性廃棄物としては、発生量の最も多い濃縮

廃液をはじめ、使用済のイオン交換樹脂や

フィルターエイド、可燃性あるいは不燃性

の雑固体など多くの種類がある。これらの

廃棄物は、濃縮、脱水、焼却などの前処理

を行なった後、濃縮廃液などはセメント、

ビチューメン（アスファルト）等により固形

化し、また物によってはタンクまたは容器

内に充填して発電所サイト内に貯蔵されて

いる。

　これらの低レベル廃棄物の処分について

は、早くから海洋投棄を予定して研究開発

が進められ、また陸地処分についても昭和

50年代後半に実施目標をおいて研究開発を

進める方針が国によって策定されている。

このため、固化処理技術及び固化パッケー

ジの健全性と安全評価に関する研究が関係

機関で実施されてきているが、当所も極め

て重要な役割りを果してきた。

　すなわち、固化処理及び固化パッケージ

の健全性の実証・評価に関しては、昭和43

年より研究に着手し、各原子力発電所のセ

メント固化パッケージの作製、健全性検証

に協力すると共に、昭和50年度からはパッ

ケージの処分に対する基準化のための研究

委託を国から受けて各種の実験的研究を行

なってきた。これらの実証的成果は、現行

の海洋投棄のためのセメント固化基準制定

の基礎となっている。

　その後、ビチューメン固化パッケージお

よびドラム缶容器以外にコンクリートで内

巻きする多重構造容器を用いたパッケージ

について実証研究を推進し、昭和56年3月

には技術基準のためのドラフトを国に提

案した。引続き、プラスチック固化パッケ

ージの実証研究を推進中であり、これら各

種パッケージ基準化の促進への寄与を図っ

ている。

　さらに、国および電気事業からの要講を

ふまえ、とくに陸地処分（貯蔵を含む）に重

点をおいて、ブイージビリテイ・スタディ

を進め、安全評価の推進に努めている。

　H．再処理（返還）廃棄物対策

　電気事業においては、これまでに引続き、

今後も使用済燃料の再処理を英・仏へ委託

する予定であるが、再処理によって発生す

る高レベル廃棄物はもちろん、低・中レベ

ルを含むすべての再処理廃棄物が日本に返

還される予定になっている。

　このため、これら放射性廃棄物のガラス

固化をはじめとする固化仕様、輸送、貯蔵・

処分およびこれらに対する安全評価等、広

範囲に亘る諸問題について、早急な解決を

わが国の電気事業は迫られている。

　当所は昭和54年度に、再処理（返還）廃棄

物対策の重要性を認識して、内外の研究開

発状況、今後の研究開発項目、安全評価項

目と評価上の問題点等を明らかにし、また

昭和55年度には電力共通研究の輸送問題を

中心とした調査研究を担当し、問題点を明

らかにし、今後の研究の方向を明示した。

　これらの調査検討結果に基づき、また低

レベル廃棄物、使用済燃料輸送容器、放射

性物質輸送時安全評価、等の当所の研究実

績を基に、次の諸研究に重点を置き、バッ

クエンド対策の重要プロジェクトとして研

究を推進している。本研究は同時に民間の

第2再処理施設の開発にも適用できるもの

である。

1．高レベルガラス固化パッケージの物性

　・健全性評価

2．　再処理廃棄物（高・中・低レベル）輸送

　容器の健全性評価

3．高レベルガラス固化体の地層処分時の

　浸出性の評価　　スウェーデン・スイス

　との共同研究一

4．　輸送・貯蔵・処分時の安全評価のため

　の要因調査と安全評価　　　　（永倉正）

蹉一1－2　発電所廃棄物対策

　原子力発電所より発生する放射性廃棄物

の種類や量は、二型や出力により異なるが、

主たるものは、

1．イオン交換樹脂再生廃液などの濃縮物

　（濃縮廃液）

2．使用済の粉末あるいは粒状のイオン交換

　樹脂（粉末樹脂および粒状樹脂）

躍翻レビ認一麗（》3、・壌5



図2－1－1　ホウ酸濃度が12g、20g、25g、30g／水100　gの場合の力性ソーダ、ホウ酸比と圧縮強度との関係
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図2－1－2　イオン交換樹脂を用いたセメント固化体の樹脂量と圧縮強度との関係
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3．使用済のフィルターエイド（フィルター

　スラッジ）、

　である。

　またこのほかに可燃性および不燃性の雑

固体、洗たく廃液などがある。これらの廃

棄物は、濃縮、脱水、焼却などの処理を行

なった後、セメント、ビチューメン、プラ

スチックなどにより固形化されるか、ある

いは多重構造容器内に封入され、あるいは

物によってはタンク内に貯蔵されている。

本節においては、当所が回心になって実施

してきたセメント、ビチューメンパッケー

ジ、プラスチック各固化パッケージ、なら

びに多重構造：パッケージなどについて、こ

れまでの研究の成果を中心に以下に示す。

　1．セメントパッケージ

1．　セメント固化手法と固化体の

　　力学的性質

　各種廃棄物に関して安定した固化体を造

るためのセメントおよび混和材料の選定、

適切な配合および練りまぜ条件、比重、強

度、弾性係数などの諸性質などに関する実

験的研究を実施し次の成果を得た。

　（i）BWR型原子力発電所から発生する

濃縮廃液は主成分が硫酸ナトリウムである

ため、普通ポルトランドセメントを用いた

固化体では水中でセメントバチルスの生成

により膨張破壊を呈するが、高炉セメント

と人工軽量骨材などの混和材の使用により

安定した固化体を造りうる。

　また、PW：R型原子力発電所から発生す

る濃縮廃液は主成分がほう酸であるためそ

のままでは固化できないが、あらかじめ水

酸化ナトリウムを添加し、ほう酸ナトリウ

ムの型に変換することによって固化できる

ことを明らかにした（図2－1－1参照）。

　これら濃縮廃液セメント固化体の圧縮強

度は、セメント・廃液比と高い相関にあり、

セメント・廃液比が増加するにつれて増大

する。ミキサでの練りまぜ性が良好であり、

海洋処分に適合した固化体を造ることがで

きる適正な配合の場合の処理量は、固化体

1㎡当り5006程度である。

　（ii）使用済イオン交換樹脂の固化に関し

ては、樹脂自身が球状であり、練りまぜ性

は良好である。しかし、使用済イオン交換

樹脂のセメント固化体は、水中および空中

において樹脂の膨潤による破壊現象をおこ

すものがあるが、あらかじめ樹脂重量の3

～5％の水酸化ナトリウムを加え、セメン

トとしてC種高炉セメントを使用すること

によって安定な固化体を造ることができる

ことを明らかにした。

　また、セメント固化体の圧縮強度は、樹

脂混入：量の増加にともない減少し、混入量が

220kg／㎡では260kg／c㎡、350kg／㎡では、

165kg／c選程度であった（図2－1－2参照）。

　（iii）フィルタースラッジは化学的に安定

した材料であるのでそのセメント固化体の

安定性は問題はない。しかし、粘性および

保水性の大きい材料であるため、処理量が

増加するにともなって練りまぜ性力瓶下し、

均一な固化体の製造ができなかったり、強

度が発現しないことがある。

　したがって、海洋処分に適した固化体を

得るためには、処理：量を150忽／㎡（含水率

50％）程度にとどめる必要がある。

2．　セメントパッケージの高水圧下

　　の力学的特性

　放射性廃棄物の海洋処分は、水深約6，000

7πの海域で実施することとなっているが、

この場合、約600忽／α濯におよぶ高水圧下の

セメント固化パッケージの力学的挙動を明

らかにし、健全性を確かめることは海洋処

分の安全評価を進める上にきわめて重要で

ある。

　このような見地から、各種廃棄物のセメ

ントパッケージについて海中落下速度（約

0．3ん謬／α卸sec）を模擬した高水圧シミュレー

ション実験を行なった。実験は、最大水圧

500々4αだまでの基本実験と70肋宴／㎡まで

の実証実験にわけて実施し、次の成果を得

た。

　（i）水ρ浸透を防止した密閉構造のパッ

ケージは、最大水圧500kg／c透の一様な3軸

図2十3　700kg／c㎡高水圧
　　　　　実験後のパッケージ
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圧縮荷重に対し、セメント固化体の1軸圧

縮強度（σ）が載荷水圧（σp）の1／4以上すな

わち％／σ≦4であれば固化体は破壊する

ことなく、また、強度、弾性係数の低下も

きわめて小さい。

　（ii）インドラムミキシング方式によって

ドラム缶内で混合固化し、ドラム缶上部の

空隙を5c㎡以内としたパッケージについて

高水圧実験をした結果、固化体強度150～200

kg／c㎡を確保すればパッケージ内への浸水

が防止できるのみならず、容器の破損や異

常な変形およびセメント固化体自体のひび

われ発生などの異常もみられなかった（図

2－1弓）。

　Gii）上蓋に均圧弁をとりつけた均圧構造

のセメントパッケージでは均圧弁を通して

水がパッケージ内に流入しパッケージ内外

の圧力が均衡するので容器の破損・変形は

全く認められない。しかし、セメント固化

体自体の変形量が密封構造のパッケージに

比して著しく小さいので固化体内部への浸

水による固化体組織の変化も想定され、長

期性状について検討する必要がある。

懸欝野レビ認一麗⑪。3　噴7



図2－1－4　試作した超音波伝播速度によるセメントパッケージの強度測定装置
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三2－1－5　セメント固化体の超音波伝播速度より求めた動弾性係数と圧縮強度との関係
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3．　セメントパッケージの落下衝撃性

　セメントパッケージについて、海洋処分

の際の海底への着底衝撃および船から投棄

して海表面に落下したときの衝撃、あるい

は陸上での取扱い時の衝撃に対する健全性

を評価するため、空中での落下衝撃実験を

行ない次の成果を得ている。

　（i）処分海域の底質がファインサンドの

場合、これを想定した砂マットにパッケー

ジを落下させた時の衝撃力は、コンクリー

ト版における値の％程度でかなり小さく、

落下高さが4mの場合においても、セメン

ト固化体には異常は認められない。これに

対しコンクリート版においては、落下高さ

1～2mで固化体表面にひびわれの発生が

認められ、落下高さ2m以上では固化体を

貫通するひびわれが生ずる。

　（ii）海水面上、5m、10mおよび15mの

高さから海水面への落下実験を行なった結

果、セメントパッケージには変形あるいは

損傷は全く認められない。

　（iii）以上のことから、セメントパッケー

ジは船から投棄して海水面に衝突したとき

の衝撃に対して十分健全である。

　また、パッケージが海底に衝突するとき

の衝撃力を陸上における落下試験で与える

ための換算落下高さは10～13c皿程度である

ので、着底時の衝撃に対してセメントパッ

ケージは十分健全であると評価できる。

4．　セメントパッケージの

　　非破壊による品質検査

　セメントパッケージの海洋処分にあたっ

ては、所要の性質、特に一軸圧縮強度が150

kg／c遣を満足していることを確かめなけれ

ばならない。このためには、非破壊による

品質検査法の開発が重要な課題の一つであ

る。

　この検査方法として従来コンクリート構

造物の品質判定に用いられている超音波伝

播速度測定法が適用できることを明らかに

し、パッケージ用の測定装置の試作を行なっ

た（図2－1－4参照）。この測定方法はセメント



固化体中を伝播する超音波伝播速度から動

弾性係数を算定し、これより固化体の圧縮強

度を推定するものであり、使用する相関曲

線の一例を図2－1－5に示す。

5．　セメントパッケージ製造時の

　　インドラムミキサによる練りまぜ

　BWR型原子力発電所のインドラムミキ

サと同一寸法・性能のミキサを試作し、練

りまぜ性ならびに改良の実験を実施し以下

の成果を得た。

　（i）インドラムミキサの回転速度は100

rpm～350　rpmであり、ミキサの回転速度

と材料の投入順序とを適切に選定すれば均

一な固化体の製造が可能である。

　（ii）インドラムミキサによるセメントパ

ッケージの製造時ミキサの翼の形状や材料

投入位置によっては、ミキサの翼あるいは

シャフトにセメントが固着し、練りまぜに

支障をきたすことがある。これらを改良す

るためには図2－1－6に示す試作翼を用いセ

メントをシャフトと容器の中心に投入する

のが適切であることが判明した。また、本

方式による練りまぜにおいても均一性は在

来翼と同等であり十分実用的であると判断

した。

図2－1－6　インドラムミキサによる練りまぜ方法とセメントの固着状況
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図2－1－7　濃縮廃液固化体の混合比と比重の関係
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　H．ビチューメンパッケージ

1．　固化体の物性

　濃縮廃液、使用済イオン交換樹脂および

フィルタースラッジに関し、混合比を各種

変えたビチューメン固化体を製造し、比重、

膨潤性などの諸性質に関し実験的研究を行

ない次の成果を得た。
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　（i）比重

　ビチューメン固化体の比重は廃液物とビ

チューメンとの混合比に依存し混合比の増

大と共に増加する。図2－1－7は濃縮廃液の

混合比と固化体比重との関係を示したもの

であり、廃液混合比が25％～30％以上では

海洋処分のための所要比重1．2の確保が可

能である。しかし、比重の小さい樹脂、ス
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ラッジでは、それのみにより比重1．2の確

保は困難であり、増重剤の添加が必要であ

る。表2－1－1は増重剤として濃縮廃液を用

いた場合の実験結果である。

　（ii）膨潤性

　海洋処分を前提とした場合、ビチューメ

ン固化体は長期にわたり水中で安定である

表2十1ビチューメン固化体の配合と比重

ことが必要である。一般にアスファルトは

水密性および水中での安定性の高い材料で

あるが、他の材料の混入により水密性が著

しく低下するなどの性質を持つことが知ら

れている。各種廃棄物のビチューメン固化

体の膨合性について実験を実施し次の成果

を得た。

粒状樹脂＋PWR廃液

粒状樹脂＋BWR廃液
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フィルターエイド＋PWR廃液

フィルターエイド＋BWR廃液

ビチュー
メ

50

50

50

50

50

50

60

60

60

60

ン

配

濃縮廃液

　40

　30

　40

　30

　40

　30

　30

　20

　30

　20

合（wt％）　　i比重
　　　　：樹脂またはし（t／m3）

エイ　ド…

　　10

　　20

　　10

　　20

　　10

　　20

　　10

　　20

　　10

　　20

1．21

1．26

L31

1．25

L39

1．32

L21

1．27

1．29

1．23

図2十860CO、137CS全浸出率（形状による比較）

上
、面

叢

1甕

璽

雷

率

諦
／

ピ

．二を

10

一3
10

1△

核種
●173Cs

△60 bo

数字は浸出日数

△

10 b・

　　　　186
　　　　154f

　　49藷

藷△△

診・’7％

　8・8
●●28

一3

10

●63

●95

●124

全面接液方式の全浸出率（㎝γ㎝2）

　　　　　／

154

一2

10

20

回　BWR廃液ビテコ．一メン固化体の膨潤

は、Na2　SO4（硫酸ナトリウム）が結晶水

をとりこむ際に生ずる膨張力によるものと

考えられ、Na2SO4混入比の増加と共に弔

詞性が増加し、浸漬温度条件等にもよるが、

Na2SO4の混合比が40％をこえると膨潤

量が大きくなる。

（b）PWR廃液ビチューメン固化体の膨潤

は、Na2SO4固化体の場合に比し日車の

程度、速度とも小さいが、混合比が過大と

なると膨潤性を示すので、混合比は50％程

度に制限するのがよい。

（c）使用済イオン交換樹脂ビチューメン固

化体では、ビチューメン固化時に乾燥した

樹脂が吸水・膨潤をおこすので混合比が過

大となると膨潤性を示す。

（dlフィルタースラッジ・ビチューメン固

化体では、膨潤性は全く認められない。

（e）廃棄物のビチューメン固化体を廃棄物

を含まない新鮮なアスファルトで被ふくす

るポストフィリングを実施し、水とビチ

ュー ＜東ﾅ化体の間を遮断すると膨剛性は

防止できる。

　（iii）浸出性

　ビチューメン固化体からの浸出性を評価

するためほう酸ナトリウムを主体とする

PWR濃縮廃液ビチューメン固化体からの
60boおよび137Csの浸出性実験を行ない次

の成果を得た。

（a）IAEAにより1968年に提案された全

面接液方式と1971年に提案された上面暦年

方式による浸出試験方法の比較を行なった

結果、いずれの方式を用いてもほぼ同等に

浸出性を評価できることがわかった（図2－

1－8参照）。

（b）混入比が40％のビチューメン固化体は

膨潤性も示さず浸出率は極めて小さかった。

この固化体は、セメント固化体より浸出性

が小さく、特に海洋投棄後全期間で浸出す

　　ヨア
る　Csは3％にすぎず、これはセメント

固化体の場合の1／20程度である。

（c）ビチューメン固化体からの浸出性は、

60　　　　エ　Coより　Csの方が浸出率が高い傾向に

あり、ビチューメン固化体が膨潤すると増加



する傾向にある。しかし、ポストフィリン

グを行なうと膨潤性は全く示さずまた浸出

性も無視できることがわかった。

　（iv）物性

　ビチューメン固化体の諸物性を試験し、

表2－1－2に示すものを得た。

2．ビチューメンパッケージの落下衝撃

　および高水半弓の挙動

　セメントパッケージの場合と同様に、輸

送・取扱い、あるいは処分時に予想される

各種の衝撃荷重を想定し、最大落下高さ9m

までの種々の高さからの落下衝撃実験を実

施した。実験ではパッケージの落下姿勢を

各種に変えて行なった。この実験から、落

下衝撃によるパッケージの変形状況は、接地

部の変形のみであり内容物の漏えいを生じさ

せるようなものでないことがわかった（図

2－1－9参照）。

　ビチューメンパッケージの高水圧下の健

全性は、廃棄物の種類および充填量に依存

する。すなわち、適切な混合比のビチュ

ーメン固化体を用いビチューメンパッケ

ージの上部の空間を5cm以下となるように

製造したパッケージでは、700kg／c㎡の水圧

をうけた後でも外観上の変形やふたのかん

ぼつ等は見られず（図2－1－10参照）高水圧子

でも健全であるが、上部空間が5c皿を越え

るビチューメンパッケージでは加圧後数

kg／c㎡の水圧においてドラム缶が変形し、

多量の水がパッケージ内に浸入する（図2－

1－11参照）。また、フィルタースラッジを主

成分とするパッケージでは、固化体内に空

気をまきこみ局所的な変形を生じることも

あったが、700kg／c㎡の水圧に対しパッケー

ジが破壊するものはなかった。

3．海洋処分用ビチューメンパッケージのた

　めの技術的要求の提案

　以上の研究をもととして表2－1－3に示す

海洋処分用ビチューメンパッケージのため

の技術的要求を作成し提案した。

表2－1－2一般物性に関する試験結果

廃棄物… 焔Hヒ1
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図2－1－9　9m落下衝撃実験後のパッケージの変形状況（斜線が変形部分）
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図2－1－10　700kg／c㎡の水圧載荷を行なっ

た後のパッケージ（ほとんど変形がない＝

上部空間5cm以下

遭煽

r雛

i募驚i

．葎蒙・・

八重轟．

　函“撫“

魏．

＿，　灘雛i鑛幽
図2－1－11　700kg／c㎡の水圧載荷を行なった後

のパッケージ（蓋の陥没をともなう変形があ

る。＝上部空間5cmを超過）

電研レビューNO．3騨21



　皿．多重構造パッケージ

　コンクリート製容器およびドラム缶内巻

コンクリート製容器に廃棄物を固型化して

製造した多重構造パッケージについて、

　1．製造方法、

表2十3ビチューメンパッケージの検討項目

　2．高水圧下の挙動、

　3．落下衝撃下の挙動、

などについて実験を実施し、海洋処分用

の多重構造パッケージの技術的要求に関し、

表2－1－4に示すものを得た。

項　　目

ドラム缶

配　合　比

製 造

品質管理
そ　の　他

内 容

JlSZ1600に適合するドラム缶またはこれと同等のもの

硫酸ナトリウム　廃液／ビチューメン＝30／70～40／60

ほう酸ナトリウム　廃液／ビチューメン＝30／70～50／50

粒状樹脂・硫酸ナトリウム

　　　　樹脂／廃液／ビチューメン＝10／40／50～20／30／50

フィルターエイド・硫酸ナトリウム

　　　　エイド／廃液／ビチューメン＝10／30／60～20／20／60

配合比

充填量

小論方法

機器の性能に応じ上記より選定

上部空間4～5cm

内部に有害な空間のないこと

製造に先立って機器の性能試験を行ない製造工程、管理マニュ

アルを作成する。

表2－1－4多重構造パッケージの検討項目

　　　　　　　　　　1．粉末、液体は固化する

内　容　物

圧力平衡弁

製 造

2．大型の雑固体はパッケージが破壊しても容易に飛散しない

ように固定する。

1．パッケージが外水圧により破損するおそれがある場合には

　　とりつける

2．圧力平衡装置には、弁、パイプ、ディスク等があるが逆止

　　弁が望ましい

3．弁の直径は15～20mmが適切

1．使用するコンクリートの材令28日圧縮強度はドラム缶内巻

　　容器では200kgノもm2以上、コンクリート容器では300k託m2以

　　上が望ましい

2．製造にあたってはコンクリートに有害なひびわれ等が入ら

　　ないようにする

3．容器コンクリートは鉄筋補強を行ない、特に胴体部と鉄筋

　　と蓋の鉄筋は機械的に結合し容易にふたがはずれないよう

　　にする

4．ドラム缶はJISZ1600に適合するものであること
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　IV．放射性固体廃棄物の焼却減容

　フィルタスラッジおよび使用済イオン交

換樹脂の焼却では、そのネックとなる集塵

器の負担を軽減した。すなわち、すすやタ

ールなど、ばいじんの発生を抑えた焼却方式

が望ましく、その開発を行なった。

　開発した方式は図2－1－12に示すように、

まず廃棄物を脱水・乾燥し、これを乾溜し

て分解ガスと炭化物とを別々に焼却する。

分解ガスは、冷却されると一部ガスが凝縮

してタールとなるので、冷却させないで熱

ガスのまま予混合燃焼させてすすの発生を

防ぐ。また、炭化物は灰が飛散しないよう

な方法で燃焼させ、ばいじんの発生を押える。

　これらに関することを実験によって確認

した結果発生ばいじん量は0．05mg／N㎡と

非常に小さな値となった。また、すすやタ

ールの生成条件を調べ、その結果から乾溜

および焼却条件を表2－1－5に示すように明

らかにした。

　さらに、この条件で処理する時の除染係

数を放射性核種を用いて求めたところ、表

2－1－6に示すように104～105となった。こ

の値は現在雑固体焼却に採用されている焼

却装置の炉出口の値4～170を大きく上廻

っており、従来の焼却法よりも有利な焼却

方式であることをたしかめた。

　　　　　　　　　　　　　（三木泰郎）

2－1－3　再処理（返還）廃棄物対策

　1．背　　景

　電気事業においては、今後も使用済燃料

の再処理を英・仏へ委託する予定であるが、

当面の契約においては、3，200トンの使用

済燃料の委託再処理によって発生する高レベ

ル廃棄物はもちろん、低・中レベルを含む

すべての再処理廃棄物が日本に返還される

予定である。この英・仏より返還される再

処理廃棄物への諸対策は、電気事業自らが

対処しなければならない重要かつ早急な解

決が迫られている課題である。

　当所、エネルギー技術開発本部では、上

述の発電所廃棄物に関する研究実績をはじ

め使用済燃料輸送容器、輸送時の安全評価



等に関する研究実績を基に、この再処理廃

棄物問題に重点を指向して研究を進めてい

る。

　本研究の実施は、上記海外再処理委託に

ともなう返還廃棄物対策の確立に寄与する

ばかりでなく、同時に現在準備活動が進め

られている民間の第2再処理施設の開発に

も貢献するものである。

　H．当所における調査研究

　本問題で解決すべき点は、極めて広範囲

にわたり、また、研究開発段階にある項目

も多数あるため、当所は、昭和54年忌、我

が国の放射性廃棄物対策、電気事業におけ

る状況、内外の研究開発状況、安全評価、

安全規制等の調査の上、当所が指向すべき、

調査研究課題の摘出を行なった。

　その結果、下記4課題について研究を実

施することとして、現在鋭意実施にあたっ

ている。

　課題1．高レベルガラス固化体の物性、健

　　　　全性評価

　課題2．高。中・低レベル廃棄物輸送容器

　　　　の健全性評価

　課題3．輸送・貯蔵・処分時の安全評価の

　　　　ための要因調査

　課題4．輸送・貯蔵・処分時の安全評価

　図2－1一ユ3に、海外再処理に係るバックエ

ンドフロー図と当所の従来の研究成果なら

びに、研究課題の関係を示す。

以下に、各課題についての現在まで得られ

た成果および今後の計画を述べる。

　皿．高レベルガラス固化体の物性、

　　　健全性評価

　本課題は、返還廃棄物の実規模固化体を

用いる試験研究（電力共通研究）および、返

還廃棄物の各種物性を部分的により模擬し

た実験室規模の試料を用いる試験研究（所

内研究）よりなる。

　電力共通研究は、動力炉・核燃料開発事

業団と当所との共同研究の下に推進するも

のであり、昭和56年度より3ケ年計画で実

施中である。その研究内容は、キャニスタ

図2－1－12　焼却方式のフロー図

I物
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表2－1－5乾溜および焼却条件

焼

却

条

件

乾 溜

分解ガス

炭　化　物

温 度

維持温度

焼　却　法

焼却温度

焼　却　法

フィルタ・スラッジ

400～600℃

350～450℃

予混合燃焼

400～550℃

表面燃焼

廃イオン交換樹脂

400～600℃

350～450。C

予混合燃焼

450～550℃

表面燃焼

表2－1－6新焼却方式の除染係数

核　　種

　137Cs

　54Mn

60C。

フィルタ・スラッジ処理（N＝5）　廃イオン交換樹脂処理（N＝4）

乾溜処理

　1．72×105

1．23×105

1．16×105

乾溜・焼却処理

　8．62×103

　3．89×104

　2．45×104

乾溜処理　　乾溜・焼却処理

　1．40×105　　　　　　0．90×105

4．26×104

1．89×105

2．72×104

0．81×105

一を含む高レベルガラス固化体（コールド）

を試作し、その温度、冷却物性試験、キャ

ニスターの残留応力等の測定を行なう各種

特性評価試験を実施するとともに、高レベ

ルガラス固化パッケージの約9m高さまで

の落下衝撃試験ならびに応力・歪などの力

学的挙動を調べ、健全性を評価するもので

ある。

　現在まで得られた成果として、

　1．高レベルガラス固化体の仕様、基本的

な実験方法・解析方法を決定し、

　2．ガラス固化体の製造設備の整備に着手

し、

　近く、固化体の試作および各種試験を開

始することになっている。

　所内研究については、返還廃棄物の組成、

ガラス組成等を種々変化させた実験室規模

の各種試料を調整し、これらの化学的特性、

浸出性等の基礎的な物性を試験研究するも

のである。現在まで得られた成果として、

　1．廃棄物の化学的組成を変化させた種々

の組成ガラスを試作し、

　2．これらの熔解条件、熱処理条件をしら

べるとともに、

　3．結晶化、相分離等の組織研究、

　4．各種化学組成液に対するガラスの浸出
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中低レベル固化体の水圧試験

試験ならびに、

　5．金属粉末粒子の混入の影響、

　などの試験を実施した。

　今後はこれらの予備試験結果をもとに、

さらに、詳細に試験方法を検討し、ガラス

固化体の基礎的物性評価に必要な各種課題

の解明につとめることにしている。

　IV．高。中・低レベル

　　　廃棄物輸送容器の健全性評価

　本課題は、当所における使用済燃料輸送

容器に関する研究実績を基に、電力共通研

究を包含して実施するものである。高レベ

ルガラス固化パッケージ輸送容器に関して

は、昨年度実施した調査研究より、使用済

燃料用容器を兼用するよりは専用容器を用

いるほうが経済的であるとの結論をもとに

奪用容器について設計・解析を行ない、輸

送時健全性を検証するための縮尺模型実験

を昭和56年度よりの3ケ年計画で実施する

ことにしている。

　その研究の内容は、第1段階で、各種材

料を用いた複数の専用容器の概念設計を安全

性・経済性を考慮して実施し、最適化評価

を行なう。第2段階で、実規模最適化キャス

ク（約100㌧）の詳細設計ならびに、実規模

キャスクの解析方法を確認するための縮尺

模型の設計製作を行なう。第3段階では、

縮尺模型キャスクの9m落下等構造試験、

800℃火災時の熱試験を実施し、解析方法

の確認をはかり、実機キャスクの技術上基

準の適合性を評価する。

　現在まで、得られた成果として、現在は

上記第1段階の研究を行なっており、鍛造、

鋳造方法等の複数キャスクの概念設計を3

種について実施中であり上記最適評価方法

の検討を行なっている。今後は、上記計画に

したがい、試験研究の実施を推進していく。

　また、中・低レベルの廃棄物容器につい

ては、従来当所で、発電所廃棄物用セメン

ト・アスファルト等のパッケージの種々の

研究結果、および再処理中・低レベル廃棄

物輸送容器の予備設計結果を基に引きつづ

き専用の輸送容器の必要性の検討およびそ

の設計を実施し、最適化評価を行なった上、

試作およびその健全性検証の諸試験等を行

なう予定である。

　V．輸送・貯蔵・処分時の

　　　安全評価のための要因調査

　返還廃棄物対策において、輸送・貯蔵・

処分に関する技術的、実証的検討とともに

極めて重要な課題は、それらの通常時・事

故時に対する安全評価である。当所は、現

在までの関連する諸研究を基に、この安全

評価に必要な諸要因ならびに評価手法につ

いて調査検討を進めている。

　本所において取り一．ヒげている本課題は、

高レベルガラス固化体の地層処分時浸出性

評価に関する研究（電力共研）、および、放

射性核種の地中移行挙動の研究（所内研究）

よりなる。

　1．電力共々は、スウェーデン（SKBF・核

燃料供給公社）、スイス（NAGRAスイス

連邦廃棄物貯蔵国家共同組合）および、日

本（当所）の共同研究であり、昭和56年度（56

年12月）より、3ケ年計画で着手した。そ

の内容は、フランスの実廃液（ホット）を用

いてガラス固化体を製造し、これをスウェ

ーデン・Studsvickのホット・ラボにて処

分時の地層と想定される各種花藁縄に対す

るガラス固化体からの放射性核種の浸出性

の実験を行なうもので、高レベルガラス固

化体地層処分時の最も重要な基礎データー

を入手することができる。

　現在まで、得られた成果として、当所か

ら運営委員会、技術顧問会等に田本側代表

委員を派遣し、上記3機関に加え、西独、

米国、仏国の専門家とともに、研究計画の

検討を重ねた結果、具体的研究計画等の成

果が得られ、研究が開始され、現在、ホッ

トのガラス固化体の調整が進められている。

　また、我が国電気事業に必要な各種条件、

要件を反映しつつ国内での評価を綿密に行

なうため、ガラス固化体浸出評価国際共同

研究検討委員会（当所専門委員会）を設置し、

研究の評価を行なっている。

　今後は、合意された研究計画にしたがい、

研究を推進する予定である。

　2．所内研究は、放射性核種の地中移行挙

動に関するものであり、その内容は、地中

での核種移動の起動力となる地下水の流動特

性指標を深層地下水の採取を行ない検討を

進める一方、核種移動の遅延効果をもたら

す核種の岩、土壌への吸着特性について実

験室規模のホット試験およびフォールアウ

ト核種を用いてのフィールドでの実測およ

び核種地中移動解析のための核種移動モデル

ならびにシミュレーション・コードの開発

を行なうことである。

躍研レビ識一麗⑪。3　艶5



現在まで、得られた成果として、

（i）一部の核種については、実験室データ

ーを基に実地盤における核種吸着特性の予

測が可能となった。

（ii）得られた最新のインプット・データー

および当所において開発を進めてきた核種

地中移動シミュレーション・モデルおよび

コードを用いた数値シミュレーション手法の

妥当性検討のためのケース・スタディーと

して地下立地原子力発電所の安全評価解析

に上記シミュレーション手法を適用しモデ

ルおよびコードの適合性を評価した。

　今後は、上記シミュレーション手法を用

いて高レベル廃棄物深層地層処分時の岩盤

中核種移動について検討を進めるべく、イ

ンプットデーターの収集ならびにシュミレ

ーションコードの整備を順次実施していく予

定である。

　IV．輸送・貯蔵・処分時の安全評価

　本課題は、上記課題（皿．～V．）、をすべて

包含し、かつ総括し、最終的研究目標とな

る最重要課題である。これを達成するため

には、各課題の結果をベースにしつつ、実

施する必要がある。

　輸送時ならびに貯蔵・処分時の安全評価

に関しては図2－1－13に示したバックエンド

・フロー図と関連づけつつ、これまでの調査結

果を基に、高レベルおよび、低・中レベル廃棄

物について安全評価の手順および項目を整理調

整した結果を2－1－14および2－1－15に示す。

　今後の予定として、右記図2－1－14、図2－

1－15に示す手順、項目を見直し、検討を引

きつづき実施するとともに、前述の安全評

価のための要因調査の結果をふまえ、

　1．各種地中拡散計算モデルの調整、

　2．同計算コードの整備、

　3．同環境条件の設定、

　4．ケース・スタディ（再処理廃棄物の貯蔵

・処分、低レベル廃棄物陸地処分、地下原

子力発電所など）を実施してゆくものとする。

　　　　　　　　　　　（福田佐登志）◎
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図2－1－14　輸送・貯蔵・処分時の安全評価の手順および項目（中・低レベル廃棄物）
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図2－1－15　輸送・貯蔵・処分時の安全評価の手順および項目（高レベルガラス固化体）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当㊧エネルギー技術開発本部　副本部長　永倉正

2－2一署　緒論と結論

　核燃料サイクル・バックエンド対策に関

する研究のうち、本章においては、使用済

燃料輸送容器の信頼性実証ならびに核燃料

物質などの輸送時の安全評価を内容とする

L放射性物質輸送、および互．使用済燃料暫

定貯蔵フィージビリティ・スタディに関し、

現在までの成果、研究の現状と今後の方向

等についてレビューする。

　1．放射性物質輸送

　核燃料物質をはじめとする放射性物質の

輸送に係る安全性の確保は、核燃料サイク

ル・バックエンド対策の確立にとって不可

欠な重要な課題である。その一つは、使用

済燃料輸送容器の信頼性実証である。これ

は実規模容器（100㌧級）を用いて実証試験

を実施し、安全性を確認して安全解析手法

の妥当性を検証するとともに、輸送に対す

るパブリックアクセプタンスに資する目的

のプロジェクト研究である。本実証試験は、

昭和52年度に国から受託し、8ケ年の期間

と総額80億円を予定して実施中のものであ

り、現在までに輸送規則に示される試験装

置全てが完成し、100㌧級輸送容器に先立

って50㌧級容器について諸試験を実施し、

輸送事故を想定した条件においても健全で

ある結果を得ている。引続き100㌧級容器

の設計をほぼ完了し、この製造を進めて実

証試験を実施する予定である。

　当所が推進する輸送に関する第二の課題

は、放射性物質輸送時の安全評価である。

これまで、国および電気事業の委託をうけ、

昭和51～52年度には使用済燃料の「日の浦

丸」による海上輸送、53年度には放射性低

レベルパッケージの海上輸送、また昭和53

～54年度には核燃料物質の陸上輸送につい

て、それぞれ通常時ならびに事故時の安全

評価を実施し、解析手法の開発・体系化を

行ない、環境影響を評価した。

　昭和55年度以降は核燃料物質を対象とし

て、現実に則した、より合理的評価手法の

確立を図るよう、事故時を想定した実験を

国の委託により実施中である。またIAEA

（国際原子力機関）が進めている輸送時安全

評価の国際的な手法確立の作業に当所が参

加し、上述の成果が反映されている。

　今後は、一層評価手法の改良、解析条件

の合理化を図ってゆくとともに、前章で述

べた返還廃棄物の輸送に対する適用、評価

を進めるものとする。

　∬．使用済燃料暫定貯蔵

　　　フィージビリティ・スタディ

　米国は、環太平洋諸国で発生する使用済

燃料を太平洋べ一スン地域に一定期間貯蔵

する構想を日本に提案し、これに対し、日

米共同で昭和56年1月より2ケ年（24ケ月）

の計画でフィージビリティ・スタディを行

なうことが政府間において決定された。当

所は通産省、科学技術庁および電気事業か

らの要請により本調査を受託し、米国側の

実施機関であるボーイング社と共同で調査

作業を進めている。

　本スタディは、事業の目的と範囲、立地

規制、組織と資金などの制度関係10課題、

ならびに立地・貯蔵、施設、輸送・貯蔵に

亘る技術関係の21課題について調査活動を、

全所的規模のプロジェクトとして推進して

いる。現在までに日米合同ワーキンググル

ープ会議が開催され、制度関係8課題、技

術関係6課題の課題報告書が完了または作

成中である。　　　　　　　　（永倉正）

　　　　使用済燃料輸送容器
2－2－2
　　　　信頼性実証試験

　1．実証試験の目的

　高い放射能をもつ使用済燃料の輸送に使

用される容器（キャスク）は、陸上輸送・海

上輸送のいずれの輸送においても輸送時に

予想されるあらゆる事故に対して健全でな

くてはならず、また放射能の漏洩があって

はならない。

　このため、当然ながら厳しい設計条件が

課せられ国際原子力機関（IAEA）の「放射

性物質安全輸送規則：Reg組ations　for

the　Safe　Transporむ　of　Radioacti▽e

Materials」を受けて我が国においても、

昭和50年に原子力委員会において「放射性

物質の輸送に関する安全基準」をとりまと

め、これに基づいて総：理府令、運輸省令お

よび科学技術庁告示等関連基準が定められ

厳格な安全審査を行なって使用を許可して

いる。

　原子力発電所から生ずる使用済燃料には

各種の核分裂生成物が含まれているが、ウ

ランやプルトニウムのように再処理して再

利用可能な資源も含まれており、このキャ

スクの信頼性を実証し、輸送形態を確立す

ることは、核燃料サイクルの確立にとって

重要かつ不可欠の課題である。

　この使用済燃料は、これまで、イギリス、

フランスに送られているが、東海再処理工

場の完成により国内間の輸送も開始されて

いる。使用されているキャスクは、国外輸送

を主とするイギリス製のキャスク（EXCE一

：し1」OXタイプ）、フランス製のキャスク
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（TNタイプ）の他に、国内輸送には主として

国産のHZタイプが使用されている。

　我が国においては、これまで各機関にお

いて輸送キャスクについて研究開発が進め

られてきたが、縮尺モデルあるいは部分モ

デルによる試験が主体であった。したがっ

て、この信頼性実証試験は輸送規則に示さ

れている一般の試験条件、特別の試験条件

の各種試験のほか、現在はまだ試験条件に

規定されていないが、キャスクの海上輸送

時の安全性確認の観点から水深3，000mに

相当する水圧300kg／c㎡までの耐圧試験を実

施した上で、キャスクが所要の性能を満た

していることを確認するための密封試験、

遮へい試験を行なうものである。

　これらの試験に供するキャスクは、現在、

使用されているキャスクの実規模キャスク

で、50㌧級、100㌧級の2種類である。この

ような規模のキャスクを用いて輸送規則に

定められている試験項目のすべてを集中的

に行なう大型プロジェクト研究は世界にも

例がなく、IAEAをはじめ、米国、イギリス、

フランス、西ドイツ等の各国もその成果に

大きな期待をよせている。

　本実証試験は、当所が科学技術庁の要請

により昭和52年度より8ケ年計画、約80億

円の予算規模で実施中のものである。図2－

2－1に実施スケジュールを示す。このよう

な内容で実施する試験の目的は、つぎの3

点に集約することができる。

1．各種試験条件下におけるキャスクの挙

動を把握し、健全性を確認する。

2．構造解析、熱解析、遮へい解析などの

理論解析結果と試験結果との照合をはかり

設計の妥当性を確認し、輸送規則を満足し

ていることを実証する。

3．キャスク輸送に対するパブリック・ア

クセプタンスに資する。

　H．実証試験の内容

　実際に行なわれる各種の試験の内容は次

のようなものである。

1，　一般の試験条件下の試験

（i）散水試験一降雨量50m毎時に相当す

る水を1時間キャスクに吹きつける。

（ii）落下衝撃試験一キャスクを30cmの高

さから最大破損を受けるような姿勢でコン

クリートマット上に敷いた鋼板上に落下さ

せる。

（iii）貫通試験　　重量6kg、直径3。2c皿、先

端が半円球の容易に破損しない棒を1mの

高さからキャスクの最も弱い部分に落下さ

せる。

（iv）伝熱試験一使用済燃料の崩壊熱に相

当する熱源を収納したキャスクを38℃の環

境に一週間放置し、キャスク内外の温度、

温度上昇による内圧の変化などを測定評価

する。なお、一般の試験条件下の伝熱試験

においては、表面温度が82℃以下であるこ

とが要求される。

2．　特別の試験条件下の試験

（i）落下衝撃試験（a）一キャスクを9m

の高さから最大破損を受けるような姿勢で

コンクリートマット上に敷いた鋼板上へ落

下させる。

図2－2－1　使用済燃料輸送容器信頼性実証試験実施スケジュール（案）
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（ii）落下衝撃試験（b）一キャスクを1m

の高さから最大破損を受けるような姿勢で

垂直に固定した直径15cm、長さ20cm以上の

軟鋼丸棒上に落下させる。

（iii）耐火試験　　輸送中のキャスク火災事

故を想定して800℃の熱放射雰囲気にキャ

スクを30分さらす試験を加熱炉を用いて行

なう。

（iv）浸漬試験　　キャスクを水深15m測深

に相当する水圧の水槽に8時間以上浸漬し、

密封性などを試験する。

（v）伝熱試験　　使用済燃料の崩壊熱に相

当する熱源を収納したキャスクを38℃の環

境に1週間放置し、キャスク内外の温度、

温度上昇による内圧変化などを測定・評価

する。

3．耐圧試験

　キャスク海上輸送時における運搬船の沈

没事故などを想定して、高圧水槽内にキャ

スクを収納した上で300kg／c㎡（水深3，000m

に相当）に加圧し、高水圧下におけるキャ

スクの変形挙動、水密性を試験する。

4．　性能確認試験

（i）密封試験一各種試験前後のキャスク

の密封性能を判定・評価するため、真空・

加圧放置およびヘリウムリーク法により漏

洩率を測定・評価する。

（ii）遮へい試験一各種試験前後のキャス

クの遮へい性能を判定・評価するため、ガ

ンマ線源および中性子線源をキャスク内に

挿入してキャスク外部の放射線量率を判定

・評価する。

　皿．試験用キャスクおよび試験装置

1．　試験用キャスク

　実証試験に用いるキャスクは、本実証試

験を実施された当時、関係官庁の認可を受

けていたEXCE：LLOX型、　HZ型の特徴

を活かし、その双方の実証ができる新らしい

キャスクを設計・製作し実験に供している。

　基本的設計条件は、つぎのとおりである。

（i）主構造は鋼、ガンマ線遮へいは鉛お

よび鋼、ウエットタイプとする。

（ii）50㌧級、100㌧級のいずれも同様の設

計思想により設計する。

（iii）収納する使用済燃料の仕様は、使用済

燃料輸送の現状をもとに決定する。

（冷却日数　50㌧の場合180日、100㌧の場

合360日）

　キャスクの設計に当っては、国が行なっ

ている実際のキャスクの認可に関する設計

審査と同レベルの保証を与えるよう各種解

析コードの検討をはじめ、各種試験条件に

対する健全性の事前評価、各種構成材料の

材料特性の評価などを行なった。

　さらに製作に際しても各作業工程におけ

る検査を、実用キャスクと同程度の判断基

準に基づいて実施した（図2－2－2、2－2－3参

照）。

図2－2－2　実証試験用50トン級キャスク鳥職図

PWRのFレ

　i

l
」
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図2－2－3　実証試験用100トン級キャスク鳥白図
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2．試験装置

　試験装置は、武山試験・研究センター敷

地内に建設し、その主な設備はつぎのとお

りである。（図2－2－4、2－2－5および表2－2－1

参照）

●落下衝撃試験装置、同計測装置

●耐火試験装置、同計測装置

●；遮へい試験装置、同計測装置

●耐圧試験装置、同計測装置

●散水試験装置

●3次元座標測定装置

●伝熱試験装置、同計測装置

　　　　　　図2－2－4　キャスク武山実験国鳥瞳図
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表2－2－1実証試験装置の仕様概要
竃　「一　一一牛5　　一　　r．　‘　　　　　　　　　一　一　　　一　一・　一　　　　　一　一「

『

　試　験　名

1．落下試験（1）

　2．落下試験αD

3．耐火試験

4．耐圧試験

5．浸漬試験

6．散水試験

7．伝熱試験

8．遮蔽試験

試 験 装 置

試験ヤード

　　①規模：巾23m×長さ120m

　　②移動式保護上屋：巾20m×長さ20m×2棟
　　③実験棟　　④付帯設備

落下衝撃試験装置

　　①移動式橋形クレーン：吊上荷重120t
　　②落下試験台：12m×12m×厚さ4．5m、1，500　tコンクリート、7m×7m×厚さ10cm鋼板

　　③鋼丸棒：φ15cm×長さ20cm

耐火試験装置

　　①加熱炉：台車式直火型、内寸法5m×5m×8．5m
　　②加熱方式：LPG、加熱温度600～1，200℃、加熱速度835℃35分

　　③制稚防式：プログラム制御および手動

耐圧試験装置・浸漬試験装置

　　①高圧水槽：内径3cm、内高6m、最大水圧500kg／cm・

　　②加圧制御装置：昇圧速度0．3～2．7kg／cm

散水試験装置
　　①スプレーノズル　　②散水ポンプ　　③水タンク

伝熱試験装置

　　①試験用フード：内寸法8．5m×5．5m×高4m
　　②空調装置：フード内温度38±5℃、風速0．5m／秒以下、冷却器・加熱器各2台、循環プロア2台

遮蔽試験装置

　　①測定装置：内寸法8m×8m×高3．8m／キャスク回転台
　　②計測制御装置：プログラム制御および手動、線源駆動装置、ガンマ線・中性子線用検出器

　　③山回：60Coおよび252Cf

1

　IV．試験結果

　これまで50㌧級キャスク1号機による特

別の試験条件下の試験、2号機による一般

の試験条件下の試験を実施した。

　キャスク法令で定められている性能は、

一般の試験条件下の試験、特別の試験条件

下の試験のいつれの場合も、一連の試験を

終了したのち遮へい性能、漏洩率について、

所定の値以下になっているかどうかを確か

め、健全性を評価することとしている。し

かし、50㌧級キャスクの試験では原則とし

て各試験の前にも密封試験を実施し、試験

の後との変動の度合を確かめるとともに、

容器本体の試験時における安全解析値と実

測値（実験解析値）との対比から、各試験条

件下の容器の健全性を評価することとした

（表2－2－2参照）。

　現在、耐圧試験結果の集約をまって、50

㌧級キャスクの健全性の総合評価、現用キ

ャスクの設計余裕度等について検討を進め

ているが、これまでの結果を集約するとつ

ぎのとおりである。

表2－2－3

1．　一般の試験条件下の試験

　54年度事業で製作した50㌧級輸送容器に

ついて、法令で定められている一般の試験

条件下の試験を実施し、下表の結果を得た。

r
法令で定められ1
た試験（順序）

1

散　水　試　験

　（水ふきつけ試験）

l

l落　下　試験

　　　　30　　cm

　　　　鋼棒落下

結

外観・密封性のいつれも変化なし

果　　　　　　　　判　　定

環　境　試　験

1遮蔽試験
L一一

本体には何らの変化もみられず、密封性も変　本体の製作時の

化なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能に変化は生

　　　　　一一一　　．一・一一一　一一　．．一．一　．一一一一・じない

最：高温度62．9℃（平均気温26℃）密封性変化

なし

試験前後に有意な差は認められない
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表2－2－4

法令で定められた

試験（順序）

落　下

　　加

　　応

　　応

　　密

落　下

　　加

　　密

試　験

速

封

試　験

速

封

1

霊

力｝

性i

IIl

度1

性！

耐　　火　　試　　験

　　　　　鉛

キャビティ圧力

密　　封　　性

結 果

84G

－7．4kg／cm2（軸）

23．5kg／cm2（周）

X10－4atmcc／sオーダー

19G

×10－4atmcc／sオーダー

最高275℃

最高24．5kg／c㎡

×10－4atmcc／sオーダー

浸　　潰　　試　　験

　　　　　　　　　　　密封性に変化なし
環　　境　　試　　験

遮蔽試験製作時に比べ×10

判 定

安全性解析値判定基準値以下

安全解析値判定基準値以下

密封機能を十分保持、規準値

以下である

実燃料装荷時も規準値以下
（予測）

2．　特別の試験条件下の試験

　53年事業で設計・製作した50トン級輸送

容器を用いて法令で定められている特別の

試験条件下の試験を実施し、上表の結果を

得、健全性を確認した。　　（阿部博俊）

　　　　放射性物質輸送時の2－2－3
　　　　安全評価研究

　1．まえがき

　原子力発電規模の増大にともない核燃料

物質等の放射性物質の輸送は益々拡大する。

日本における核燃料物質等の輸送は原子炉

等規制法等に基づき安全に行なわれている

が、現状の輸送の安全度の把握や、より効

果のある安全対策の検討のためには輸送に

ともなう環境影響を評価し、輸送時の安全

評価に必要な資料を得ることは重要である。

　このため核燃料物質等の海上および陸上

輸送時の環境影響評価手法を開発し、輸送

の現状を評価した。

　開発した評価手法は将来予定されている

使用済燃料の海外再処理により発生する廃

棄物の我が国までの輸送に対して適用・評

価する予定である。また、IAEAが実施し

ている国際的な輸送時安全評価にも反映し

ている。以下に開発した手法を紹介する。

　］1．海上輸送事故時の環境影響評価

　海上輸送時の環境影響評価では通常時は

被曝対象が荷扱人や船の乗組員に限られ一

般公衆が対象となることはないので、一般

公衆が被曝の対象となる事故時、特に輸送

物の沈没をともなう事故を対象としてその

手法を開発した。

1．　海難事故発生確率

　海難事故発生確率は図2－2－6に示す手法

によって求める。すなわち、海上輸送の航

路を設定し、航路周辺の船舶交通量、海難

事故などを調査する。次に、輸送に使用す

る船舶の寸法、構造を調査し航路上で遭遇
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する危険船（輸送船の加害となる船舶）を同

定し、（i）輸送船の沈没事故発生確率、

（ii）海没に至らないが船倉に破口が生じ輸

送物の種類によっては喪失がおこる確率等

を求める。

2．　輸送物沈没事故時の放射性核種の放出

　沈没した輸送物からの放出量と速度は、

輸送容器の海水中における挙動、輸送宮中

の放射性物質の性状と核種構成等をもとと

して求める。たとえば、使用済燃料輸送の

場合には、使用するキャスクの構造解析に

よりキャスクの破壊水深を求め、沈没水深

が破壊水深より浅い場合には腐食により、

深い場合には破壊によりキャスクに開口が

生じるものとする。

　次に、使用済燃料についても被覆管が腐

食あるいは水圧による破壊により開口が生

ずるものとし、これらの開口を通して、燃

料ペレット内に存在する核種がリーチング

により漏出するものとした。

3．　環境影響評価

　評価ではまず海水中の放射性核種濃度を

求める。想定した輸送航路の代表的海域に

対して海洋モデルを設定し、沈没時に漏出

する核種と量から海水中の放射能濃度を拡

散解析により求める（図2－2－7参照）。

　次に、公衆のうける年間被曝量（体内被

曝については50年間の線量預託）は、個人

および集団について求める。公衆個人に

ついては事故発生海域で漁獲される海産物

の摂取による体内被曝と事故発生海域での

漁業作業ならびに事故発生域近傍の海浜の

汚染を想定し、海浜上での作業等にともな

う体外被曝を求め、集団については我が国

が年間に漁獲する海産物を全て摂取した場

合の我が国の国民全体の集団被曝線量を推

定した。

4．　結果

　開発した手法を使用済燃料の原子力発電

所から動燃再処理工場までの日本近海での

海上輸送ならびに将来予測される放射性廃



図2－2－6　海難事故発生確率

日本沿岸における船舶

運搬船の想定 海難事故の調査 の隻数と大きさの 輸送航路の設定
分 布 の　調 査

①運搬船は1，000総トンとする

②構造別に次の3種類を比較 ①日本沿岸における海難事故 ①日本周辺における船隻数 ①各原子力地区よ り 目的地に
する の種類と件数 ②船の トン数別隻数 至る航路を想定

（イ） lMCOタンカーコード ②海没は他船舶から衡突され ③沖合方向における船の分布 ②沿岸航路は変針点における
「TYPE 1」 ることによって発生する 離岸距離を5海里とする

（ロ） lMCOタンカーコード ③調査実績よ り海没は自船よ

「TYEPE 1」 に可浸性を り大きい船が衝突するとき

追加したもの に生ずる
（ハ） 一般構造船

日本沿岸において近距離

確突 確突 の全 す衝 率衝 衝一
（1海里）ですれ違う全隻数

ン航 一運
率入
kす
ｿ3る〕場

率入
kがｿ2非〕可

一損
�桙
ｱの
ｦ突

る突
mに
ｦよ
kり

〔突P4船〕が

@油

突○
ﾅ○
S○
ｹ総

以行
繿D
ﾌ舶Dの　、

航搬
C船
魔ｪ
闍ﾟ所が貨 浸性部

る入
m量
ｦが

P5油〕タ

@ン

タンカ

すト
驛投
m以

の　つ
ｶち
ﾝ一

の距
ｷ離れ（

物倉 分で

碑
カ1 1で 率上

kの
す○
驕

違一
｢海で 生 の が あ P3船 確○ 回里ある ずる

五 炎 る ）と 1回すれ違い当りの衝突 率総
〔
数）

分 上 確 の
確率 〔P1〕 P2〔ト 恩

で

〕

他船との1回すれ違い当り
他船との

1⊃

1 回すれ違い当り 1，000総トン以上の船との

PF＝P1・P4・P5

の衝突時火災事故発生確率
失事故確率

PL＝P1・P2・P3・α1・α3

の衝突事故時パッケージ衷 衝突で1

C没確率
PS＝P1・P2・P3・α1・α2

回すれ違い当りの

1航海当りの火災発生期待

値

　　EF＝PF・N

1航海当りのパツケージ衷

失事故発生期待値

　　EL＝PL・N

1航海当りの海沈事故発生

期待値

　　　Es＝PS・N

電研レビューNO．3㊥39



棄物の海上輸送に適用した結果は以下の通

りである。

　（i）使用済燃料の場合

　使用済核燃料を専用船により原子力発電

所より再処理工場まで海上輸送する場合の

輸送船の沈没確率は、ほぼ10『7であり、事

故時の個人および集団の被曝線量は各々10

～10－2ミリレム／年および104マンレム以下

である。

　これらの値は、ICRP（国際放射線防護

委員会）で勧告する公衆の線量限度や自然

放射線に対する国民線量に比べはるかに小

さい。

　（ii）放射性廃棄物の場合

　海難事故の発生期待値は、航路、使用運

搬船の構造などにより異なり、IMCO（政

府間海事協議機関）危険物タンカコード

「Type　I」相当船では、一般構造船に比し

1～2桁小さい。また、船路では航行距離

が長くなったり船舶密度の高い東海沖を航

行する場合が比較的大きい。

　事故にともなう公衆個人および集団の被

曝線量は、事故想定海域、放出条件、事故

のモードなどによっても異なるが、100Ci

の放射性核種を含む事故ではICRPで勧告

する公衆の線量限度や自然放射線に対する

国民線量の1／1，000以下である。

　皿．陸上輸送時の環境影響評価

　陸上輸送の環境影響評価では通常輸送時

および事故時に公衆がうける被曝線量の推

定を行なう。

1．　通常輸送時

　通常輸送時の環境影響評価の対象となる

公衆は、輸送車が走行している場合には、

輸送路周辺に居住する人（周辺公衆）、輸送

路上の並進車および対向車に乗車している

人（路上公衆）および輸送従事者とし、輸送

車が休息あるいは点検により停車中は、停

車地点の周辺の居住者および道路上を通行

する車両に乗車している人とする。

　また、輸送車へ、または輸送車からの荷
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図2－2－7　パッケージから放出される核種の濃度予測手順
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図2－2－9　漏洩事故評価方法
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キャスクの実証試験

積み・荷卸し作業者は職業人であるので一

般公衆からは除外する（図2－2－8参照）。こ

れらに用いる人口密度分布および路上の

車輌数は、国際地学協会の「新日本分県地

図」および建設省、日本道路公団などの交

通調査結果をもととする。

　被曝線量は輸送物からのγ線による外部

被曝線量とし、計算にあたっては輸送物の

表面線量実測値をもとにして求める。

2．　事故時

　輸送事故時の環境影響評価は、輸送事故

発生率と公衆への被曝評価にわけて行なう。

　（i）輸送事故

　核燃料物質等の輸送は、輸送物積載車輌

（主として大型トラック）とその前後を走る

先導車および後衛車が隊列を形成して行な

われている。また、通行にあたっては交通

ルールを完全に守って行なわれている。し

たがって交通事故に遭遇する可能性はほと

んどおこらないと想定されるが、我が国の

自動車保有台数・走行実態、事故の種類と

発生件数などの交通関係資料をもとにして

輸送事故確率を求める。また、交通事故に

は各種あるので、輸送物に影響をおよぼす

であろう衝撃、転落および火災をその対象

とする。

撫

　　　　　　　　　　　　　　　　寧

　次に事故時の輸送物からの放出量につい

ては、輸送容器、輸送経路、輸送方法等を

考慮して算定する。たとえば使用済燃料で

は完全なる通行規制のもとにある約10kmの

平坦な道路を約10km／時の速度で輸送され、

使用する容器がB（M）型のものであるので

放出はおこらないものとした。

　（ii）環境影響評価

　事故時の環境影響評価の対象となる公衆

は、事故地点周辺に居住する一般公衆とし、

我が国の人［コ密度を考慮して市街地では

104人／1｛㎡、非市街地では102人／k㎡とする。

　被曝の経路は事故による放射性核種の放

出の形態および放出後の挙動により異なる

ものとし、地表に散乱した場合は散乱した

放射性核種によるγ線の外部被曝を受ける。

大気中に浮遊し拡散する場合は浮遊した放

射性核種の呼吸取り込みによる体内被曝、

浮遊し、およびあるいは浮遊後、地上に再

沈着した放射性核種からの7線外部被曝と

する。大気中での放射性核種の拡散は、濃

度分布が正規分布のブルームの式に乾燥沈

着、洗浄沈着を考慮して求める。拡散中は

大気安定度を想定してパスキルチャートを

用いて求める。

　被曝線量の算定では、個人および集団と

し、対象臓器は、外部被曝では全身、体内
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被曝では全身および肺で50年間の預託線量

とする。

3．　結　　果

　核燃料物質等の輸送1回あたりの集団被

曝線量を求めて、輸送回数を考慮して年間

の集団線量を推定した。結果は、通常輸送

時の集団被曝線量は、前述の国民線量に比

して10－5程度小さかった。また、事故時に

ついても通常時に比しさらに102程度小さ

い結果を得ている。　　　　（満木泰郎）

　　　　使用済燃料暫定貯蔵構想
2－2－4
　　　　　フィージビリティ・スタディ

　本構想は、太平洋べ一スン諸国の原子力

発電所から排出される使用済燃料について、

将来、それの大量累積が予測されるので、

それを太平洋べ一スンというブロックにお

いて、多国間の国際共同事業として、暫定

的に集中貯蔵する施設を建設しようという

ものである。

　本構想のフィージビリティに関しては、

米国が既に予備的研究を行い、昭和54年末

にその取りまとめを行なっている。昭和55

年2月、当所は、通商産業省の委託により、

これら米国が取りまとめた報告書を中心に、

事前の調査、検討を行なった。これら日米

両国、双方の予備調査の結果、昭和56年1

月より2ケ年間の予定で、本格的に本構想

の技術的、制度的なフィージビリティ・ス

タディを日米双方の研究機関（日本側は当

所、米国側はボーイング社）が双方の政府

（日本側は通商産業省および科学技術庁、

米国側はエネルギー省および国務省）より

の委託研究として共同で実施することとな

った。

　本スタディの特徴は、技術的フィージビ

リティのみならず、制度的なフィージビリ

ティをも調査することにある。従って研究

課題は、貯蔵方法と立地、施設設計とコス

ト、輸送分析と除染および閉鎖などの技術

的課題（21課題）のほか、事業の目的と範囲、

立地規制、組織と資金などの制度的課題（10

課題）が設けられている。

　　　　　　　　　　　　（根本和泰）齢



　　　　　　　　　　　　　　　　担当⑳エネルギー・環境技術研究所発電プラント部部長宮岡貞隆

2－3一壌　緒論と結論

　原子力発電所の安全性・信頼性をより一

層向上させるために当所は、原子炉安全解

析に関する各種コードの整備導入とその適

用上の問題点の把握に努め、電気事業者の

利用に供し得る体制を整えるとともに、原

子力機器の信頼性の実態を調査、検討し評

価するシステムの開発を進めている。

　まず安全性を確認するための解析内容は、

原子炉運転中の異常な過渡変化をはじめ、

各種事故時、さらに実際には起こりそうも

ない事故を想定した仮想事故時などの原子

炉の過渡変化について解析し、これらの過

渡変化を通じて原子炉の圧力が設計圧力に

比べて十分低いこと、炉心燃料に損傷を及

ぼす可能性がないことなど原子炉の安全性

の評価と安全裕度の確認を目的としている。

　当所では現在、発電用に用いられている

加圧水型原子炉、沸騰水型原子炉の双方に

ついて、このような解析が可能な計算コー

ドの導入整備、改良に重点を置くとともに、

我が国の安全審査に用いられている安全解

析コードについては、修正の都度、これに

追随して修正版の入手と整備、検討を進め

ている。

　現在、当所が行なっている原子炉の安全

解析は、原子炉冷却系配管の破断に伴なう

原子炉冷却材喪失事故解析、原子炉運転時

の異常な過渡変化の解析などがある。

　次に原子力機器の信頼性に関しては、機

器の故障データの収集と評価のためのシス

テムの開発を進めている。一般に我が国の

原子力発電所のこれまでに報道された事故、

故障は、原子力発電所の安全性の観点から

は特に問題となるものはなく、各々の事故、

故障はその原因がその都度徹底的に解明さ

れ、十分な対策が講じられている。しかし、

これまでの事故・故障を統計確率的に分析・

処理することにより、その傾向を把握し、

原子力発電所の信頼性、安全性を一層向上

させることが肝要である。

　また54年3月の米国TM王事故の原因究

明活動の結果の一一つとして、内外で一層組

織的な情報収集分析を図る必要のあること

が示されている。

原子炉安全解析に使用する大型コンピュータ

　我が国電力界ではこの問題に対応するも

のとして、電気事業連合会が中心となって

信頼性調査システムの開発を進めており、

当所が基本的計画、計算機用コード化、計

算機プログラムの開発などの任に当ってい

る。また当所は、通商産業省の委託により

事故情報の日本語による収集・処理システ

ムの開発を進めており、さらに海外の信頼

性情報については、広く実データを収集、

分析、評価するため、米国Nuclear　Safety

Analysis　Center（NSAC一掴ヌ・ザック

と呼称）を通じて、海外データの入手に務

めている。

　これら内外の信頼性評価に関するデータ

は、対象機器も多いため、それらの組織的

な収集、分析、検索、評価には日本語処理

も含めた総合的な計算機プログラムの開発、

有効適切なデータベースの作成などが必要

であり、その開発を進めている。

　　　　　　　　　　　　　（宮岡貞隆）

2－3－2　原子炉安全解析

　1．冷却材喪失事故解析

　原子炉安全解析の内、冷却材喪失事故解

析に関しては、主として沸騰水型原子炉の原

子炉冷却水再循環配管の瞬時両端破断に伴

う過渡変化について解析を行なってきてい

る。解析用計算コードは米国の原子炉規制

当局の委託で開発されたW：REM（Water

Reactor　Evaluation　ModeDコードを用

いている。WREMコーードの主体をなす

RELAP4（Reac毛or　Excursion　L，oop

Analysis　Code　Package）コードは、原

子炉冷却材の熱水力学的な挙動の解析を目

的とした計算機コードであり、図2－3一ユに

示すように原子炉を多分割し、各領域の熱
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水力学的なバランスの時間変化を計算する。

基本的な物理モデルは平衡・均質モデルが

採用されており、主冷却系配管の瞬時両端

破断などを仮定した大破断に伴う冷却材喪

失事故時のように、急速で激しい過渡変化

の解析には適している。例えば炉心入口流

量の変化を図2－3－2に示すが、約2～30秒

以内に図に示す特徴的な変化が経了する。

　これに対し、破断口径が小さい中小破断

時の冷却材喪失事故時の過渡変化は、大破

四時に比べて緩慢であるため、原子炉の冷

却水は蒸気相と液相に分離するため、この

ような状態の過渡変化の解析には、均質モ

デルより非均質モデルの適用が望ましい。

このような点を考慮し、米国では更に詳細

な物理モデルに基づく解析コードの開発が

進められており、当所ではこれらの改良さ

れた解析コードを逐次、導入整備し、解

析コードの性能について検討、評価してい

る。

　また、これらの冷却材喪失事故解析コー

ドの入力データは、原子炉の幾可学的形状

をはじめ、冷却材の初期の熱水力学的状態

量など多種多様であり、入力データの作成

には多大の労力と高度な技術的判断が必要

とされる。そこで、労力を軽減化し、精度

の高い入力データを作るための計算機プロ

グラムを開発した。　　　　（堀江康夫）

図2－3－1　沸騰水型原子炉の解析用分割例
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　皿．原子炉過渡解析

　冷却材喪失事故解析では主として燃料棒

表面温度の変化に着目するのに対し、原子

炉運転中の異常な過渡変化では、最低限界

熱流束比など炉心の冷却能力の裕度の変化

に着目するが、過渡変化時の原子炉冷却水

の熱水力学的な挙動解析が基礎となってい

る点では共通している。

　当初では、米国電力研究所（EPRI）のも

とで開発された：RETRANコードを導入、

整備し原子炉運転中の異常な過渡変化、各

種事故の解析に用いている。RETRANコ

ードは、図2－3－3に示すように、冷却材喪

失事故解析コードRE：LAP　4コードをベー

スとして過渡解析コードに改良、開発され

図2－3－2　BWRの大ロ径配管破断を仮定した場合の炉心入ロ流量の変化

　　破断を仮定
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たコードである。特に、過渡解析では原子

炉の各種制御系の模擬が必要であり、この

点の開発が行なわれている。

　当初では、加圧水型原子炉および沸騰水

型原子炉を対象とした過渡解析を実施し、

解析コードの性能について検討するととも

に、適切な解析手法の開発を図っている。

　　　　　　　　　　　　　（堀江康夫）

　　　　機器信頼性データの
2－3－3
　　　　収集・評価

　1．信頼性調査システム

　電気事業連合会の依頼により開発してい

る原子力機器信頼性調査システムは、主要

な原子力機器の稼動状況および故障情報を

もとに、機器が運転不具合となる頻度を確

率的に求めようとするものである。

　この確率的な不具合の発生頻度の検討を

行なうためには、そのベースとなる統計の

母集団の確立が重要であり、この母集団作

成のために、まず、海外における機器の信

頼性の実態調査よりはじめ、故障発生頻

度の高い機器を把握し、これらの内から統

計的な検討が必要で且つ母集団作成の可能

な14機種を選択した。次にこれら⑱各機種

について収集すべき技術データの内容を検

討し、統計的に有意な結果を得るための項

目を表2－3－1のように決定している。また

この他、データを収集する機器の所属する

範囲、例えば一次系か二次系かなどを、各

機器がプラントの安全性、信頼性に与える

影響の面より検討し、機器の所属分野を細

かく定義している。

　さらに各ユニットより提出された技術デ

ータはユニット間で相互比較のうえ修正し、

技術データの整合性を十分に確認のうえ

計算機のデータベースに登録している。

この結果ユニット毎に同一の基準で同一の

機器が登録され、他に類を見ないほどユニ

ット問で粗密のない母集団が作成され、各

ユニット同一レベルでの機器の信頼性評価

が可能となっている。また、同一仕様で同

一目的の機器に対しては、各ユニット共通

の認識番号を付してデータベースに登録し、

図2－3－3　RETRANコードのルーツ

過渡解析≡L二」」
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冷却材衷失事故解析コード
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▽

RELAP　4／MOD　6

RELAP　4／MOD　7

表2－3－1　対象機器および技術調査項目

対　象　機　器

内　　燃　　機　　関

熱　　交　　換　　器

ポ　　　ン　　　プ

モ　　一　　タ　　ー

タ　　一　　ビ　　ン

弁　　（2　以　上）

弁　駆　動　装　置

M　G　セ　ッ　ト

蓄　　　電　　　池

フ　　　　ァ　　　　ン

遮　　　断　　　器

制御棒駆動装置
サ　　ポ　　一　，ト

検　　　出　　　器

技　　術　　調　　査　　項　　目

型式、出力、回転数、発電機の容量、電圧、台数

台数、小分類、所属システム、型式、構造、伝熱面積

台数、常時運転台数、所属システム、型式（1）②、軸シール方式、

駆動方式、流体、揚程、流量

出力、電圧、台数

出力

弁番号、台数、所属システム、機能、型式、駆動方式、口径、

圧力、温度

駆動方式

容量、電圧、回転数、モーターの出力、電圧、台数

セル数、系統電圧、充電器型式、充電器台数

台数、常時運転台数、所属システム、型式、構造、容量、モー

ターの容量、電圧

台数、消孤媒体、電圧、遮断電流

型式、本数

容量、本数

計器番号、個数、測定対象の所属システム、測定対象と型式、

利用方法

注：略称、名称、メーカーは全機器共通
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図2－3－4　NOTEPADシステムの構成
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同一機器の検索が極めて容易となっている。

　機器の不具合に関しては、当面電気事業

法および原子炉等規制法等により通商産業

省に報告されたものを入力として使用し、

各ユニット同一の表現となるような入力デ

ータの記入方法の検討・機器の信頼度を適

切に表現し得る出力方式の検討を進めてい

る。　　　　　　　　　　　（宮岡貞隆）

　H．米国原子力情報の収集

　米国では、スリーマイルアイランド発電

所2号機（TMI　2）での事故の総括的検討、

異常事象の系統的見直しをはじめとする原

子力安全性に関する諸問題の研究を進める

ため、54年4月にNSAC（Nuclear　Safety

Analysis　Center）を設立した。

　NSACでは、その活動の一環として、

原子力発電所での事故故障に関する情報あ

るいは運転・保守に伴う技術的問題に関す

る情報を、直接各電力会社から収集し、情

報交換を行なうために、計算機と電話回線

を組み合せた情報交換システムーNOTE－

PAD一を作った。

　当所は55年12月に我が国電気事業者の代

表としてNSACと契約を結び、56年2月

より米国内の計算機システムから国際電信

電話会社（KDD）の回線を経由して、　NO－

TEPAD情報を当所の端末装置にて直接

入手できる体制を整えた。

　図2－3－4に示すように米国内の各電力会

社は、TYMNETという公衆データ通信回

線網を利用して、原子力発電所の運転・保

守に関する情報をNOTEPADシステムに

入力し、各社間の情報交換に利用している。

情報内容は、米国内の原子力発電所で発生

した故障や運転時に経験した各種情報ある

いは原子力発電に関する会合情報など多種

多様である。これらの各種情報の入力は、

参加各社の任意となっている。

　なお、現在、米国以外の参加国は、日本、

カナダ、スウェーデン、フランス、イタリ

アおよび台湾などである。　　（福本弘）

　皿．米国事故情報の

　　　自動検索・集計システム

　米国の各電力会社は米国原子力委員会

（NRC）に原子力発電所で発生した事故の

情報（Licensee　Event　Report，　LER）
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を報告することが義務づけられている。

　国立オークリッジ研究所（Oak　Ridge

National　Laboratory）にある原子力安

全情報センター（Nuclear　Safety　Infor－

mation　Center，　NSIC）では、このLE：R

情報を再編集し、カテゴリー分類、キーワ

ード分類等を行なった上で、事故情報のデ

ータベースを作成している。

　当所はこのデータベースに入れられる情

報を定期的に磁気テープで入手し、前記

NSACとは別に米国事故情報のデ」タベ

ースを当所の計算機システムに作成してい

る。現在当所のデータベースには、昭和52

年1月より昭和56年5月までにNSICに登

録された約15，000件のデータが収められて

いる。又このデータを用い、原子力機器の

故障件数、故障の傾向などを検討するため、

当所は、既存の情報検索用プログラムFAI

RS－1をもとに、故障情報検索および故

障集計用プログラム（FAIRS一α）を開発

した。

　NSICではLERで報告された故障状況

と原因を100語以内のアブストラクトとし

て短縮記述するとともに、表2－3－2のよう

に項目を整理して、データベースに入れる

表2－3－2　NSICのLER再編集項目

データを作成している。

　NSICの再編集の大きい特徴は状況、原

因、故障機器名などの理解を早めるために

付けたキーワードの細かさと、R＆Dへの

反映を考慮した22種類のカテゴリー分類を

行なっていることである。またキーワード

も報告の内容に示すためにかなり細かく、

1報告に10個位つけられており、キーワー

ド数は全部で1，200以上に及んでいる。

　当所では、このNSICの再編集したデー

タを当所大型計算機のデータベースに収め

るとともに、表2－3－2に示した項目で、各

種の検索・集計が行なえるようにプログラ

ムを整備している。この場合アブストラク

ト中より事故発生年月日、原子炉圧力、

原因のみの検索も可能としている。更に

キーワードを表2－3－3の13の項目に分類

し、その分類を指定する事により、分類内

に含まれるキーワード別に、件数比率が数

が多い順に示されるようにした。この機能

を用いて、故障発生の発電所別、システム

払出の集計を容易に行なう事が出来る。

　当所では、このデータベースとFAIRS

一αを用い、原子力機器の故障件数、故障

の傾向を検討するとともに、電力会社から

〈XXXX＞一…一・
〈ACC－NO＞・……

〈DATE＞一………
〈CORPCODE＞・・
〈COUNTRY＞…・・

〈CATEGURY＞…
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…・…走ｼ
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表2－3－3　キーワードの分類

1

2

3

4

5

発電所

シスデム

コンポーネント

部品

原因一1

引

71
81

9！

1・｝

原因一2（文書関係）

作動流体　　　　　　　12

故障モード

発見法（含解析）

発見時期

1

1111
　　E

材料

環境

13iその他

の要請に答えて、過去に起きた同種機器の

同種の故障例の検索、特定の発電所の故障

傾向の分析等の検索・集計を行なっている。

　　　　　　　　　　　　　（松村哲夫）

　IV．原子力発電所事故情報等

　　　収集処理システムの開発

　当所は昭和55年度より、通商産業省から

の委託により、以下のような目的で原子力

発電所の事故情報等収集処理システムの開

発を進めている。

1．わが国の電気事業者より通商産業省に報

　告される事故・故障および機器設計仕様

　に関するデータを計算機システムに分類

　保管するデータ・バンク・システムを開

　発する。

2．計算機システムに保管されたデータから

　日本語を使用した分類項目とキーワード

　により必要な情報を検索し、また必要に

　応じてそれらを分類集計する計算機プロ

　グラムを開発する。

現在開発しているシステムの特長は以下の

通りである。

1．TSS方式で処理を行なう。

2．日本語（カナ漢字）で入出力処理を行なう。

3．通商産業省に報告された発生事象の記述

　情報をそのまま計算機に蓄積し、検索の

　結果として原報告書を再びそのままの形

　で出力する。

4．原報告書の分類・検索を容易にするため

　いくつかのキーワードを原報告書に付け

　る。このためのキーワードは別に作成さ

　れる原子力用語辞書を用いて半自動的に

　抽出される。

5．例えば、’原子炉冷却材ポンプ”や気RCP”

　など、報告書類に記載されたキーワード

　の内、同義語は原子力用語辞書に同一の

　ものとして登録される。

6．この辞書を参照することによって信頼性

　に関する各種の分類・集計を行ない、そ

　の結果を表又は棒グラフの形で出力する。

　　　　　　　　　　　　（西山琢也）●
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　　　　　　　　　　担当●土木技術研究所地盤耐震部　部長桜井彰雄

2－4－1　緒論と結論

　原子力立地拡大技術は、電気事業におけ

る技術的基盤の一つをなすものである。当

所は、その長年にわたる地質。地盤の調査・

試験に関する資料と知見の蓄積、材料試験・

構造解析・模型実験に関する高い技術力を

結集・総合化することにより、その技術的

基盤の整備、集大成、を図ることが要請さ

れているものと考える。

　この要請に対し、当所では必要な研究活

動を「原子力立地拡大技術」を大型総合研

究に位置付け、プロジェクト研究として加

速的に研究を進め、電気事業の期待に応え

うるよう努めている。その目標は、当面3

ケ年を目途に、表2－4－1の通りである。

研究課題：1）原子力発電所地盤の耐震性

　本研究は、在来地盤立地における地盤等

の耐震性評価手法の確立を図り、原子力発

電所の立地対策に寄与しようとするもので

あり、電気事業、および通省産業面の要請

による電力共通研究の内容を、当所の構想

に包含して実施するものである。

研究課題：2）原子力新立地技術

　本研究は、前記1）の成果を基盤とし、

それを発展させることにより、新立地技術

の技術的な基盤を整備することを目標とし

電気事業が当面する立地難の緩和に寄与し

ようとするものである。

　すでに述べたように、当所には30年にわ

たる調査・試験・解析に関する技術がある。

課題は、これをいかに総合化し、発展させ

るかにあり、またその成果をいかにして電

気事業の展開の中に役立たしめるかにある。

　研究課題＝1）原子力発電所地盤の耐震

性は、正に既往技術の総合化により地盤等

の耐震性評価手法の標準化を計ることにあ

り、それが安全審査等行政に反映されるこ

とが望まれる。このため、研究成果は電力

共通研究の場である「地盤評価研究会」を

通じて電力各社の業務に反映されていると

共に、通商産業省の要請により設置された

土木学会原子力土木委員会地盤部会への委

員参加、資料提供等を通じ行政に反映され

ている。

　研究課題＝2）原子力新立地技術は、国

および電気事業の動向をふまえ、当面、地下

立地・第四紀地盤立地を志向することとし

ている。地下立地に関しては、地下式水力

発電所の建設経験があり、それは直ちに原

子力地下立地に適用可能である。砂礫地盤

等の第四紀地盤立地については、火力発電

所の建設経験をもってしても、我が国にお

ける耐震設計条件の厳しさからすれば、建

屋形式等から抜本的に検討する必要がある。

　いずれにせよ、新立地方式の研究は、研

究課題1）の成果をふまえて展開されるも

のである。このため、前記「地盤評価研究

会」の下に「地下立地分科会」、「第四紀地

盤分科会」を設置し、研究の効率化と電気

事業への直接的な反映を図りながら研究の

展開を計っている。　　　　　（桜井彰雄）

2－4－2カ所における原子力発
　　　　電所の耐震研究の概要

　当所における地質・地盤の調査・試験の

永年にわたる知見は、学会等を通じ基準化

に活用されている。この知見は原子力時代

表2－4－1　プロジェクトの内容

1）

原子力発電所

地盤の耐震性

　　　　研　究　課　題
一斗一

i

l

i）地盤等の耐震性評価手法

の標準化

研 究 内 容

原子炉建屋基礎地盤。周辺斜面・重要土木構造物の耐震性評価手法の標準化

2）

原子力新立地技術

　ii）地質・地盤の調査・試験　　断層活動性・地震活動性・一般地質構造の調査法の標準化、地盤の調査・
　　法の標準化　　　　　　　　1試験法の標準化

　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　
iii）地下立地の耐震設計手法…立地条件・立地菰齪事故時安全性瓢地質・地盤調査法堀削時

　　　　　　　　　　　　　　　安定性評価、地震時安定性評価、地下発電所の地震観測
　　　　一＿一一一一一一一一一・『・⊥

iiv）第四紀地盤立地の成立条　i立地条件’立地点調査・構造形式の検討・長期安定性評価・地震時安定性

　　　　　　　　　　　　　　1評価、大型基礎構造物の静的・動的挙動計測による実証、類似構造物の地
1　件　　　　　　　　　　　　　　　震観測
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にも生かされ、我が国すべての原子力サイ

トの調査に浸透しているといっても過言で

はない（表2－4－2）。このように当所の研究

は実務と結びつき、そこから滋養を吸収す

ることで発展してきたといえる。原子力発

電所の耐震性についても、耐震性の実証を

基に据え、電力各社との協調のもとに研究

活動の展開を図ってきたものである。

　昭和40年8月3日長野県松代地方に群発

した松代地震は、42年3月31日までに653，908

回の発生を見、これを天然の振動台とみな

なせば千載一遇の実験場であった。当所

ではこれに着目し、東京電力・中部電力と

共同して、中部電力北信変電所構内において

幾多の電力施設の耐震研究を実施した。そ

の成果は、原子力時代と結びつき、後に述

べる研究へと発展していった。なお、この

ように迅速に研究体制が組めたのは電気事

業界だけであった。

　この研究を契機に当所は電気事業の理解

を得、昭和45年大型油圧加振実験設備の完

成を見た。これはコンピューター制御の大

型振動台として、当時世界規模を誇ったも

のである。このような歴史を踏まえて展開

されてきた当所の原子力発電所の二、三に

ついて、以下に述べる。

　1．断層活動性評価

　原子力発電所の地質調査は、一般地質構

造調査、断層活動性調査に大別できる。前

者に基づく当所の判断は、サイト決定、炉

心位置決定に役立っており、特に、安全審査

における当所の地質鑑定は信頼性の高いも

のと評価されている。後者においてもそ

の鑑定は高く評価されているが、それを支

えるため独自の研究を展開している。

　伊方1号機の裁判において、原告側は日

本における最大の活断層である中央構造線

は伊方サイトの直前面海底面にあり、かつ

活動性がきわめて高いと主張した。ちなみ

に、活断層とは人類発生の頃、すなわち180

万年以降活動した断層のことである。

　当所は音波探査技術を適用し、直前面海

底には断層が存在しないこと、断層運動に

よって地層が切断されていないことから断

層の活動性はないことを明らかにした（断

層上載地層法）。さらに地上部分については、

中央構造線とその他多くの断層を詳細に調

査し、これが一挙に活動するとする主張に

対し、実証資料をもって反論した。

　断層の活動性は、川がクランク状に折れ

曲がっているなどの地形判読から指摘され

ることが多い。これに対し、当所では断層

の分布・連続・露頭の性状から、断層の長

さ、活動性の差によって区分けし得ること

を、中央構造線などについて実証した（図

2－4－1）。地形判読の手法は、陸上の断層に

ついては必ずしも成功しない。それは、日

本では降雨が多いため、断層を覆う上部の

地層が洗い流され、変位した年代と地形が

失われてしまうからである。しかし、逆に

断層が直接観察できることから、当所では

断層の中の粘土鉱物に着目し、普遍的に存

在する石英粒子の表面形状の状態による年

代測定法を開発した。図2－4－2は、地震直

後の状態に相当する石英粒子表面の電子顕

微鏡写真、図2－4－3は、長い地質年代（中新

世以前：哺乳類の発達の頃から）のうちに

表面が溶蝕された状態を示す。

図2－4－1　中央構造線の活動状況

　　　凶麟》》り闇

“

♂●隣一

　ゆ“rww》w
《

　　　　　　地形より判読された中央構造線の

　　　　　　活断層の分布

　　　　　　断層露頭より確認した中央構造線

　　　　　　の断層の分布

V》1》》》同上、第四紀に活動した断層
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表2－4－2　当所が実施・協力した原子力サイトの調査・試験・研究の概要（1）

電力会社 サ　　イ　　ト 地　質　調　査 地　震　調　査 岩　　盤　　試　　験

北海道電力 共和・泊 広域、敷地内、海底 静的、動的、高圧振動三軸

女川 広域、敷地内 観測

@　　　　　一　．　一　「　　一　　　　一　　　一　　　　　　冒　　．　　　　　一　　　一　一　「　　．

静的、動的

東北電力 巻
広域、敷地内、海底 静的、動的

（東京電力） 下北 広域、敷地内、特定断層、海底 観測、データ解析 静的、動的

浪江・小高 観測

福島　　第　　1 敷地内 静的、動的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　一

第　　2 観測、データ解析
@　　　　　一　　一　　　　一　一　　』　　　　　一　一　一　・　　　　」　一　　　　　　　　　　　　一　　一　　　　　　一　　　　　一　　　一　　　　一

広域、敷地内、特定断層、 歴史地震、設計、地震入力 静的、動的、地圧
柏崎・刈羽

海底 策定（断層モデル）

東京電力

諱@　1

第2、5
斜面の地盤調査

浜岡
設計用地震入力策定（断層

cfル）

高圧振動三軸

中部電力
第　　1 敷地内 静的、動的

一　　一　　一　　一　　一　　　　　”　　一　　　　　　　　｝　　一　　一　　曽　　　　　　　　胃　　一　　　　　噂　　｝　　F　　〒　　一　　　　　F 　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　，

第　　2 敷地内 静的、動的、地圧

第　　3 広域、敷地内、特定断層 動的、地圧

北陸 広域、敷地内

北陸電力
二三 歴史地震、観測

美浜 静的、動的

諱@　1 ~地内

＿　　　．．　　　凶　　　一　　　一　　　　匿　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　，　　　L．　　　＿　　　－　　　一　　　幽　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　一　　　一　　　一　　　P　　　一　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　皿　　　一　　　一　　　　　　　　　　　．　　　一　　　一　　　一　　　一

ﾎ　　　一　　　｝　　　一　　　r　　　一　　　　．　　　一　　　山　　　一　　　一　　　，　　　一　　　－．　　　一　　　・r　　＿　　　r一　　＿　　　－　　　一　　　　．　　一　　　一　　　7　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　醒　　　一　　　一　　　　　　　一　　　一　　　　　　　　－　　　　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一

第　　2 敷地内
＿　　　一　　　r　　　r　　　r一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　一　　　．　　　＿　　　＿　　　＿　　　－　　　冒　　　－　　　7　　　－　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　．　　　一　　　π　　　　　　　罰　　　『　　　一　　　一　　　L　　　一　　　．　　　『　　　一　　　一　　　一

第　　3 敷地内 動的
一　　L　　r　　h　　＿　　　一　一　　一　　一｝

関西電力
高浜 設計用地震入力策定

＿　　　　　　　r　　　－　　　r　　　一　　　一　　　　　　　＿　　　一　　　　．　　　．　　　一　　　一　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　　一　　　　　　　■　　　」　　　｝　　　　　　　一　　　一　　　　　　　国　　　π　　　一　　　　」　　　一　　　一　　　置　　　　　　　．　　　一　　　一　　　．

第　　1 敷地内 静的、動的
脚　　　　　　一　　　一　　　　　　P　　　　　　闇　　　＿　　m　　　一　　＿　　　r　　　．　　r　　　．　　一　　一　　　　　　．　　　一　　　．　　一　　一　　　一　　　．　　　一　　r　　　r　　T　　　　　　一　　一　　　一　　　齢　　一　　　一　　　一　　　　　　一　　　　　　　一　　一　　　一　　7　　・

第　　2 敷地内 静的、動的
　　　　　　　　　　　　　一L　　　一　　　　　　L　　　　　　　　　　一　　　　一　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　r　　　　　一　　　　　　．　　　　　　　　　　冒　　　　一　　　　　　　　　　一　　　　　一　　　　．黶@　　　　T　　一　　－．　一　　一　　一　　〒　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一　　山　　一　　」　　　　凹　　冒

第3、4 広域、敷地内、海底 静的、動的
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地盤等の耐震性評価 構造物の耐震実証他

コンクリートブロック起振

．一一．一　一　　　．一　一一一一　一一一一一一一一　　」　一　　　一　　．一　　一．　一一一　一　　一　　一一　一　　　・一一〒「一一　一一　一　．一一一　　　　　　　　　　　一一」L一．．　－・．■一一一　　　一一一一．一皿一

蛹^振動三軸（埋め戻し土）、静的・動的三軸（凝灰岩）、予備的

n盤安定解析（静的）、不撹乱試料採取（砂地盤）と液状化試験

不均質地盤の静的解析

蛹^振動三軸（盛土斜面材）、’室内クリープ試験（泥岩）

マットコンクリート起振
C　　　幽「　　＿　　　一　　　＿　　　r　　　＿　　　一　　　r　　　rr　　　　　　　　　　　　　　　　r　　一　　　」．　　　L　　　．　　　一　　　一　　　r　　　一　　　・　　　一　　　　r　　醐　　　　　　　r　　　r　　　－　　　　一　　　．　　　一　　　一　　　　　　　一　　　甲　　　　「　　　．　　一　　　一　　　」　　　皿　　　・　　　　．　　　一　　　皿　　　一　　　一　　　　　　　　　　　一　　　一　　　一　　　P　　　　　　　一　　　一　　　幽　　　皿　　　・　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　－　　　一　　　P　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一

ｴ子炉建屋起振

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　．　皿　　　　　　　　皿　　　　　　曽　　　　　　　　一　一

ﾘ土・盛土斜面の耐震安定性、大型振動三軸、取水路立坑模

^振動実験、盛土斜面模型実験、模型材料実験

Nリープ試験、基礎岩盤安定解析、静的・動的物性評価、斜

ﾊの安定解析（静的）、砂地盤の液状化（密な砂地盤の振動台

ﾀ験）

齊ｲ・三軸・クリープ試験、切土斜面安定解析、斜面模型実

ｱ、建屋基礎地盤の安定解析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　一　〒　　一　　＿　一一一　　一　　一　一　7　　一　　一一　一　一　一　■　　『一　．冒　四　「　「謄

謳?路の耐震性

黶@　　r　　　幽　　　一r　　一　　　一　　　幽　　　一　　　一　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　幽　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　＿　　　＿　　　　．　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　一　　　一　　　．　　　’　　　一　　　一　　　一　　　．　　　　　　　一　　　・　　　L一　　　幽」　　・　　　｝　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　「■　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　罰　　　一

ﾎ面の挙動観測、取水路構造物の模型振動実験、地中構造物と地盤の連成振動数

l解析

c原位置試験数値解析、砂丘の動的解析

@海水取水塔・トンネル・海水管の耐震検討．　　　一　　　山　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　一　　　幽　　　　．　　　一　　　＿　　　一　　　，　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一」　　一　　　凶　　　一　　　一　　　一　　　　　　　山　　　　」　　＿　　　一　　　　一　　　一　　　　一　　　．．　　　一　　　一　　　r　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　一　　　r　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　一　　　一　　　曾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　■　　　一　　　一　　　」　　　一　　　　「　　『　　　．．　　　響　　　冒

@原子炉建屋起振実験

L．一＿＿＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　超高圧パンタ型断路器

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　一　　　r　　　一　　　　　　　一　　　　．　　　7　　　　－　　　一　　　　　　　一　　　一　　　＿　　　＿　　　一　　　7　　　π　　　一　　　一　　　＿　　　一　　　r　　　一　　　一　　　’　　　一　　　一　　　r　　　一　　　一　　　’　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　冨　　　　r　　－　　　　　　　　　　　　　　　了　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一i　　　－　　　一　　　　幽　　一　　　n　　　一　　　皿　　　冒　　　”　　　罰　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　．　　　一　　　胃

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　．　　　　　　一　　　　　　　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　■　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ■　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　　r　　　　r　　　　　　冒　　　　r　　　　－　　　　r　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　r　　　　〔　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　冒　　　　一　　　　一　　　　7　　　　嘩　　　　　　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　　－　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　曽　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　「　　　　　一　　　　－　　　　　　－　　　　π　　　　一　　　　一

ﾎ面振動実験、耐震安定性

C水取水路の耐震性

Rンクリートブロック起振
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表2－4－2　当所が実施・協力した原子力サイトの調査・試験・研究の概要（2）

電力会社 サ　　イ　　ト 地　質　調　査 地　震　調　査 岩　　盤　　試　　験

大飯 静的、動的

関西電力 謔P、2 ~地内 動的

第3、4 動的

島根 　　　　　　　　　　　観測

第　　1 敷地内 静的

中国電力

第　　2
広域、敷地内、特定断層、

C底

設計用地震入力特定（断層

cfル）

静的、動的、爆破振動

伊方 諱D一一・1一 静的、動的、地圧

四国電力
第　　2

広域、敷地内、特定断層、

C底

静的、動的、地圧、爆破振動

川内 設計用地震入力策定 振動三軸（破砕帯材料）
r　　　炉　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　－一　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　　　　　　　　　一　　　＿　　　一　　　冑　　　一　　　一　　　一　　　一　　　」一　　　一　　　一　　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　－　　　“　　　F　　　一　　　「一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　一　　　噌　　　一

第　　1
広域、敷地内、海底 静的、動的、地圧

第　　2
広域、敷地内、特定断層、

C底

静的、動的、地圧

九州電力 玄海 静的、動的、高圧振動三軸、振動三軸（破砕帯材料）

諱@　1 ~地内
Q　　　＿　　　＿　　　＿　　　■　　　＿　　　匿　　　丁　　　一　　　一　　　一　　　一　　　P　　　　　　　　　　　一　　　一　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　丁　　　一　　　－　　　　　　　－　　　　　　　π　　　一　　　一　　　一　　　一　　　．・　　一　　　　　　　一　　　F　　　・一　　　一　　　F　　　一　　　一　　　一　　　　

第　　2 敷地内

第3、4
広域、敷地内、特定断層、

C底

爆破振動

敦賀
設計用地震入力策定（断層

cfル）

原　　　　電

第　　1@　　　　敷地内

r　　　　．　　　　　　　一　　　r　　　　　　　r　　　r　　　＿　　　．　　　π　　　．　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　「．　　　一　　　一　　　一・　　＿　　　一　　　一　　　＿　　　一　　　＿　　　7　　　－　　　7　　　7　　　一　　　一　　　一　　　幽　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　〒　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　一　　　　　　　一　　　一　　　一　　　醒　　　一　　　一

@　　　　　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　r　－　　　　＿　　　　＿　　　　一　　　　＿　　　　一　　　　　r　　　　噌　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　胃　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　幽幽　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　■　　　　　一　　　　｝　　　　一

第　　2
広域、敷地内、特定断層、

C底

静的、動的

穴C　　第　　2

’　　　一　一　　罰

敦賀ATR 敷地内 動的
一　一　一　　‘　「　　　一　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　一　一　・　　一　』　■　　　　一　　一　一　「　「　　　一　『　　一　『 一　一　　一　　一　　　　　　　　・　一　一　　一　　一　　　　・

動　　　　燃
白木

広域、敷地内、特定断層、

C底

地震観測 静的、動的

原子力工学

詞ｱセンター
多度津大型振動台

敷地内 地震観測 静的、動的
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地盤等の耐震性評価 構造物の耐震実証他

F　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　＿　　r噛　　一　　炉．　　．　　　．　　一　　一　　　一　　F　　　一　　　一　　一　　一　　　一　　　一　　　r　　F　　　’　　P　　一　　　■　　「馳　　n　　　　　　胃　　　一　　一　　　　　　一　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　H　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　　一
　　　　　　　　　　　　　　＿　　＿　　＿　　一　　一　　＿　　＿　　曽　　＿　　　－　　＿　　＿　　　＿　　＿　　＿　　　冒　　　憎　　辱　　一　　一　　一　　　－　　．・　　一　　一　　噛　　　内　　一　　一　　一　　一　　皿　　■　　　一　　　　　『　　噌　　一　　　一　　　一　　凹　　　冒　　．　　　7　　　．．　　一Q　　　一　　　＿　　　一　　　＿　　　r　　　“　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　嗣　　　一　　　，　　　一　　　噂　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　，　　　，　　　一　　　一

格納施設起振実験
圏　　　．　　一　　　　　　　　　　　　　．　　一　　　凶　　　＿　　＿　　＿　　　一　　　＿　　＿　　　・　　一　　r　　　－　　＿　　一　　P　　＿　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　　一　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　h　　幣　　｝　　，　　一　　　　　一　　　　　一　　曽　　冒　　　曽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　一　　　　　噂　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　．●　　　　一　　　　r　　　　　r　　　　r　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　團　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　7　　　　一　　　　一|　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　騨　　噌　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　”　　曹　　　一　　　冒　　，　　　　　一　　　一　　　一　　一　　　一　　　　　一　　一　　　一　　　　　一　　　　　　　　“　　　一　　噌　　一　　’　　　一　　一　　　一

一　　＿　　　＿　　　　　　．　　　魑　　　一　　　冒　　＿　　一　　＿　　　一　　　＿　　＿　　　＿　　一　　　冒　　　r　　　一　　　一　　　一　　一　　　一　　一　　　一　　　一　　　‘　　　一　　　一　　　一　　”　　閣　　　一　　一　　一　　F　　　　　一　　　　　　　　　　　騎　　　一　　一　　一　　一　　　一　　　　　一　　鯛　　一　　一　　　　　弊　　一　　，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　　　－　　一　　　曽　　　r　　　＿　　　｝　　　r　　　F　　　＿　　　冒し　　＿　　　＿　　　＿　　　＿　　　一　　　曽　　　｝　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　8　　　一　　　，　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　－　　　一　　　．　　　嘗　　　暫　　　需黶@　　＿　　　＿　　　一　　　＿　　　＿　　　噂　　　一　　　｝　　　一　　　r　　　一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　一　　　一　　　曽　　　暫　　　h　　　一　　　一　　　■　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　腕　　　噛　　　一　　　｝　　　一　　　一　　　一　　　■

斜面の安定解析、実測、取水管の応力解析 原子炉建屋起振実験、取水路の耐振性
｝　　　　　　　－　　　　　　　　　一　　　’　　　一　　　1　　－　　r　　i一　　一　　一　　一　　　一　　　一　　　－　　一　　　旧　　一　　一　　　一　　一　　一　　　，　　　一　　r　　噌　　一　　一　　一　　一　　｝　　一　　一　　『　　｝　　『　　　｝　　闇　　一　　　一　　　一　　一　　　一　　　一　　一　　曽　　一　　　，　　一　　一　　一　　一　　一

＿　　＿　　曹　　P　　軒　　＿　　辱　　＿　　一　　＿　　＿　　一　　＿　　F　　r　　＿　　鴨　　＿　　｝　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　曹　　一　　曽　　一　　一　　，　　一　　一　　曹　　，　　一　　・　　F　　r　　P　　一　　一　　　　　　　　皿　　冒　　　　　嘘　　炉　　り　　　　一　　一　　’－　｝　　　　『　　噌　　弾　　　　　”　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　『　　『　　｝　　曽　　一　　｝

斜面の安定解析、実測、基礎の断層処理解析、大型振動三軸 コンクリートブロック起振実験

（盛土斜面材）、静的・動的三軸、盛土斜面動的解析

斜面の安定解析、実測、断層処理 外周コンクリート壁・原子炉格納施設内部コンクリート・補助建屋起振実験
謄　　r　　－　　　7　　＿　　　　　＿　　一　　＿　　一　　＿　　一　　r．　　一　　一　　＿　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　辱　　　　　，　　一　　一　　一　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　噛　　　一　　悼　　｝　　『　　ロ　　一　　四　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　　　　　　旧　　一　　一

r　　一　　＿　　＿　　一　　＿　＿　　＿　　＿　　＿　＿　＿　　＿　＿　　膚　　＿　　＿　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　，　　一　　一　一　　一　　一　　一　一　　一　r　　雫　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　．一　一　　一　F　一　　．　ヒ　一　一　　n　■「　－　　r　一　　一　　一　　囮　　』　一　　一　　一　　”　｝　　－　　　　－　一　　■　　　　「　一　　噂　齢

斜面の安定解析、実測、断層処理 外周コンクリート壁・原子炉格納施設内部コンクリート・補助建屋起振実験

動土圧、取水ピット模型振動実験
＿　　一　　＿　　＿　　．　　一　　＿　　曽　　＿　　＿　　－、　＿　　＿　　雫　　｝　　一　　｝　　一　　P　　一　　一　　．　　　　曽　　・　”　　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一・　一　　一一　一　　一　　一．　一　　’　　凹　　一　　一　　置　　一　　一　　，　　一　　’　一　　層　　一　　暫　　一　　皿

謄　　＿　　＿　　一　　＿　　＿　　r　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　r．　，　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　＿　　＿　　r　　噛　吋　　F　　一　　一　　一　　一　一　・匿　一　　一　　一　　F　　臼　　一　　・　一　一　　一　　曹　　一　応　　一　　曹　　’　一　　一　　曲　　一　一　　一　　一　，　　一　　一　　一　一　　一　　一　一　　一　　幽　一　　曲　　一　一　　一　　一　　n　困　　謄　　一

建屋基礎地盤の安定解析、静的・動的三軸（取水設備周辺原

n盤）
黶@　　r　　r　　一　　曽　　■」　　＿　　　＿　　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　＿　　　一　　＿　　＿　　r一　　一　　＿　　，　　　一　　一　　　，　　一　　　一　　一　　　．　　r　　　n　　　一　　　臼　　一　　一　　一　　一　　　一　　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　　　一　　一　　F　　　一

屋外海水管ダクト耐震検討、コンクリートブロック起振実験

@　　　　　　　　　　　　　　　■　　　＿　　　＿　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　り　　　＿　　　一　　　F　　　＿　　　＿　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　　　　　F　　　一　　　一　　　噂　　　．．　　n　　　冒　　　一　　　一　　　　　　　一　　　丁　　　一　　　一　　　　－　　　一　　　7　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一黶@　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　学　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　幽　　　曽　　　”　　　謄　　　n　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　舳　　　噛　　　一　　　一　　　皿　　　一

建屋基礎地盤の安定解析、動的三軸（破砕帯材料） 屋外海水管ダクト地震時安定性

齢　　．　　　一　　　一　　h　　一　　＿　　　　　　　．　　一　　　一　　＿　　　一　　　’　　一　　一　　　一　　　一　　一　　一　　　一　　　一　　　一　　一　　一　　　一　　　胃　　，　　一　　　’　　　・　　皿　　　一　　　一　　　一　　　n　　　一　　臼　　一　　　一　　一　　　P　　　一　　一　　　一　　　　　皿　　　胃　　一　　　一　　　「．　　一　　一　　一　　　一　　一
　　　　　　　　　　　＿　　　＿　　＿　　　一　　噌　　　一　　　一　　＿　　＿　　＿　　，．　　＿　　π　　　r　　．　　　一　　一　　　一　　　一　　　一　　一　　－・　　一　　　丁　　胃　　　臼　　　馳　　卿　　　一　　一　　　一　　皿　　一　　　一　　　－　　　一　　　曽　　一　　　一　　一　　　－　　一　　　一　　皿　　　　　　　　一　　　．　　　一　　一　　一

海水取水路の耐震性
曽　　＿　　＿　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　－　　＿　　＿　　　一　　　一　　＿　　r　　　＿　　＿　　　π　　一　　　＿　　＿　　　一　　　一　　　一　　　一　　目　　　r　　一　　　一　　　一　　，　　　一　　　一　　　一　　」幽　　一　　一　　　　　一　　　冒　　一　　停　　一　　騨　　．．　　一　　　　　　一　　　　　　一　　，　　　噂　　F　　曾　　一

＿　　＿　　＿　＿　　＿　　＿　智　　＿　　P　＿　　＿　＿　　＿　＿　　＿　＿　　一　　＿　　＿　　一　F　　＿　　＿　　＿　＿　　＿　＿　　＿　＿　　＿　一　　一　　一　　一　　一　一　　一　　一　一　　・・　，　・　　一　一　　■　　－　　　　　一　一　　』　　一　一　　一　　－　一　　『　　圃　　一　　一　一　　，　一　　一　一　　一　　一　　〒　　一　　旧　　一　　一　　一　　’　　一

外周コンクリート壁・内部コンクリート起振
，　　一　　　r　　　一　　　　　　＿　　一　　　r　　　7　　－　　　7　　幽　　　r　　　－　　　r　　　，　　　一　　一　　r　　一　　　一　　　一　　　旧　　一　　一　　一　　一　　P　　一　　　一　　　幽一　　一　　一　　　一　　　一　　謄　　　　　　一　　一　　』　　一　　一　　』　　一　　　　　一　　一　　雫　　層　　　　　一　　一　　一　　　　　一　　　

　　　　　　　　　　　　一　　一　　一　　　＿　　一　　　＿　　＿　　　＿　　＿　　　一　　r　　　P　　　一　　一　　　一　　＿　　一　　　＿　　r　　＿　　　一　　　一　　一　　＿　　一　　　一　　　－　　匿r　　r　　　齢　　一　　一　　ド　　一　　一　　　一　　．．　　　　　一　　　一　　　了　　一　　一　　　一　　　匿　　一　　『　　一　　曽

P　　　　　　　　　一　　　　　　一　　　一　　　幽　　一　　　＿　　　．　　　＿　　＿　　　　　　．　　一　　＿　　r　　　7　　　　　　一　　一　　一　　　一　　　．　　一　　一　　一　　一　　一　　　r　　　一　　　一　　　一　　　一　　一　　　一　　　一　　一　　一　　　一　　　一　　　噌　　　一　　　P　　　一　　邑　　　一　　馳．　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　一
＿　　＿　　一　　一　　一　　＿　　＿　　一　　一　　＿　　＿　　＿　　一　　＿　　一　　＿　　＿　　F　　酵　　r　一　　　　　　　　　　．　＿　　一　　＿　　＿　　＿　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一　　一　　P　　－　　－　一　一　　一　　一　　一　　P　　一　　一　　「　山　　一　　r　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　皿　　r　　『　　一　　一　　一　　一　　一

一　　　一　　　一　　一　　　．　　　嗣　　　一　　　一　　　＿　　＿　　　一　　　一　　＿　　　一　　　一　　　＿　　一　　　＿　　＿　　＿　　　一　　　一　　一　　　一　　　＿　　一　　　＿　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　　一　　　一　　一　　，　　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　一　　　　　　噛　　一　　　，　　一　　　一　　　■　　－　　　■ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　＿　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　－　　　　　　r　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　F　　　　一　　　　，Q　　＿　　7　　－　　r　　＿　　一　　一．　＿　　＿　　＿　　一　　．　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　噌　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　T　　T　　一　　一　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　π　　〒　　一　　一　　　　　．

一軸・三軸、斜面安定解析、実測

一　一　　一　－　　」　　　　　一　．　．　一　一　　一　一　　　一　　　　　　｝

原子炉建屋起振実験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
鼈鼈鼈黶@　一　一一一　　一．一　L　．　』　　一　　　．　㎜一

一　一　　L　　　一　　　一　　　　　　一

斜面の安定解析、炉心建屋基礎の安定性、大型振動三軸、静

的物性評価、炉心建屋基礎地盤の耐震安定性

3次元応答解析プログラムの開発（起振時、地震時） 実証データ取得のための地震観測、試運転時起振、施工時、土圧・沈下・応力の

v測

電研レビューNO．3憩53



図2－4・2　断層内石英粒子の表面構造（電子顕微鏡写真）
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　愛蟹

貝殻状（破砕直後）

図2－4－3　断層内石英粒子の表面構造（電子顕微鏡写真）

ダンゴ状（2，000万年以上の溶蝕を受けた状態）

図2－4－4　地震加速度と震源距離（当所提案方式）
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　H．地震活動性評価

　耐震工学で有名なエルセントロ強震記録

は、1940年の記録であるが、この記録の収

録はアメリカ土木学会に招へいされた初代

地震研究所長末広博士の講演（1933年）に示

唆される所が多いといわれている。濃尾地

震の経験から生れた有効な耐震設計法（佐

野博士の震度法）は関東地震で優秀さを実

証し、日本の耐震工学は世界を風靡したも

のの、その後の地道な研究を怠ったため、

水をあけられた感があった。

　戦後、日本でも強震計が配備されつつあ

るが、記録の不足を補うこともあってよく

使われる電磁式高感度地震計は、水力時代

の当所の開発に負う所が少なくない。最近

でも当所は地震計開発に力を注ぎ、6ケ月

連続記録可能の地震観測装置、ディジタル

式広帯域強震計の開発を進めている。

　最近の耐震工学では、岩盤上の地震動を

基準にして設計地震動を定めるようにして

おり、原子力の耐震設計審査指針もそのよ

うに定められている。しかしながら、日本

の地震計は、建物・軟弱地盤上に設置され

ている例が多いため、設計地震動の性質（大

きさ、周波数特性、継続時間）を定めるには

データー不足である。特に、活断層に結び

ついた近距離（震源域）の地震動については、

しかりである。このため、2年ごとに群発

地震が発生する伊豆半島を主体に、地震の

多発する大平洋岸に地震計を配置し、伊豆

大島近海地震（1978、M二7．0）などの記録

を得た。従来のデーター整理法は地震規模

（M）ごとに加速度と震源距離の関係で表わ

していたが、当所の研究を加味しその地域

が地震エネルギーを蓄える能力、および活

動した断層の長さを加えて整理するとバラ

ツキが少なくなり、また、この整理法による

結果は震源域での加速度の頭打ちを示す理

論の裏付けともなっていることが分った

（図か4－4）

　地震の起り方には、その地方のクセがあ

る。これを設計に採り入れることが原子力

の耐震設計安全審査指針で求められている

（地震地体構造論）。当所では、東京電力・

東北電力の協力を得て、東北大学とこれの

共同研究を実施している。この共同研究は

東北大学と、当所のデーターを交換するこ

とによって、東北地方の地震地体構造を明

らかにしょうとするものである。また、こ

のため既往の地震被害の歴史的資料、最近

の地震観測資料、活断層分布のデーターバ

ンクを完成させ、今後の分析に役立てられ

るようにした。

　田．原子力発電所構造物の耐震牲の実証

　戦前の耐震工学が被害の分析に立脚した

対症療法であったとすれば、戦後のそれは

電算機を用いた予防医学といえよう。そし

て、これを支えるのが先に述べた地震観測

であり、ここで述べる実験的手法であり、

後に述べる材料研究である。

　松代地震に際し、当所は電力各社に図り、

迅速な研究の展開を行なったが、その一つ

に原子炉建屋模型の起振実験・地震観測が

ある。三階建の模型を長野市に造り、自然・

人工地震で模型の性質を調べ、その目的

とする電算機の数値シミュレーションのた

めのモデル化手法の開発を行なったもので

ある。さらに、これと同等の模型を新しく

完成した大型振動台で起振し、激震時にも

耐えられるかどうかを研究した。

　戦後のように構造物が急速に大型化し、

その間に地震の洗礼を受けていない構造物

に対しては、その耐震性に不安が持たれる

のも無理からぬところである。

　このため、電気事業では世に先駆けて前

述した研究を進めたが、さらに、原子力発

電所の完成時に、人工地震（起振機）による

安全性の確認を行なうこととしている。当

所では、BWR型炉については、福島第二、

浜岡、島根、東海の各発電所、PWH型炉

については、大飯、伊方、玄海の発電所に

ついて耐震実証試験を実施した。この際、

電気事業の要請により、これら実証実験を

行なうため世界最大の能力（450トン）を持

つ起振機を用意した。

　伊方1号機では、原告に対抗するため、

四国電力と第三者機関である当所のみで耐

震実証試験を行なった。このため構造の建

設の各段階で実験を重ね、併せてモデル化

手法の高度化研究を行なった。この研究に

より、改良モデルの提案および不要構造部

分の指摘を行ない、この結果は玄海2号・

伊方2号の設計に生かされることとなった。

　原子力発電所のように大型・重量構造物

でも、波とか風とかにより、常時微振動を

行なっている。当所では上記起振実験の際

に、高感度地震計によりこの常時微動観測

を行なった。構造物は自分の固有の性質で

振れる性質があるから、これを分析するこ

とで起振実験の代りをすることができる。

表2－4－3は、大型構造物に対する起振実験

と常時微動観測の結果の比較であるが、よ

く合っていることに気付かれよう。当所で

は、すでに類以の構造物の起振実験結果が

あれば、高価な試験費を要する起振実験に

かえ、簡便・安価な常時微動観測で目的が

達せられるものと考えている。

　松代地震を利用した耐震研究では、地中

送電路（POFケーブル）の耐震研究が行な

われ、世界で始めてパイプラインの地震観

測に成功した。これに基づき地中構造物の

耐震設計に関する基本的な事柄が解明され、

設計理念として従来の耐震設計に代え、免

震設計を基本にすべきであることを提案し

た。これは、耐震設計が地震力に対し構造

体の抵抗力（断面力）で抵抗しようとする考

えに対し、構造物にたわみ性をもたせ、こ

れにより地震力を受け流そうとする考えで

ある。この考えは設計手法としては応答変

位法として石油パイプライン、LNG地下

タンク等の各種構造物の設計指針に組入

れられている。原子力発電所の非常用の補

機冷却海水取水路は、限界地震が起っても

取水機能が維持されなければならない重要

な施設であるが、松代地震により得られた

この設計法は、玄海・浜岡・高浜・川内・

柏崎刈羽・女川などの施設設計に生かされ

ている。

　その他、発電所内各種制御盤・開口部閉
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鎖用のコンクリートブロック壁（島根）、低

レベル廃棄物入りドラムの集合体（伊方、浜

岡）、排気筒（女川）、非常用ディーゼル発

電気、8×8燃料集合体などの耐震実証研究の

他、増設機基礎堀削時の発破振動の影響評

価（玄海、島根、伊方）などの研究を行なっ

てきている。

　IV．地盤等の耐震性評価

　原子力立地における争点として断層の活

動性評価の例を挙げたが、その他にも、地

上り地帯である（伊方）、活断層ではないが

原子炉建屋基礎岩盤中の断層が相対運動

する（伊方）、活摺曲地帯である（柏崎刈羽）、

等々敷地地盤等の耐震性に関する評価に

関して立場による認識の差異がみられ

る。

　原子炉建屋周辺斜面の降雨・地震に対す

る安定性評価は、これを現象面で把えれば、

正にフィルダムの設計そのものである。当

所ではフィルダム（新冠・高瀬・岩屋・喜

撰山・南原・稲村・大平・手取川など全国

26ケ所）における地震観測・起振実験・模

型振動実験・物性試験・数値解析の知見が

あり、さらに岩盤斜面については、高見・

玉原・池田の各発電所、豊前開閉所などに

おける予測解析と実測による解析結果の検

証などを行なってきた。

　原子力サイトの斜面安定については、こ

れらの実証的な研究に基づき、福島第一・

福島第二・島根・伊方・川内・敦賀・白木

の地点について評価を行ない安全審査等に

役立たしめた。さらに、模型斜面の破壊実

験（高浜・柏崎刈羽）を行ない、破壊様式の

検討から原子炉への安全性を確認した（図

2－4－5）。

　原子炉基礎岩盤中に存在する断層が地震

時に相対運動をして原子炉基礎の安定をお

びやかすのではないかという論議がある。

当所では、原子炉建屋の耐震性実証研究を

前述したように進めてきており、この課題

は、地盤と建屋の相互作用の一変形として把

え、柏崎刈羽・浜岡・伊方・川内・島根・

玄海の安全性評価に役立たしめてきた。

　原子力の安全評価は、アメリカ式に計算

に頼る面が多いが、当所ではこれら解析面

についても必ず実測・実験等による裏付け

を行なっている所に特色がある。最近の電

算機の発達を正しく利用するためには、実

測の裏付けが必要であるが、これを一般化

するためには、地盤材料の正しい評価がな

ければならない。当所が開発した岩盤評価

法（岩種・岩級区分）、岩盤試験法（載荷試験、

表2－4－3　常時微動観測とその他の方法による大型構造物の動特性の比較（固有振動数と減衰定数）
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せん断試験等）は、水力時代のものである

がこれが原子力地点にも適用されている。

　さらには、軟岩、断層材料、斜面材料、

砂地盤、埋戻し土などの材料試験法の開発

と電算機に利用するための物性の表示法の

研究を進めており、これらの研究開発は当

所研究では大きな比重を占めている。また、

下摺曲問題等に対処するため地殻ひずみ

（初期ひずみ）の計測法（AE法など）の開発

と適用（柏崎刈羽・浜岡・伊方。川内）を行

ない、時代に対応した研究の展開を計って

きた。

　V．原子力新立地技術

　原子カプラントの地下立地においては、

地下に大規模な空洞を設けることが必要で

ある。このための技術は、大規模揚水発電

所の建設例で完成されているとみてよい。

当所でも、前述した地質・岩盤調査技術と

共に、堀削時の空洞安定評価法の開発を行

ない、水力発電所（新冠・沼沢沼・新高瀬・

奥矢作・有峰・喜撰山・南原・本川・大平

など全国20ケ所）等においてこれら技術の

適用、検証をしてきた（図2－4－6）。また、

城山地下発電所において地震観測を行なっ

ている。さらに、通商産業省の委託をうけ

て、想定事故時の放射性核種の地下収納性

の評価研究を行なっている。

　砂礫地盤等第四紀地盤立地技術について

は、松代地震を利用した杭基礎の研究と構

造物の地震応答におよぼす埋設効果（半地

下立地）などの基本的な研究と、伊達・新

仙台・秋田・姉崎・川崎・渥美・玉島・福

山・新西条・新徳島などの火力における地

盤・基礎構造物の実験・解析などの研究を

行なってきた。在来立地における各種の評

価手法のうち、多くの部分は適用可能であ

るが、今後なお技術開発を必要とするもの

もかなり残されている。

図2－4－5　振動破壊実験での斜面の破壊状況
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図2－4－6　地下発電所空洞掘削後の応力分布（空洞形状の違いの影響）
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　洋上立地については、当所は着底式の発

電所方式を世に先駆けて提案したが（MO

SES計画）、我が国の自然（地震）条件によ

く適合でき、従来火力の代替、廃炉等に対

しカセット式に対応できるものとして浮上

式発電所に着目し、地点選定条件などの調

査を行なった。　　　　　　（桜井彰雄）

2－4－3原子力立地拡大技術

　前節で述べた当所の研究動向を分析すれ

ば、在来立地原子力の安全審査対応の課題

が多いことに気付かれる筈である。そして、

建築系・機械系については論議が出つくし、

成熟した感があるのに対し、地盤は多様で

あるため、未だ標準的な評価方法を見出せ

ないままにあるのが現状といえよう。

　30余年にわたる当所の地質。地盤の調査・

試験に関する知見、および、構築物の耐震性

に関する実証的研究からみれば、当所がこれ

を総合化し、標準的な評価方法を提案してい

くことが、当所に課せられたの要請というこ

とができる。換言すれば、当所が未だ果して

いない課題の一つは、これら知見の総合化に

よって原子力立地拡大技術の技術的基盤を

整備、集大成することであり、課題の一つ

は、これを基礎に新立地技術に対し先取り

的に研究を展開していくことにある。この

ため、昭和56年度よりプロジェクト研究

「原子力立地拡大技術」を掲げ、鋭意研究を

進めることとしている。プロジェクトの構

成と内容の概要は、表2－4－1に示した。

　　ミヘ　ハ　　　　　　　ノ　　　　　　げヘ　　　　　ヒヘ　　　　　　　　ロ
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　1．原子力発電所地盤の耐震性

　本課題は、原子炉建屋基礎地盤・周辺斜

面・屋外重要土木構造：物の耐震性膨化法の

標準化、断層活動性調査・地震活動性調査・

一般地質調査・地盤調査の標準化を図り、

安全審査および申請者の便に供しようとす

るものである。

　原子力発電所の地質・地盤の耐震性評価

については、「原子力発電所の地質・地盤

に関する安全審査の手引（案）」（原子力安全

専門委員会）がその基本方針として示され

ている。しかしながら、地質・地盤に関し

てはサイトごとの影響が大きく、上記指針

の適用にあたっては工学上の取扱いが不明

確な事項が残されている。

　本課題に対し、土木学会原子力土木委員

会は、通商産業省の要請に基づき、国で作

業中の同じ課題に対する基礎資料を提供す

るため、昭和54年9月その下に地盤部会を

設け作業を進めている。当所はこの委員会

活動を積極的に支援してきたが、電気事業

でもこれを支援するため電力共通研究とし

て昭和55年より研究を進めている。当所は

昭和56年度より電力共通研究に参画し、主

体的にこれの推進に努めている。

　これらの成果は、電力共通研究：地盤評

価研究会で評価・検討され、土木学会の活

動に役立たしめ、ひいては行政に反映され

ると共に、電予研の地盤評価研究会活動を

通じ、電力各社の共通の基盤作りに役立っ

ている。

　H．原子力新立地技術

　本課題は、1の成果を基盤に、当所の既

往の研究を発展させて、電気事業が当面す

る立地難を緩和しようとするものである。

　原子力の新立地方式については、地下立

地、砂礫地盤などの第四紀地盤立地、洋上

立地（人工島、浮上など）などが考えられる。

すでに述べたように、当所ではこれらにつ

いて基本的な調査は行なってきているが、

技術の連続性、実証性という観点から、当

面、地下立地・第四紀地盤立地を指向する

こととしている。

　哩．地下立地の耐震設計手法

　地下立地技術に関しては、その基となる

地下大規模空洞の建設技術、安定性評価手

法の確立が主要な課題である。地下大規模

空洞の建設技術については、すでに述べた

ように我が国では揚水発電所の地下発電所

建設技術として幾多の経験を積重ねてきて

おり、技術的には確立したものと考えられ

る。また、地下立地方式に適合したプラン

ト配置・構造については、通省産業省の原

子力地下立地方式研究委員会で研究が進め

られ、技術の連続性を考慮し、基本的には

地上型プラントを地下に格納する型になっ

ている。このため、地下立地方式の利点と

考えられる設計地震動の低減効果、床応答

を低滅させるために空洞側壁より支持する

などの構造型式の見直しなどを主体的に、

併せて空洞粗削時の安定評価、立地可能地

点調査、地質。地盤調査、放射性核種の地

中格納性など、当所研究の総合化、他プロ

ジェクトとの連けいを行ないながら実施し

ている。

　2．第四紀地盤立地の成立条件

　従来、原子力発電所は強固な岩盤上に設

置することを原則とし、震害は軟弱地盤に

多いことから、これを避iけてきた。しかし

ながら、前節で述べたように最近20年程の

耐震研究の進歩は目覚ましく、地震観測、

各種調査・試験技術と設備、材料（地盤を

含む）研究、数値解析技術に急速な進展が

みられ、強地震時の原子炉の安全性の評価

は十分おこない得るようになっている。

　原子力発電所の基礎にかかる重量は、火

力に比べ3倍程大きいが、超高層ビルの方

がすでに原子力を超えている。しかしなが

ら、設計地震動が大きいこと、非常用冷却

海水取水設備などの設計が難しいなど、火

力発電所の建設技術の延長として安易に位

置付けるわけにはいかない。

　このため、地震を主体にした我が国での

自然条件の下での成立性と立地可能地点の

調査を第一の目標とし、第四紀地盤に適し

た構造形態の模索などを早急に行なうこと

とした。また、耐震性の実証資料を早急に

得るため、類似構造物の地震観測など長期

を要するものについては、直ちに研究を行

なうこととした。

　しかしながら、第四紀地盤立地方式は、

プラント自体には従来立地の設計をそのま

ま導入でき、立地拡大に直結する利点があ

る。このため、本研究に引続き、実証研究を鋭

意実施することとしている。（桜井　彰雄）

2一争4　将来への展望

　述べ来ったように、プロジェクト研究「原

子力立地拡大技術1は、在来技術の総合化

とこれに基づき技術の連続性、実証資料の

豊富さなどから新立地方式としては、当面

地下立地、第四紀地盤立地技術の確立を目

標としている。しかしながら、土木技術面

からすれば人工島立地は第四紀地盤立地と

同一とみなすこともできるし、人工島立地

における防波堤の建設技術は、浮上型原子

力発電所の建設を可能にするものである。

　技術の発展は、従来技術の積重ねと自然

条件の洗礼による確認によって順次に進ん

で行くものである。したがって、長期の見

通しのもとに多様な立地拡大技術を順次確

立して行かなければ、将来電気事業の基盤

をおびやかすものとなるであろう。本プロ

ジェクトの全体構想の試案を、図2－4－7に

示したが、多くの識者の協力により、全体

構想を早急に練上げていく必要がある。こ

れは、立地地点は有限であるという観点か

らも将来検討が必要となるかも知れないか

らである。

　例えば、一般に立地可能地点が多いと考

えられている洋上立地についても、2000年

時点で考えられる可能な方式、防波堤内浮

上原子力の立地可能地点は、物理的に20数

ケ所、社会的要因を考えれば1／5程度（2，000

万kW程度）にしかならないかも知れないか

らである。このように考えると、立地ブリ

ーな外洋浮遊型原子力発電筆録想も、間近

なものとして把えなければならないかも

知れない。

　　　　　　　　　　　　　（桜井彰雄）趨
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担当㊥エネルギー技術開発本部原子力発電技術開発部　部長　服部禎男

2－5－1　緒論と結論

　当所における大型総合研究「高速増殖炉」

は、主として機器の耐久性、保守補修技術

に主眼を置いた「実証炉関連研究」と、タ

ンク型FB：R大型炉の我が国特有の立地条

件における成立性の見通しを得るために、メ

ーカーと共同研究を実施している「タン

ク型FBRフィージビリティ。スタディ」

に大別できる。ここでは特に、我が国

のFBR開発とその意義および当所のFBR

研究の経緯とループ型およびタンク型炉の

比較、後者の「タンク型FBRフィージビ

リティ・スタディ」について紹介する。

　「タンク型FBRフィージビリティ・ス

タディ」については昭和56年度より、我が

国の立地条件下における耐震性を基本とし

た成立性の見通しを得る事を目的として、

暇立・東芝・三菱・川重の4メーカーと5

テーマ、8項目の共同研究と云う形でスター

トし、現在までに、設計アプローチの異っ

た2種類の原子炉構造レファレンスデザイ

冷却材の鉛直噴流実験

ンが選定され、次年度以降、各々のテーマ

についてこれら二三の詳細解析と部分モデ

ル及び全体モデル試験を実施することとな

っている。

　なお、燃料移送設備についても、ロック

ウェルインターナショナル社設計例をベー

スにしてレファレンスデザインを決めて、

次年度以後に解析と部分試験によって成立

性評価を行なう。　　　　　　　（原崎発）

　　　　我が国の高野増殖炉
2－5－2
　　　　（F購鷹）単発とその意義

　我が国のFB：R開発は、実験炉「常陽」

による貴重な経験を積みつつ、現在原型炉

「もんじゅ」の設置許可に関してその基本

設計を中心に安全審査が行なわれている。

原型炉「もんじゅ」を昭和63年頃に完成し

て、2年程度の運転実績を経て実証炉の

建設が開始されるという基本スケジュール

になっている。当然のことながら、その後

信頼性と経済性の向上をはかりつつ実用炉

が定着していくことを目指している。

　ここでまずFBR開発の我が国における

意義について考えてみよう。必要最低限の

富を得て国民の健康な生活を維持するため

のエネルギーの必要度は国によって異る。

大きな大陸と豊富な天然資源に恵まれてい

る国は、必ずしも工業活動を基本とする

必要はない。

　しかし、我が国の如く天然資源も広大な

土地も無い上に高人日を有する国は、大量

のエネルギーを基盤にした工業活動によっ

て得た富に基づいて生きていかねばならな

い。その意味から我が国におけるエネルギ

ーの必要量と必要度は他国に比べて特に大

である。

　石油資源の限界が予測され、原子力開発

のスタート以来25年、米国で開発された軽水

炉が我が国でも定着化しつつある。この軽

水炉は核分裂性物質ウラン235を3％程度

含む濃縮ウランを燃料として使用する。こ

の濃縮ウランはウラン235を0．7％余りしか

含んでいない天然ウランを原料にしてウラ

ン濃縮プラントで作られる。天然ウランは

カナダ、アメリカ、アフリカ、オーストラ

リア等で産出し、現在大規模なウラン濃縮

が出来るのはアメリカである。

　上記のようにしてウランを使用するため

に、この濃縮ウランをエネルギー源とする

軽水炉発電は、天然ウラン中のウラン235、

つまり入手する天然ウラン全体に対してその

0．5％程度（濃縮工程の終端で、上述の0．7％

のうち、0．2％程度のウラン235が残され

る。）をエネルギー生産に役立たせ、さらに炉

内でウラン238から転換して生まれたプル

トニウム239の核分裂によって、原材料天然

ウランのα5％程度のエネルギー生産寄与を

加えて、結局天然ウランの1％程度しかエ

ネルギー生産に役立てていないことにな

る。

　ここでFB：Rについて考えてみる。　FB：R

は、軽水炉の使用済燃料を再処理して、そ

の大部分を占めているウランとプルトニウ

ムを分離し放射性の核分裂生成物を除去し、

そのウランにプルトニウムが2G％程度にな

るように混合したものを燃料として使用す

る。FBRでは軽水炉と異なり、炉内で燃

焼して消費されていくプルトニウムよりも

少し多くのプルトニウムが高速中性子のウ

ラン238原子核への突入によって生まれて

くるため、FBRの使用済燃料中にはその

璽纒蘇レヒ：ユーNO．3、、〕61



新燃料中にあったよりも多くの核分裂性プ

ルトニウムが含まれている。

　このようにFBRを開発すると、軽水炉使

用済燃料の大部分を占めているウランを母

体にしてプルトニウムが順次生産され、結

局ウランの60％以上がエネルギーとして活

用されることになる。

　石油枯渇の後にウラン枯渇が心配される

のは、軽水炉等によるウラン利用のままに

限定している場合に、主要電力源をこれに依

存すると仮定すれば今後30年～50年のエネ

ルギー供給源でしかあり得ないという議論

である。しかしFBRによってプルトニ

ウムによるエネルギー生産に移行してい

けば、軽水炉等熱中性子炉の60倍以上のエ

ネルギー源が確保されることになる。この

ことは、現状のウラン採鉱手法のままでも

今後のエネルギー需要の増加が多少緩和さ

れるとすると600年、需要増が現状のまま

直線的に継続すると仮定しても250年～300

年のエネルギー源が確保されることを意味

する。

　しかし、周知のように、プルトニウムの

利用が世界中で盛んになれば、世界の何処

かでプルトニウムによる原子爆弾の製造と

いう誤った行為の発生する可能性も高くな

る。大いなる利益は常に大いなるリスクを

伴うと言われるが、人類の英智と努力によ

ってそのリスクを抑制管理し遂げねばなら

ない。

　米国のカーター前大統領は、得られるエ

ネルギーも巨大であるが、それにも増して

リスクが大きいとの観点から、世界に向っ

て使用済燃料の再処理の一時中止を呼びか

けた。

　一時中止とは、国際的に核管理の適正な

考え方と体制が完成するまでという意味で

ある。しかし世界各国の原子力開発の共通

の認識は、使用済燃料を再処理しFBRを

運転し幾百年のエネルギー源を獲得するこ

とこそ原子力開発の目的であって軽水炉は

その一歩を踏み出したに過ぎないというこ

とである。

　1977年］0月から2年以上をかけて行なわ

62

れた国際核燃料サイクル評価（INFCE）で

は、軽水炉使用済燃料を再処理してその

大いなるエネルギー源を利用するか、プルト

ニウム拡散のリスクを回避するため当面の

再処理とFBR開発を抑制すべきか、人類

全体としての大きな課題について論議され

た。広大な土地と化石燃料およびウラン資

源確保において有利な立場にある米国は、

再処理とFBR開発を抑制してプルトニウ

ム拡散のリスクを回避すべきであるとの立

場をとり、化石燃料もなく再処理と：FBR

開発において世界を先駆するフランスと、

エネルギー資源に恵まれないにもかかわら

ず土地狭く人口稠密のため工業立国を基本

とせざるを得ない我が国は、再処理とFBR

開発の重要性を強く主張した。

　原子力開発を進めている他の諸国もウラ

ン資源の有効利用を目指す核燃料サイクル

の確立こそ原子力開発の本来の目標である

との考え方を譲らなかった。結局、ウラン

資源の有効利用の点において大きな利益を

もたらす再処理とFBRの開発は、国際的

な核管理の努力を強化しつつ着実に進めて

行こうということになった。

　FB：R開発が巨大なエネルギー源開発で

あるという世界共通の一般論のほかに、我

が国特有の重要な意義がもうひとつあるこ

とを次に述べる。

　石油の配分抗争に始まるあの世界大戦以

来、人類近代の国際関係は大国によるエネ

ルギー制圧政策を基本としていると言って

も過言ではない。工業国として生きていか

ねばならない日本がその活動のベースとし

ているエネルギーは、石油、石炭、そして

ウラン、ほとんど全てが輸入資源である。

　軽水炉の建設に伴って、低濃縮ウランが

大規模に輸入されつつありこれは当然今後

も継続されねばならない。結果的に、その

使用済燃料は我が国の所有物として大量に

蓄積していくことになる。

　この軽水炉使用済燃料中にはウラン235

やプルトニウム239という核分裂性物質が

両者あわせて約1．2％以上も含まれている。

これは、明らかに天然ウランよりも優れた

エネルギー資源が国内に在るということに

なるが、再処理とFBRの開発を行なわな

ければ意味を持たない。

　最近の欧州共同体（EC）によるウラン需

給予測によれば、世界の主要国が今から順

調に：FBR開発を進め、軽水炉と併行させ

ていけば2030年頃には天然ウランの必要量

がほぼ零になるとしている。このことを我

が国についてあてはめてみれば、軽水炉に

併行してFBR開発を進めていけば、輸入

エネルギー依存が次第に減少していって、

21世紀前半にはウラン輸入の必要がなくな

るわけである。

　自動車その他多くの産業分野における我

が国の世界各国に対する輸出攻勢は、臼本

製品の品質の良さに起因するもので今後も

継続することが予想される。そうすると世

界主要国の産業不振は拡大するばかりで容

易に改善されるものではない。

　その結果、世界主要国が我が国に対して

採り得る手段は、やはりエネルギー制圧で

あろう。これに備え、エネルギー的に自立

するためにも使用済燃料を再処理してFBR

によって発電する体制の確立は、今や急務

と云わねばならない。このナショナルセキ

ュリティの問題は現在の我が国が世界の何

れの国よりも重要になりつつある。

　最近の我が国におけるFBR開発計画の

議論で、

1．ウラン資源保存、

2．経済性、

3。ナショナルセキュリティ、

等の検討がなされているが、実際にはこれ

ら3つの問題は独立しているのではなく、相

互に結合しているものである。

　例えば、経済：性評価に関して、将来、石

油やウランの入手出来る価格は、その産出

国または産出国と特別のつながりを持った

国と我が国とでは、世界情勢の中で我が国が

どの様な立場にあるかによって大きく異な

ってくるものと予想しなければならない。

　エネルギー自立がFBRによって達成さ



れれば、我が国の輸入出来る石油価格やウ

ラン価格が他国によってどの様に操作され

ようと、我が国の産業基盤として最も重要

な電力コストが影響を受けなくなり、我が

国は資源保有国と同等の真の独立国の立場

を始めて獲得出来ることになる。

　とにかく、我が国におけるFB：R開発の

ニーズは他国の比ではなく、かつ他の如何

なる国よりも緊急を要するものと考えられ

る。　　　　　　　　　　　（服部禎男）

2－5－3　ループ型炉とタンク型炉

　軽水炉に加圧水型（PWR）と沸騰水型

（BWR）の2つの原子炉型式があるように、

FBRにも原子炉系構造の異なる炉型式と

して、ループ型炉とタンク型炉（プール型

炉ともいう）がある。

　両者の系統構成の概念を図2－5－1に示す。

両型式とも機器の構成は同じであるが、ル

ープ型は一次ナトリウム系の主要機器であ

る原子炉、一次系ポンプ、中間熱交換器が

別々に設置され、それらが配管によって連

結されている。

　一方タンク型は、一次ナトリウム系の主

要機器が大きな原子炉容器の中に入れられ、

容器内を適切に仕切ることによって一次ナ

トリウムの流動を確保する型式である。両

型式とも、中間熱交換器以降の二次ナトリ

ウム系（非放射性）および水・蒸気（タービ

ン）系の考え方は同じである。

　タンク型炉の主な長所としては、放射性

である一次ナトリウム系が一つの容器の中

にまとめられているため、配管を引き廻す

必要のあるループ型に比べて全体的に小型

化が可能である。

　一方ループ型は、一次系機器が配管で結

ばれて従来の火力、軽水炉の経験がそのま

ま活かせる。どちらかと云えば、ナトリウ

ム冷却の高速炉というものを早期に経験

するにはループ型が、大型実用炉となると

コンパクトなタンク型が着目されるようで

ある。

現在、各国で運転中および建設中のFBR

発電炉をみてみると、タンク型では運転中

のPhenix（仏、25万kWb）、　PF：R（英、25万

kWb）、　BN600（ソ連、60万kWe）および建設

中のSuper　Phenix－1（仏、120万kW6）があ

り、ループ型では運転中のBN350（ソ連、

35万kW6相当）、：Rapsodie（仏、4万kWt）、

および建設申のSNR300（西独、30万kW6）、

CRBR（米、38万kW6）と来年建設開始予定

の「もんじゅ」（日本、28万kW6）がある。こ

のように、大容量の発電炉に関していえば、

タンク型炉の開発状況の方が、ループ型炉

に比べて進んでいるものといえる。

　以上のように、FB：Rの原子炉型式はタ

ンク、ループ2型式に大別されるが、軽水

炉においてもPWRとBWRが多くの共

通技術に立脚しているように、FB：Rにつ

いても両型式の70％以上の部分については

技術を共有していることを認識しておく必

要がある。　　　　　　　　　（池本一郎）

　　　　　タンク型炉フィージビリ

2－5－4　ティ・スタディの必要性

　　　　　と意義

　前述のように、フランスを始めとするヨ

ーロッパにおける大型FBRはタンク型を

指向しており、近年におけるその経験の蓄

積は評価できるものがある。

　近年に米国のEPRI（米国電力研究所）が

行なった電気出力！，000MWFBRのタンク

型炉概念設計においても、GE社、　WH社、

およびA酒浸がそれぞれ概念設計を行ない、

米国においても、タンク型炉は実現可能で

あるとの結論を出している。

　しかし、日本において研究、開発されて

いるFB：Rは実験炉常陽、原型炉“もんじ

ゅ”ともループ型であり、タンク型の研究

は電力実証炉概念設計研究において代替案

として検討されている程度である。もっと

も、タンク型とループ型の差はLWRにお

けるGE型とWH型ほどの差はなく、ルー

プ型の研究開発項目の約70％以上はタンク

型にも使用できるものである。

　以上のような状況から日本のFBR実証

炉の炉型選定に当り、タンク型かループ型

かを議論し得るためには、まず我が国におい

ζタンク型が成立し得るものであるかどう

かが前提になる。

　そこで、その炉型選定の場を提供する意

味もあって、当所においてはメーカー4社

と共同研究のもとに昭和56年からタンク型

炉のフィージビリティー・スタディを開始

した。

　もちろん、フランスにおいては1983年臨

界を目標に電気出力120万kW6のスーパー・

フェニックスが建設中であり、上記炉型選

定の時期にはこれを念頭におきタンク型炉

は既存の技術であるとして評価できないこと

もないであろうが、フランスと日本の国情

の相違、地震発生規模、安全性に関する許

認可基準の相違などによる設計変更の必要

性は、電力実証炉概念設計研究においても、

指摘されていることである。

　現在建設中のスーパー・フェニックス、

あるいはEPRIで行なったタンク型炉概念

設計の結果によれば、その主要器は、直径、

深さともに約20mにもなる。このような大

型機器ともなると、これは機械ではなく大

型構造物として取扱うべきで、かつ耐震性

の検討が主要であるとの考え方から、当所

におけるフィージビリティ・スタディにお

いては、土木技術研究所が協力して参加し

ている。

　当所の大型構造物の研究は、当所設立以

来水力発電を始めとし、長年の経験があり、

炉本体の耐震は土木技術研究所地盤耐震部

が担当し、タンクのふたに当るルーフ・ス

ラブについては同所構造部が担当している。

　また、大流量熱流体の拡散挙動の評価に

関するタンク内流動については土木研究所

環境水理部が担当している。幸いにして、

当該部は以前から汽力瓦之所の温排水拡散

について研究を行なっており、その研究経

験はこのフィージビリティ・スタディに有

効に反映されている。

　一方、動燃への研究者の出向、動燃との

共岡研究、あるいは嘱託による研究協力な

どにより培われたナトリウムについての技

術を活用して、フィージビリティ・スタデ

躍研レビュー一NO3　，63



図2－5－1　FBRの原子炉型式

炉鋼蛎．

且

呂

　二次ロ

　ナトリウム
「「ポンプ

格納編百

夕一ビンへ

∩
璽

腎

次
ナ
ト

リ

ウ

ム
ポ

と
フ

原子炉

中

間

熱

交

換

器

二

■

一

且

原子炉

う

一一→■
一

一 o
一

一ワ 　二次｡　ナトリウム

7ポンプ
一

格縮器耳

夕一ビンへ

璽

一
一ワ

一二＿⊥

64



イにおける隔壁構造、および燃料交換機に

ついては当所エネルギー・環境技術研究所

高速増殖炉発電特別研究室が担当している。

　本研究の推進体制は、図2蛎一2に示すよ

うに上記研究課題毎に5つのワーキング・

グループを設置し、各研究課題にまたがる

基本条件の検：討と技術的関連性の調整を

「システム・ワーキング・グループ」で、

更にタンク型炉の成立性評価はエネ開本部

を主体として構成されている「タンク型

FBRフィージビリティ・スタディ幹事会」で

行なうものである。　　　　（秋元徳三）

　　　　　当所のF齢蹴研究の
2－5－5
　　　　経緯と選定した5課題

　当所では早くから高速増殖炉の研究開発

に着目し、昭和41年より47年まで高速増殖

炉の研究で先駆的な技術をもつ米国のAto－

mic　Power　Development　Associate

王nc．（APDA）およびPower　Reacもor　De－

velopment　Co．（PRDC）と共同で、エン

リコフェルミ炉を中心とする高速増殖炉に

ついての研究開発を行う一方、国内におい

ても、動力炉核燃料開発事業団に当所研究

員を出向させ、高速増殖炉実験炉の実態調

査・把握に務めて来た。

　昭和53年、電力業界において100万kW級

の高速増殖炉実証炉開発の機運が高まって

来たのに呼応し、高速増殖炉発電研究を積

極的に推進することを目的として、高速増

殖炉発電特別研究室を設立し、電力各社の

FBR実証炉概念設計研究会に参加し、こ

れに協力するとともに、動力炉核燃料開発

事業団との共同研究、実証炉開発のための

所内研二究の充実を図ってきた。

⑧選定された5課題＠

　我が国では、耐震条件がきびしいため、

我が国の立地条件下における成立性の見通

しを得るために、耐震性を基本とした次の

5課題を選定した。（図2－5－3）

1．原子炉構造の耐震特性

地震時の制御棒押入性、原子炉本体の耐

震性に関連して主容器・安全容器の支持構

造、ルーフ・スラブ、炉心支持等について

耐震性の観点から、設計三度の高い構造の

選定を行ない、解析とモデル試験による評

価を行なう原子炉構造：の耐震特性。

　∬．原子炉上部構造の熱・荷重変形三牲

　ルーフ・スラブは回転プラグ、1次系機

器等重量物を搭載し、かつ放射線しゃへい、

熱しゃへい機能を有する重要な構造物であ

るため、ルーフ・スラブについて熱及び荷重

のかかった場合の変形、応力等構造力学的

観点から検討し健全性を確認する原子炉上

部構造の熱荷重変形特性。

　璽．原子炉容器内流動特牲

　タンク三主容器は大きく、内部が複雑で

あるため、容器内の定常時および非定常時

の二流力学的挙動を調べ、原子炉の安全性、

及び健全性を確認するための原子炉容器内

の流動特性。

　IV．原子炉容器内隔壁構造

　地震時の炉心支持機能と共に主容器内の

ホットプールとコールドプールを熱的及び

流路的にしゃだん機能を持たす原子炉容器

内隔壁構造の健全性。

　V．燃料移送設備の耐震・作動特性

　燃料出入機は重量が重く、長尺物で燃料

集合体の輸送機構が複雑なので、その耐震

性および機能を調べることを目的とした燃

料移送設備の耐震・作動特性。『（原崎発）

2一難6　5課題の研究謝画と現状

　1．原子炉構造の耐震特性

　耐震二度の高い構造：型式を解析及び縮小

模型試験により選定し、選定された構造に

ついて詳細解析ならびに試験により成立性

の評価を行なう。

現在、

1．国内外の先行炉設計例の主要仕様、機器

　構造及び耐震性の調査、検討、および我

　が国の立地条件下における問題点の摘出、

2．耐震設計に影響する要因の分析および耐震

　構造評価内容の整理、

3．炉心と炉上部機構と炉心結合方式の構造

　概念の検討、

を行ない、異った設計アプローチに基づ

く、原子炉構造二案の選定を行なった。

　また、次年度以降実地予定のモデル試験に対

する条件（相似則、模型材料等）を策定するた

めの縮小模型試験の準備を行ないつつある。

選定された構造案を図2喝一4に示す。

　次年度以降は、縮小模型試験および解析結

果に基づき、シヤ・キー等“ガタ系”の実

寸大、或はスケールモデルによる部分模型試

験を行ない、これらの非線型領域の特性を

把握し、等価なバネ定数に置きかえて原子

炉全体を模擬したモデルを製作して試験を

行ない、連二二としての全体の振動性状を解

明する。

　なお、縮小模型試験および全体モデル試

験には、当所およびメーカーの振動台を使

用する予定である。（なお、5課題のマスタ

ー・ Xケジュールを表2男一1に示す）

　H．原子炉上部構造の熱・荷重変形特牲

　放射線しゃへい及び熱しゃへい機能を有

し、回転プラグ、一次系機器等重量物を搭

載しなければならないルーフ・スラブと呼

ばれる原子炉上部構造の概念は図2－5－5に

示す様な直径約22m厚さ約3mの、箱型リ

ブ構造のものが考えられている。

このルーフ・スラブについて、まず本年度

は、

1．ルーフスラブの設計条件、機能条件の整

　備、およびルーフスラブ基本設計仕様の

　決定、

2。先行炉設計例のルーフスラブ強度部材構

　造、熱しゃへい構造、放射線しゃへい構

　造の調査および構造概念の比較検討を行

　ない、ルーフスラブ全体としての整合の

　とれた基本構造概念の選定、

をした。

　次年度以降は、選定された概念について、

1／5～1／4スケールモデルによって剛性評価

を行なう荷重変形特性試験（図2一駈6に概念

図を示す）、ナトリウムーアルゴンガス雰囲

気中の機器貫通部を通じての強度部材への

伝熱特性を評価する機器貫通部材伝熱特性
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図2－5－2　FBRタンク型フィージビリティ・スタディ研究推進体制
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図2－5－4　選定された原子炉構造馬騎とその特徴
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表2－5－1　タンク型炉フィージビリティ研究スケジュール

；．一

蜘56年度’
』”’ @γ‘wぢ〉雑” 『　一’昏’

X細轍護　狸

概念の検討
予備解析、予備試験

1原子炉構造の耐震

ﾁ性
部分モデル試験

全体モデル試験

概念の検討II原子炉上部構造の

M・荷重変形特性

構造型式の検討
静的および断熱試験

III　　　　　　　　　　　　　　基礎試験
流動特性試験

原子炉容器内流動1
総合

]価
特性 予備解析

解析評価

構造概念の検討
断熱およびシール性能評価

IV

ｴ子炉容器内隔壁

¥造
構造信頼性評価

解析評価

｝　一　　一　　　一　　一

構造概念の検討
作動機能試験V燃料移送設備の耐

k・作動特性 耐震特性試験
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図2－5－5　ルーフスラブのイメージ
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試験、熱的に得られた結果を使用して、熱

応力状態および変形モードを調べ、構造強度

の確認を行なう。

　皿．原子炉容器内流動特性

　タンク型の場合は原子炉容器が大きく、

内部が複雑であるため、定常時および非定常

時の炉内および炉内機器構造物周辺の熱流動

挙動を把握する必要があり、本課題では定

常時の流況、流量減少時の成層化現象およ

び自然循環の成立性を調べ構造健全性の評

価を行なう。

56年度は、

1．国内、外における原子炉容器内熱流動に

　関する先行研究例の調査、分析及び本研

　究計画妥当性の評価、

2．予備実験（構造パラメータ・サーベイ実

　験、鉛直噴流実験）に対する検討および実

　験装置の設計・製作、

3．熱流動および自然循環に関する解析コー

　ドの調査、検討等、

基本的な問題を解明し、次年度以降の実験

装置および解析プログラムの基本仕様を決

定する。

（図2－5－7に代表的タンク型主容器内の流況

を示す）

　次年度以降は、構造パラメーター試験を

行ない、原子炉流動に最適条件を与えると

共に基礎試験として燃料集合体出口におけ

る冷却材噴流時の乱れを解明し、炉上部プ

レナムの流動解析に寄与する。

　当所が実施する主な試験は、

1．構造パラメーター・サーベイ実験

　原子炉容器内の上部プレナム部を単純化

した図2－5－8のような実験装置を製作し、

炉心上部機構の形状（とくに、冷却材の噴

出位置）、中間熱交換器の吸込み高さ、なら

びに隔壁構造の違いに着目したパラメータ

ー・ Tーベイを実施し、それらの違いが上

部プレナム内での冷却材の流況、混合、な

らびに熱的成層化に与える影響を評価す

る。

図2－5－7　原子炉容器内冷却用ナトリウム流動説明図

炉　心
コ

2．鉛直噴流実験

　タンク型FBR原子炉容器内の熱流動現

象は、有限領域内で高速流であり、流れの

変動（乱れ）の効果が大きく作用することに

なる。とくに、墨流力設計上問題となるプ

レナム内部での偏流や混合効果の解明には、

この乱れの効果を十分に把握する必要があ

る。

　そのため、図2－5－9に示すような単純な

鉛直噴流実験装置を製作し、噴流内部にお

ける流速変動および温・冷水混合領域のゆ

らぎ現象を計測し、その乱れがプレナム内

での流動に与える影響を調べる。

　なお、乱れの計測には、レーザー光のド

ップラー効果を利用したレーザードップラ

ー流速計を2台利用することにより、各座

標点の流速変動を三次元的に計測すること

が、可能となっている。

斥｛子「tl三τ；謡

　IV．原子炉容器内隔壁構造

　原子炉容器内隔壁構造は、ホットプール

とコールドプールの境界にあって特にタン

ク型炉の場合は隔壁の面積が広いために断

熱機能を充分持たせる事、および中間熱交

換器、ポンプ等一次系機器貫通部の流路遮

断機能を持たせる必要がある。

　これらの両機能を持たせ、かつ耐震性を

満足する概念を選定し、選定された概念に

ついての部分試験、確証試験を行ない構造

健全性を確認すると共に成立性の評価を行

なう。

本年度は

1．先行炉設計例の隔壁構造、シール構造に

　関する調査および検討、

2．本研究における隔壁構造、シール構造の

　機能および設計条件の設定、および基本

　設計仕様の決定、
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図2－5－8　構造パラメータサーベイ実験装置の概念図
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3．隔壁構造部分モデル伝熱試験（ナトリウ

　ム試験）および自然対流熱伝達試験（低融点

　合金試験）のための試験装置の設計、

4．下部プレナム解析三次元熱流動コードの

　検討、

を行なった。

　原子炉容器内隔壁においては、上部および

側壁がホットプールに接するため、隔壁構

造により形成される中間プレナムにおいて

自然対流が起り、熱貫流率に影響をおよぼ

す。従って、これらの基礎的なサーキュレ

ーションを、メーカーのナトリウム中試験

に対して、当所は縮小模型のグラフホフ数

の低下分をプラントル数の大きいPb－Bi合

金による試験により補完して行なう。当所

で実施する低融点合金の基礎試験の試験部

の概念を図2－5－10に示す。

　これらの基礎実験より、隔壁内の断熱性

能及び構造強度評価を行なうと共にポンプ、

中間熱交換器等貫通部のシール性能につい

ても試験を行ない、評価検討を行なう。

　V．燃料移送設備の耐震・作動特性

　タンク型炉の場合は炉容器径が大きいた

め稼動率向上の面からシュート方式が適合

する。この方式は、高さが高く、かつ回転

部、嵌合部、シール等複雑な構造である。

本燃料移送設備の概念図を図2－5－11に示す。

　本研究課題では、我が国の立地条件下にお

けるタンク型原子炉成立性は本構造の地震

時における健全性に左右される面も有して

いるため、本年度は

1。先行炉設計例から斜道方式燃料移送設備

　に関する設計条件および燃料交換条件な

　どの調査および比較、検討、

2．燃料移送設備設計のための前提条件（燃

　料交換計画、炉心構成、各部取り合い条

　高等）の決定、

3．燃料移送設備の機能、耐震、安全、構造

　およびしゃへいに関する設計条件の決定、

4．上記条件に基づいた評価対象設計例の設

　定および耐震予備解析の実施、

5．燃料バケット牽引部ナトリウム付着試験

　のための候補材の選定ならびに供試体の

図2－5－10　低融点合金による基礎試験装置の概念図
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を行ない、試験を行なった。

　次年度以降は縮小モデルを製作し、振動

特性を把握するとともに、地震に強い構造

における作動機能（常温、大気雰囲気中で、

バケットの巻上げ、巻降し、緩衝装置、チ

ェーン切断時のブレーキ、ローラーのステ

ィック時バケットの昇降等）の信頼性の確

認を行なう。

　当所所内研究としては、エネルギー・環

境技術研究所のナトリウム・ループを用い

」

、，：、灘1蕊壽錨

て、燃料バケット牽引部材のナトリウム付

着量を調べる試験および燃料移送セル内に

おけるナトリウム・ミくトの挙動の解明を

図る。

　燃料バケット牽引部材として現在ワイヤ

ー、ホイスト・チェーン、ローラー・チェー

ン、テープ等が使用されるがナトリウム付

着量と云う観点から昨年当所で実施した牽

引部材として、ローラーチェーンを用い允

場合のナトリウム付着状況の一例を図2－5－

12に示’した。

　　　　　　　　　　　　　（原崎発）◎
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図2－5－11　燃料移送設備の概念図
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2一レ2
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　オン交換樹脂の熱分解一」研究報告：276044（1977）
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　一焼却方法の基礎的検討一」研究報告＝73117（1974）

31．鈴木、小野「放射性固体廃棄物の焼却による滅容（その2）
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　一セルロース濾過材の乾溜条件の検討一」研究報告：275008（1976）
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　一フィルタ・スラッジおよび廃イオン交換樹脂焼却時の除染係

　数一」研究報告：280052（1981）

2一牛2
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担当⑳エネルギー・環境技術研究所原子力化学部　部長　黒沢辰雄

3一咽一1　緒論と結論

　原子力発電においては、軽水炉の安全性、

信頼性および稼動率の一層の向上をはかり、

優れた実用プラントの定着化技術の確立が、

重要な研究目標の一つである。この目標達

成には、先見性をもった自主技術開発によ

って推進することが必要である。

　これらの課題の中でも、安全性は基本に

かかわり今後とも止むことなき対応が必要

である。

　この安全問題のうち、当所としては電気

事業の要請の強い

1．原子力発電所サイト内における被ばく

　低減化

2、原子力発電所周辺地域住民の安全確保

　に関する課題

　を採り上げている。

　すなわち、原子力発電所内の放射能蓄積に

よる作業員の被ばく低減の問題は、最近、顕著

な改善がなされているが、なお、第三次軽水

炉標準化計画の中でも、主要課題の～つと

して採り上げられ、一層の対処が望まれて

いる。

　一方、原子炉施設周辺における住民の安

全確保のためには常に5ミリレム／年の線

量値以下を確認するための環境放射能の測

定、拡散予測評価について、さらに精細な

研究、開発が必要な情勢になりつつある。

　これらの課題への当所の対応は、ここ十

数年であるが、火力、水力発電あるいは環

境問題など各種の技術分野で長年培ってき

た研究ポテンシャルの原子力分野への継承

発展あるいは原子力特有の分野への新規投

入の形で研究を進め、成果を高めつつある。

研究の推進に当っては、電気事業のニーズ

の的確な把握、電力現場への適合および外

部諸機関の状況などを踏まえて、当所の分

担分野を次のように考えている。

1．評価技術、評価手法の改善、確立

2．新技術の可能性の探索、開発

　具体的に担当する課題は次の4つである。

1．放射能蓄積低減化と除染

2．作業環境安全（定検作業の遠隔操作化を

含む）

3．環境放射能測定、拡散予測

4．環境放射能生物影響

　1の課題は、当所で長年培って来た火力

発電における水化学の蓄積と新しい放射化

学の技術を融合させて、軽水炉の稼動当初

から電力要請に的確に対応し、クラッド発

生抑制、蓄積放射能解析などで多くの成果

を挙げ、ひきつづき、主要核種であるコパ

ルトー60の発生源対策、系統除染後の再蓄

積性評価などを主目標に今後数年をピークに

研究推進をはかる。

　2．の課題は、個人被ばく管理においては、

外部被ばく、内部被ばくの両面から線量評

価精度の向上、保護異などによる対処の点

で基礎研究の成果をベースに実機適用を進

めている。作業安全評価については、作業

環境ならびに労働安全の両面より人間工学

的な観点から、電力の要望に応えるととも

に、長期的な人間一機械の整合性の確立を

目指して研究を推進している。定検作業の

遠隔操作化については、キャビティ除染に

超音波技術の応用を考え、基礎検討を終

り、実用化が近い段階にある。

　3の課題については、環境部の極微量の

α線核種の測定法の開発による線量評価へ

の寄与から、今後はα、β核種を含めた総

合的な評価手法の確立をねらいとしている。

一方、原子力施設からの拡散予測は、当所

における風洞を用いた環境調査研究の手法、

成果をもとにした原子力分野への適用発展

であり、実用的な評価システムの設計を終

り、今後システムの汎用化をねらいとする。

　4．の課題は、今後の積極的な対応をはか

るべく、外部機関の状況と電気事業のニー

ズをもとに推進をはかっている。以下各課

題毎に詳細を述べる。

　　　　　　　　　　　　　（黒沢辰雄）

3－1－2　放射能蓄積抑制と除染

　原子力発電所では運転経過と共に、一次

冷却系配管・機器などの放射線量率が徐々

に上昇し、機器の保修・点検の際に、作業

員の放射線被ばくを増大させる恐れがある。

このため機器の信頼性を向上させると共に

線量率の低減化を図ることが強く要望され

ている。

　BWRの場合、線量率上昇は主に図3－1－1

のプロセスで進行するので、線量率を低減

化させるにはこのようなクラッドの発生、

移行、照射ならびに蓄積などのプロセスを

定：量的に把握し、各段階において適切な対

策を講じて行くことが肝要である。このよ

うな観点から当所では、放射化された腐食

生成物（クラッド）の燃料棒からの脱離を抑

制するための給復水系における腐食生成物

発生源対策ならびに放射能付着・蓄積抑制

対策に焦点を絞り、研究・開発を進めてい

る。
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　1．腐食生成物発生源対策

　BWRが営業運転に入った時に一次冷却

系における鉄クラッドならびにコバルトな

どの挙動を実機で調査し、鉄クラッドの主

要発生源は炭素鋼製の給水加熱器系配管と

復水器系、コバルトについてはステンレス

鋼製の給水加熱器管であることを明らかに

した。

　これらの鉄、コバルトは給水と共に原子

炉へ持込まれるが、炉内では沸騰伝熱して

いる燃料棒表面に優先的に堆積することを

実験室的に模擬燃料棒を用いて明らかにし

た。この堆積が放射化の主因である。また

燃料棒への鉄クラッド堆積量は図3－1－2の

ように運転時間と共に直線的に増加するが、

堆積量が数mg／c㎡に達すると見掛けの堆積

速度は急減し、堆積量が飽和に達すること

を見出した。このように見掛けの堆積速度

が急減少するのは燃料棒堆積クラッドの脱

離が起るためであることを突止めた。

　これらの結果より、放射化されたクラッ

ドの燃料棒からの脱離を低い値に抑制する

ためには燃料供用期間中のクラッド堆積量

を屈曲点における堆積量以下に制御するこ

とが必要であること、すなわちこの堆積量

が炉水中の放射性のクラッドを抑制するため

の“しきい値”であることを争い出した。

クラッド堆積量をしきい値以下に保持する

ためには給水中の鉄クラッド濃度を数ppb

以下に保持する必要があると試算された。

　一方、炭素鋼の腐食抑制には適量の酸素

が有効であるとの基礎データを基に、BWR

への適用をはかるため、電力会社と共同で

実機において野市水系への酸素注入試験を

行なった結果、平復水系における鉄クラッ

ドの発生をほぼ完全に抑制出来ることを実

証した。現在我が国のほとんどすべての

BWRでは酸素注入が実施されており、復

水脱塩装置からの漏洩の少ないプラントで

は1給水中の鉄クラッド濃度を前述の試算

値以下に保持することが出来るようになっ

た。さらに電力会社では起動時のクラッド

抑制対策も開発され原子炉周辺の放射線量

78

図3－1－1　BWR一次冷却系における腐食生成物の発生、放射化、蓄積モデル
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率の増加傾向が大巾に低減し、実験室的成

果が実証された。しかし改良標準化以前の

プラントで復水脱塩装置の性能が必ずしも

十分でないものもあり、今後は復水脱塩装

置の除鉄機構を究明し、その向上を図るこ

とが必要であろう。

　以上のように放射性クラッド抑制対策は

定着化されてきているが、今後長期的によ

り一層の低減化をはかるためには、さらに

60
boの抑制対策が重要な課題になってくる

と考えられる。給水加熱器系におけるコバ

ルト成分の腐食放出に対する水質因子の影

響については酸素注入法がコバルト成分の

発生抑制にも有効であることが見い出され

た。

　今後は炉周辺部ならびにコバルト合金製

弁部材料からのコバルト成分の腐食放出な

らびに炉心部におけるコバルト成分の挙動

を究明し、効果的なコバルト低減化対策の

開発に寄与すべく研究を推進している。

　以上のような放射性腐食生成物の発生源

における抑制対策は放射性廃棄物の低減に

もつながると考えられる。

　H．放射能蓄積挙動と除染

　炉心部で放射化された腐食生成物の一部

門、白水と共に炉周辺の機器・配管系を循

環し、付着蓄積するので、この蓄積の抑制

や除染技術の開発が必要である。これらの

研究開発は我が国でも電気事業、プラント

メーカならびに当所が協力して進められて

いるが、当所としては次の特徴的な成果を

あげている。

1．実機配管における放射性腐食生成物の蓄

　積実態の調査、解析

2．運開初期のような清浄なステンレス鋼表

　面への60Coの取り込みと蓄積

　1．については、実機配管から切り出した

試験片を用いてクラッドの堆積性状、放射

能分布などの調査解析を行なった。その結

果、クラッドには軟質（ソフトクラッド）と

硬質（ハードクラッド）があり、ソフトクラ

ッドはα一ヘマタイトを主体とする鉄成分

が大部分で組立に懸濁しているクラッドが

堆積したものである。また、ハードクラッ

ドはα一ヘマタイトとマグネタイトから成

る鉄成分が主体であり、配管母材のスチン

図3－1－3　BWR一次系配管における放射能分布

　　　　　　　　　　54　　　65

全放射能
分　　布

60
Co

冒…一一一u
　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　65
　　　　54　　　　　　　　Zn

核
蓮

誘

籍

Mn十　Zn　　　　　　　　　　　　　Mn
CP

60

bo
58

bo
60

bo
58

bo

陽／　ハードクラッド

＼58
Co

65
Zn

／

レス鋼の腐食生成物であることを確認した。

　配管堆積クラッド中の放射性核種は、60Co、

58bo、54Mn、65Znであり、全放射能のう

ち60～80％は半減期（5．3年）が長く、高エ

ネルギーの放射線を放出する60Coが占め、

次いで54Mnであった。このため、60Coは

空間線量率への影響が大きく、被ばく低減

化のための対象核種として最も重要なもの

である。放射性核種の分布については図

　　　　　　　　3－1－3のようにCoはハードクラッドに、

54
lnはソフトクラッドに多く存在するこ

とが見い出された。

　これらの結果より、配管系を除染し、蓄

積放射能を除去する場合、ソフトクラッド

のみの除去では除染係数は1．5止りであり、

これをさらに上げるにはハードクラッドを除

去しなければならない。このため、必要と

する除染係数に見合った除去法の開発が必

要である。なおクラッドを完全に除去した

後のステンレス鋼母材になお若干の60Coが

残存しており、母材中盤20μmまで浸透し

ていることを確認した。この浸透深さは運

転時間と共に深くなると予測されるので、

将来課題である廃炉除染技術に対しても重

要な知見となろう。

　2．については60Coを用い、オートクレー

ブで実験室的に検討した結果、ステンレス

鋼への60Coの蓄積速度と腐食速度との間に

は相関性があり、ステンレス鋼表面の腐食

生成物被膜の形成に伴って60Coが急速に取

り込まれることを明らかにした。また鉄酸

化物への60Coの蓄積性はマグネタイトが最

も大きく、α一ヘマタイト、コバルトフェ

ライト（Co　Fe204）と減少していくことが

患い出された。これにより実機配管において

マグネタイトを含むハードクラッドに60Co

が多いことが実験的にも裏づけられた。

　したがって、今後はループ式の実験装置

を用いて、表面被膜の形成と60Coの蓄積速

度との相関性を定量的に究明し、またこの

蓄積速度に及ぼす水質因子の影響を究明す
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る。これにより、プラント除染後の60Coの

再蓄積性を評価し、除染技術の確立に資す

ると共に、水質条件からの蓄積抑制対策を

探る。　　　　　　（富沢利、水野孝之）

3網一3作業環境安全

　今後の原子力の安全性に関する対象課題

は、機器と人間との接点、さらには人間中

の観点がより重要となり、原子力発電所の

運転・保守に関係する作業環境下において、

放射線被ばくに対する安全性と作業自身の

安全性を確保することと共に、機器システ

ムの安全性に影響を及ぼすような各種作業

についての人間面からの評価と質的向上を

はかることが必要とされる。

　当所においては、以上のような人間面か

らの安全性、すなわち、放射線被ばく低減

化、労働災害防止および施設災害防止の観

点から、原子力発電所の保修作業員、検査

作業員および運転員を対象として、「作業

環境安全」の研究を原子力発電所の運転・

保守に密着した立場から進めている。

　作業環境安全の研究は個人被ばく管理、

作業安全管理および定検作業の遠隔操作化

の3種に大別されている。個人被ばく管理

については、放射線環境、外部被ばく管理

および内部被ばく管理に細分している。ま

た、作業安全管理については、作業環境管

理および労働管理に細分し、定検作業の遠

隔操作化については、定検保孔作業および

供用期間中検査作業において探傷および除

染に超音波機器を用いる遠隔自動化により

構成されている。

　1．個人被ばく管理

　個人被ばく管理では、放射線作業環境に

おける放射線場と放射性ダスト等の性状を

時間的および空間的に的確に把握すること

が必要であり、また、被ばくを発生させる

線源の低減化をはかる環境のクリーン化が

不可欠となる。

　後者の環境のクリーン化については、各

種除染技術の向上や保修工法の改良が電力

メーカ、当所などで精力的に進められ、か
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なりの成果がみられつつある。一方、前者

の作業環境の的確な把握については、当所

では、これまで蓄積されてきた環境ガンマ

線計測技術および放射性エアロゾル粒度分

布計測技術を基にして、電力共通研究への

協力活働として、鋭意調査研究を進めてい

る。今後の方向としては、個人被ばくに直

結する作業エリア内の環境モニタリング技

法の開発および中性子線等に対する個人被

ばく監視技法の開発を進めて行く。次に、

外部被ばく管理のため線量評価用に用いら

れているフィルムバッヂ（FB）および熱蛍

光線量計（TLD）の適切な特性評価が必要

である。

　これらについては個人モニタ測定値と体

内の諸器管における線量当量の実際の分布

との関係を明らかにして、国際放射線防護

委員会IC：RP　1977年勧告の国内法令等への

取り入れに伴い導入されると考えられる実

効線量当量または線量当量指標について、

その現場管理への円滑な適用方向を見出す

ことが必要である。

　以上のような外部被ばく線量評価に関す

る調査研究については、当所は現在電力共

通研究への協力を行ない積極的な推進をは

かりつつあり、FBおよびTLDの各個人

モニタのエネルギー依存性、方向依存性な

どの諸特性調査、人体と等価なファントム

を用いる体内線量当量分布の調査などを進

めている。

　内部被ばく管理では放射性ダストなどの

吸入による体内放射能汚染を零にするため

に半面、全面、エアライン型などの各種呼

吸用保護具および密閉型、送風型、自給型

などの各種放射能防護服が適切に選択され

使用されている。

　各種呼吸用保護具については、これまで

保護具自身の放射能防護性能や作業性能に

関する基盤研究で得られた諸知見を基にし

て、現在は、電力共通研究などへの協力活

動として、現場作業環境を十分考慮した保

護具着用性能および保守管理手法について

の調査研究を進めている。

　また、放射能防護服については、防護服

着用下の生体負担特性および防護服気候特

性を解明するための室内実験を推進してお

り、防護服の適切な選択、使用および保守

管理に関する諸情報の集積を進めつつある。

　一方、原子力発電所の放射線管理では、

施設の入退短時における内部被ばくモニタ

リングとして、ホーールボディカウンタを用

いた体内放射能計測を実施している。

　当所においては、ホ一心ルボディカウンタ

による体内放射能計測を補佐することを目

的として、尿中放射能の簡便な迅速評価法

の検討を進めており、今後さらに原子力発

電所の実情に則したバイオアセイ法による

内部被ばく管理法について調査研究を行な

う予定である。

　H．作業安全管理

　原子力発電所の作業環境としては、温熱環

境や騒音環境などは他の一般産業と比較して

同等と見なされるが、放射線被ばく環境の特

殊条件が仏和されるため、相乗効果として作

業員への肉体的・精神的負担が高まってい

ると云われている。しかし、このような評

価は必ずしも定量的なものではなく、人間

工学的な作業環境の定量的な評価を行なう

ことが必要であると考えられる。

　現在発電所内の作業環境管理は強力に推

進されており、著しい改善がなされているが、

このような作業環境の改善効果を人間工学

的に定量評価するためには、図3－1－4に示

すアプローチによる労働強度の測定の利用

が考えられる。労働強度の指標となる量と

しては、従来、エネルギー代謝率RMR

（：Relative　Metabolic　Rate）が一般産業

において使用されている。当所においては、

このRMRについて、オンライン連続監視が

自∫能となるような技術開発を進めている。

　図3－1－5は、労働管理面からの作業安全

性に関する人間工学的なアプローチを図解

したものである。当所においては、同図の

ような人聞工学的アプローーチにおける生体

特性の計測技術の開発とデータ集積を進め

てきている。

　このような研究は、原子力発電所作業員



図3－1－4　労働の強さと適正な作業および休憩時間との関連性
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の生理的・心理的状態の変化を早期に把握

して、場合によっては休息あるいは交替な

どの適切な対策を講じることによって、作

業の安全を確保し作業能率や作業信頼性の

一層の向上をはかることを目的としており、

電力各社および医学専門機関との密接な連

携の下に当所の特徴のある研究ポテンシャ

ルおよび設備を駆使して研究の推進をはか

りつつある。

　皿．定検作業の遠隔操作化

　原子力発電所は年一回の定期検査が義務

づけられており4原子炉およびタービン発

電機などの保修・点検作業が実施される。

我が国のBWRとPWRの定期検査工程は、

一一ﾊには90～100日を要しているが短縮化

される方向にある。

　原子力発電所の定期検査における保修作

業の遠隔操作化は

　1．作業時被ばくの低減

2．作業の安全性、信頼性の向上

　3．作業の期間短縮と省力化

　などを目的としており、当所では、昭和48

　年以来、電力各社の定検期間を利用し、保

図3＋5　人間工学的観点からの作業安全性研究方向
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修作業の実態調査を重ね、保修作業の遠隔

操作化の研究開発に積極的に取り組んでき

た。

1．　超音波探傷作業の遠隔操作化

　定期検査では安全に係わる主要機器、原

子炉圧力容器・配管などの原子炉冷却材圧

力バウンダリの耐圧溶接部の健全性を確認

するため超音波探傷など非破壊検査手法に

よる供用期間中検査（ISI）が実施される。

　ISIは、放射線下での作業であるため、

検査の質的・量的な強化が、作業員被曝の

増加、検査期間の長期化をもたらす傾向に

ある。またISIで主として行なわれる超

音波探傷試験では検査員の技量・経験に依

存する面が少なくない。今後の原子力発電

所の増加を考えた場合、信頼性の向上のた

め、ISIの実施、検査結果の評価判定を

容易なものとする必要がある。

　当所では、原子力発電所におけるISI

の実態を調査するとともに、配管溶接部を

対象とする超音波探傷遠隔操作装置の試作

開発と、探傷信号のデータ処理方式の検討

を進めてきた。

　図3－1－6は当所で試作開発した直配管用

超音波探傷遠隔操作装置の例である。本装

置は外径200㎜～700回目の直配管溶接部の

遠隔探傷を可能とするもので、駆動部を2

分野型とし、ステンレス・チェーン・ベル

ト取付方式により作業者1名で現場の搬入

取付を容易に行なえるものである。このよ

うな装置により、作業時被ばくを半減でき

ることが試算されている。

　一方、超音波探傷データ評価のため計算

機によるデータ処理及び周波数スペクトル

法による欠陥判定評価の研究を続けており、

SCCや疲労割れなどの試験片によりデー

タ収集を進めている。

2．　燃料取扱プール壁面除染の遠隔操作化

　定検作業中に実施される核燃料交換の際、

燃料取扱プールに原子炉冷却系の水が張ら

れる。作業終了後プールは水抜きされる

が壁面には放射性物質が残留するため、プ

82

図3＋6　直配管用超音波探傷遠隔操作装置の概要
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ール壁面の除染作業が実施される。本除染

作業は現在では、主に人力によっているが、

作業には多くの人員と時間を要し、また原

子炉圧力容器上蓋組立に先立つクリティカ

ル・パス作業となっている。そのため作業

工期の短縮ならびに省力化のための遠隔操

作化が強く要望されている。（燃料取扱いプ

ール：PWRでは原子炉キャビティ、BWR

では原子炉ウエルと呼ばれる。）

　当所では、超音波除染の基本方式を提案

し、関西電力㈱と共同で超音波除染遠隔操

作装置の開発研究を進めて来た。本除染方

式は超音波振動子を内蔵した除染装置をプ

ール水中に浮べて、水抜きと同時に壁面に

沿って左右方向に交互に移動操作する。

　この左右の移動と水位の低下によって、

除染装置は壁面をジグザグ状に走査して側

壁面に超音波を照射し除染するものである。

　このような方式を基本とする遠隔操作装

置の試作開発を進め、所内実験や発電所で

の実証試験を重ね、改良を行なってきた。

図3－1－7に超音波除染遠隔操作装置（試作

2号機）を示す。本装置は昭和56年2月P

WR原子力発電所で除染実証試験により、

除染性能の確認を行ない、実用化の目途を

得た。本装置1台で除染できる範囲は12～

15m幅の壁面であり、3ループPWR原子

力発電所では、3ないし4台を使用するこ

とで全壁面の70～85％が水抜き完了までに

除染が可能である。これにより、キャビテ

ィ除染作業全体で工程が1～3日短縮でき、

特にRV組立までのクリティカル・パス作

業は1～2日短縮される。また、マンパワ

ーは％程度に減少し、被ばく量も同様に減

少する。さらに、遠隔操作化により高所で

の危険な作業を減らし、作業環境を改善で

きるなどの効果が期待される。

　現在、プラントでの運用面、施設面との関

連性を含めた装置設計の検討を行なっており、

電力会社での超音波除染実用化計画に寄与し

て行く計画である。

　　　　　　　　　（仲佐博裕、福本弘）



図3－1－7　燃料取扱プールでの超音波除染装置による作業

クレーン

原子炉圧力容器上蓋

9

タラッフ

ヨ

0

o

o

●

o

o

制御盤

操作オミックス

案

超音波除染装置

／

鼠

蜀

　陰＝で～．ζ～
　　1ρ一　　　　　　、

傷～つ7一
　びが　　

／／一ノこ
　　　いい

　　7　　　＿
〃／一～∫，

ドご｝ごンゴノ1

　　　　　駅　い
　　　　　　　　杁

　　し、一一へ
　　　　　　　　　　へ　　　＼、＼し、・ミ＿寒ミ1

　　　　　＼＼、　一　ぐこ『
　　　　へ　・さ＼ξ⊃
　　　　｝＼＼＼、　一り
　　　　、（　　＼へ　　㌧へ

　　　　　いへ　　　　　＼プ
　　　乃

　　　　　　、一＼　㌧ヘ

　　　　　ハ　　　＼へ
　　ψ　　　　　へ

。

　　　　ぬ　　　ぬ

　　　、

∫～1き懸二冤

一　6

？

超音波除染装置の拡大図

／　　　i碧～
^1四七　一　／、ここ＿、＿，！　　　　　　　　．　曹／一一ニン諺灘繊悔む　　＿一　　　　嚢

@　　　　　　　　　超音波振動子（可変角）

プールの水位

身
縮。1’

．

霧霧

前後進用スクリュー

｡行用スクリュー
　　　　　　　　　　　　　　箋

ｴ音波振動子

lll

電研レビューNO．3導83



　　　　環境放射能測定
3－1－4
　　　　拡散予測

　1．環境放射能測定

　当所における環境放射能測定関連研究に

ついては、昭和49年「極低レベル放射能測

定法」の研究題目設定とともに開始され、

現在に至っている。昭和50年には軽水炉か

らの放射能目標値として5ミリレム／年の

行政指導が行なわれるに至り、ますます測

定評価に関する研究の必要性が高まった。

　当所では第一段階として、上記目標値に

対する原子力施設の影響の有無を実測結果

により評価するための測定に関する基本条

件を昭和52年に提案した。この中で図3－1－8

に示す被ばく径路により5ミリレム／年の

線量当量を総合的に評価するために必要な

環境試料中放射能の濃縮分離方法および放

射能計測条件を明らかにした。本提案に基

づき、まず線量寄与の大きいγ線放出核種

のうち計測のためには放射能の濃縮分離前

処理を必要とするものとして海水中の放射

性マンガン、鉄、コバルト、等の分析方法、

放射性セシウムの分析方法を開発提案し、そ

の実用性を確認した。これら具体的提案

図3－1－8　被ばく径路モデル

署寛欄　』

原子力発電所

の中で牛乳中の極低レベル放射性ヨウ素の

分析法については科学技術庁放射能分析法

マニュアルに採用されている。

　現在海水以外の環境試料すなわち陸水、

土壌、食品中のγ線放出核種の分析法、な

らびに一般環境試料中のストロンチウムー90

などのβ線放出核種ならびにウランなどの

α線放出核種の分析法について検討中であ

る。

　環境放射線測定法に関しては、原子力施

設周辺の環境7線について天然放射性物質

によるバックグラウンドの時間変動要因と

内容を把握することなどにより、原子力施

設による影響を弁別評価する目的で研究を

すすめてきた。気中自然放射能自動モータ

の開発はこの一例である。

　皿．環境放射能拡散予測

　原子力発電所からの排ガス中には平常運

転時にも僅かながら放射能が含まれている。

当然ながら万が一事故が発生した場合には、

放射能の放出量の増加およびスタック以外

からの漏洩の恐れが考えられる。この平常

時、および各種事故時における放射能放出

量は原子炉の設計段階で推定計算が行なわ
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れるが、一旦、大気中に出たのち、それに

よって周辺住民が受ける被ばく線量は、地

域の気象条件、地形、居住分布などによっ

て異ってくる。この地域の特性を考慮し、

周辺住民が受ける被ばく線量を計算するた

めの大気拡散予測手法の研究を当所では昭

和40年頃から行なっている。従来、被ばく

線量予測計算は計画段階の安全解析の中で

行なわれ、現地での気象観測、および地形・

建物が拡散に与える影響を調べるための風

洞実験をベースに行なわれる。この予測計

算手法はここ10年程定着している。この風

洞実験手法と安全解析への実験結果の適用

法を当所で開発した関係上、現在も多くの

風洞実験の依頼を受けている。

　しかし、上記の予測手法が現在、一応決

められているものの、周辺住民の環境ある

いは安全に対する要請の高まりやプラント

の大容量化による新しい問題の派生により

常に予測手法の改良と精度向上が求められ

ている。これに対処するため、模型実験手

法については電力二二「安全解析のための

風洞実験の実施、評価に関する合理的手法

の確立」（55～57年度）を当所が中心で行な

っている。

　一方、TMI事故以来、事故時の防災対

策に関する研究の重要性が言われ、この関

係では次の2つの研究を行なっている。一

つは科学技術庁からの委託で行なっている

もので、原子力発電所を有する各自治体が、

防災計画を作成するのに必要な拡散に関す

るデータを提供するための風洞実験、およ

び線量計算である。もう一つは、電力会社

が現地で独自に環境線量を監視。予測する

ためのシステムの開発研究である。

　当所では図3－1－9のような構成の監視・

予測システムの開発を目標にこれに必要な

各種計算モデルの検討を行なっている。こ

の研究は特定の発電所を対象に進めており、

57年度中には、実用的なシステムの設計ま

で終了し、その後は他の地点にも適用でき

るようシステムの汎用化を行なっていく予

定である。

　　　（高木伸司、四方浩、仲佐博裕）



3－1－5　環境放射能生物影響

　環境放射能の生物影響に関する研究は、

生物の濃縮挙動に関する放射生態学的研究

と線量効果関係に関する研究に分けること

ができる。当所では、環境放射能の生物影

響に関する研究計画にもとづき、生物によ

る放射性核種の濃縮挙動に関する課題を主

に、実際的な線量評価に資するべく研究を

進めている。

　原子力施設より沿岸海域に放出される放

射性廃液中に含まれる極微量の放射性核種

の海上生物による濃縮挙動については、以

下の要因が影響を与えると考えられている。

すなわち、

1，生物側の要因としては、生物の種類、

成長段階、生理状態、食性および行動など

があり、

2．　環境側の要因としては、水温、塩分濃

度、共存元素、有機物（可溶態、粒子状）お

よび底質、

　などがある。

　放射性核種の物理化学的形態について、

一部の微量元素に見られる体内濃度の年変

動、季節変動は上記の諸要因が複雑にから

み合いながら作用した結果である。しかし、

個々の要因の寄与については未解明の部分

が少なくなく、今後フィールドを主体とし

てベースラインの変動に関するデータを蓄

積する必要があろう。

図3－1－9　事故時における原子力発電所周辺の環境線量監視・予測システムの構成
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　原時点における文献調査などの結果から

は次のように集約できる。

1．たとえば、ホンダワラ属の海藻は、同じ

　属に属する生物の中でも一部の安定元素

　（Mn、　Fe、　Coなど）の体内濃度に種間

　差があるなど、特定の海域の生物に対し

　て求めた濃縮係数がThompsonによる

　平均的な濃縮係数の値と異なる場合もあ

　る。

2．しかし、線量評価の目的からすれば、

　Thompsonの数値は十分安全側である。

　原子力施設周辺の住民に対する線量評価

は十分安全側で行なわれなければならない

が、個々の海域の実際に応じた数価を採る

方が合理的と言えよう。

　今後、当所ではベースラインの自然変動

の幅、並びにそれに対する前記諸要因の寄

与について、また、微量元素の体内濃度に

関して指標となる生物と食用生物との関係

について検討していく予定である。

　陸上植物を対象とした研究としては、関

西電力の協力を得て高浜発電所周辺でムラ

サキツユクサの野外実験を行なった。これ

は放射線感受性のきわめて高いムラサキツ

ユクサ（系統KU－7）雄蕊毛の糸による生物

学的モニタリングと、併行して行った放射

線計測器による物理学的モニタリングとの

間で施設周辺の環境放射能濃度変動の検出

能力の比較を行なうことを目的としたもの

で、その結果は次の通りである。

1．環境放射能に対する感度は放射線計測器

　の方がはるかに高い。

2，ムラサキツユクサ雄蕊毛で観察された変

　異細胞出現頻度の最低値と最高値の間に

　は2～3倍の開きがあったが、概ね、気

　温の変化に応じた変動を示した。

3．変異細胞出現頻度の変動は気温の変化を

　主に、気象要因が総体として作用した結

　果と考えられる。

　本実験で観察された変異細胞出現頻度の

変動は自然変動であり、一部で言われる突

然変異率の変動もこの範囲におさまるもの

が多い。　　　　　　　　（木元直也）●
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当⑳土木技術研究所構造部　次長高野博

3－2朔　緒論と結論

　格納容器は、通常運転時および事故時に

放射性物質の周辺環境への漏えいを防止す

るための原子力発電所における重要な安全

施設であり、その機能が重要な役割を果

したことはすでにアメリカThree　Mile

Islandの事故で実証済みである。格納容

器は、従来、我が国においては専ら鋼板を

用いて建設されてきたが、発電所の出力規

模の増大と事故時設計内圧の上昇に伴っ

て必然的に構造物が大型化するすう勢にあ

る。このため、厚さが4伽mを超えるような

厚板を使用しなければならず、現場焼鈍が

必要となることなど、溶接の信頼性ならび

に工費・工期の点でコンクリート製の格納

容器（CCVと略記）が有利であることが認

識されるようになってきた。

　CCVは、高張力鋼線によってコンクリ

ートにあらかじめ圧縮力を与え、事故時の

内圧や温度荷重に抵抗できるようにしたプ

レストレストコンクリート格納容器（PC

CVと略記）ならびに通常の鉄筋のみで補

強した鉄筋コンクリート格納容器（RCC

Vと略記）の2種類がある。諸外国ではす

でに100基を超えるCCVの建設実績があ

るが、我が国では発電所の出力規模が比較

的小さかったこと、耐震性についての安全

性が確証されていなかったこと、原子炉機

器メーカーのコンクリート構造物への関心

が薄かったこと等の要因が重なって、CCV

の実用化には諸外国に比べかなりの遅れを

とらざるを得なかった。

　しかし、我が国においても日本原子力発

電株式会社の敦賀2号PW：R炉においてP

CCVが採用されることがすでに決定され、

ようやくCCVの時代を迎えるに至った。

さらに、最近では、BW：R系電力各社によ

る改良型BWRの開発研究においてもRC

CVの適用が重要な位置を占めており、こ

れが安全性の改善ならびにコストダウンに

大きく寄与するものと期待されている。

　上述の情勢を踏まえ、通商産業省資源エ

ネルギー庁では、CCVに関する技術基準

の整備を図り、その実用化を促進すること

を目的とし、昭和50年4月「コンクリート

格納容器技術基準検討会」を発足させ、技

術基準の作成に着手した。本検討会には当

所も積極的に参画するとともに、110万kW級

の発電炉を対象としたPCCVおよび：RC

CVの試設計のとりまとめを行ない、昭和

52年7月に成案をみた技術基準第一次案策

定のための基礎資料を提供した。基準案の

作成に際しては、アメリカ機械学会指針

（ASME－Sectio捻¶，：Div－2）、ドイツ基

準等が参考に供されたが、CCVの地震力

に対する設計の基本的な考え方、熱応力

評価法、断面急変部の設計手法、内張り

ライナーの設計のフィロソフィー等に関

しては必ずしも明確な規定がなく、また規

定の根拠を明らかにすることはできなかっ

た。

　このため、検討会においては我が国独自

の研究の必要性が指摘された。これを受け

て通商産業省は、軽水炉技術の改良標準化

計画の一環として当所に技術基準確証のた

めの実験計画の作成を委託した。当所は、

技術基準確証実験検討会を設立し、所内外

の有識者の参加の下に実験計画を立案し、

電力会社、メーカーおよび主要建設会社の

協力を得て昭和53年度および昭和54年度の

2ケ年度にわたり、技術基準確証実験のと

りまとめを行なった。

　これらの実験研究の成果は、昭和54年の

11月に制定された第二次技術基準（案）に反

映され、地震力に対するCCVのせん断設

計、円筒二部と底版の境界部の面外せん断

設計、熱応力評価法等について我が国の国

情に見合った基準（案）の作成をみることが

できた。本技術基準確証実験は、昭和55年

3月、当所が実施した1／玉5縮尺PCCV

モデルの内圧、温度および水平力試験によ

って、PCCVが想定されるすべての荷重

条件においてその機能を損うことなく、健

全性を保持することを確証し、所期の目的

をほぼ達成することができた。

　上記の確証実験は、その後、昭和55年度

より通商産業省の実施することとなった耐

震安全コード改良試験事業における原子炉

建屋復元力特性試験計画の策定に有用な資

料を提供するとともに、A－BWR用RCCV

の開発研究を推進する上で一つの踏み台の

役割を果したといえよう。

　当所においては、上記基準確証実験の完

了に伴ない、さらにCCVの安全性の確証

とコストダウンを図ることを目的として、

昭和55年以降、擬似動的載荷装置、コンタ

り一ト高温多軸試験装置、耐衝撃試験装置

を設置し、鋭意研究を進めている。すなわ

ち、当所において昭和40年代の初期以来、

一歩一歩積み重ねてきたコンクリート材料

の高温度下における弾塑性的性質を解明す

るための実験研究の成果を基に、CCVの

応力解析精度の改善を図るため、現在、高

温多軸応力下でのコンクリートの強度変形

特性の法則を確立するための研究を行なつ
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ている。さらに、コンクリートのクリープ

現象については、その機構を究明し、クリ

ープ特性の理論的な予測を可能とすること

を目標としている。

　CCVの耐震性能の究明に関しては、円

筒モデルあるいはRCブロックについて地

震動による動的荷重を模擬iした動的破壊実

験を実施しており、地震応答解析手法の精

度向上をも合わせて、動的設計手法の合理

化に寄与しつつある。また、耐震性改善を

目的とした各種配筋方法の検討も行なって

いる。CCVの熱応力設計については、実

用計算上簡便な手法を提案するとともに、

実際の現象に即した剛性・ひびわれ幅の予

測手法の改善に努めている。

　今後は、A－BWR用RCCVの開発に関

する電力共通研究、国の耐震解析コード

改良計画等に歩調を合わせ、これを補完

するための研究を実施することを主眼に置き、

技術基準確証実験、材料特性試験、解析コ

ード開発研究等によって培われた当所のポ

テンシャルを有効に活用してゆく所存であ

る。さらに、近い将来、我が国においても

真剣に対応が迫られるであろうCCVの耐

衝撃問題についても、当所の設備を活用し

て実験研究を進める一方、EPRI等の外部

機関との連携を強化しつつ我が国の実情を

勘案しながら耐衝撃設計手法の合理化に資

してゆきたい。　　（高野博、青柳征夫）

　　　　コンクリート格納
3－2－2
　　　　容器の機能

　原子力発電所においては、炉心冷却材が

なくなる冷却材喪失事故のような万一の原

子炉圧力バウンダリーの破断に対して種々

の安全対策が講じられている。これらは、

緊急核反応停止のためのスクラム装置、非

常用炉心冷却系、余熱除去系等の複数の系

統設備で構成されている。

　さらに、破断口から放出される放射性物

質を含んだ高温高圧の蒸気を外部環境へ放

出しないように封じ込めておくために格納

容器が設けられる。格納容器の内部には事

故事の圧力と温度を降下させる目的で格納

一

図3－2－1　原子炉格納容器の分類 ≦ラ≦型　．（高圧型1

圧　力　抑　制 型

負　圧　格　納 型
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摯

容器スプレー系が設置されている。

　格納容器を、その格納方式、構造材料お

よび耐圧性に基づいて分類すれば、図3－2－1

のようになる。ドライ型は主としてPWR

に用いられており、この型には設計内圧が

4加／㎡を超えるものが多く、PCCVの

採用が多い。

　圧力抑制型は、サプレッションプールを

設けるBWRに用いられ、設計内圧が3．5

kg／面を下回るものが大部分を占め、コン

クリート構造とする場合、RCCVとなる

ことが多い。アイスコンデンサーを併設し

たPWRの格納容器も圧力抑制型の一種で

あるといえる。

　コンクリート構造の2重型には、内側に

PCCVを外側にRCCVを設けるフランス

の方式がある。

　負圧格納方式は、別に負圧にした格納容

器を準備しておき、事故時に圧力をこれに

逃がすCANDU炉の方式が相当する。

　CCVの設計を支配する荷重条件の基本

となるものは、事故時の内圧と温度条件で

ある。設計内圧は置型によって異なるが、

1～5気圧であり、設計温度は、技術基準

（案）によれば、CCVの一般部分で一時的

には175℃まで、また長期にわたっては90℃

以内に抑制するように規定している。我が

国やアメリカ西海岸のような地震地帯では、

CCVの耐震性が重要な設計荷重となる。

　我が国では、建設地点の過去の地震記録

と付近の断層の活動性から判断して定める

S1地震ならびに5万年に1回の確率をもっ

て発生すると予測される巨大地震およびマ

グニチュードが6．5の直下型地震をS2地震

として設計において考慮しなければならな

いことになっている。さらに、破断口より

噴出する水ジェットや、事故時パイプ破断

に伴う内部ミサイル、航空機の落下や竜巻
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によって運ばれる外部ミサイルによる衝撃

荷重などもCCVの構造型式や建設地点の

条件に応じて考慮しなければならない場合

もある。CCVのコンクリートや鋼材は、

これらの荷重の組み合わせとその発生頻度

に応じて与えられる許容応力度以内におさ

まるように設計される。さらに、CCVの

気密性を確保するために内張りされる厚さ

6～12皿の鋼板ライナーの設計に際しても

適切な荷重条件を考慮しなければならない。

　　　　　　　　　（高野博、青柳征夫）

3－2－3　適用の実績と将来展望

　諸外国においては、すでにかなりのCCV

の適用実績があり、計画段階のものも含め

るとその基数は200を超えている。表3－2－1

は、アメリカにおける昭和55年6月30日現

在の実績を示すもので、運転中、建設中お

よび発注済の軽水炉の格納容器172基のう

ちの34％がPCCV、28％がRCCVである

のに対し、鋼製格納容器は38％であって、

CCVが主流を占めていることがわかる。

　特に、PWRでは、圧倒的にCCVが多

く、全基数の73％がCCVで、鋼製のもの

は27％に過ぎない。

　一方、設計内圧別にみると、設計内圧

3．5kg／c㎡を境にして、これより低い圧力で

はRCCVが、またこれより高い圧力では、

PCCVの比率が多くなる。すなわち、炉

型別にみれば、PWRにはPCCV、　BWR

にはRCCVということができる。アメリ

カでのこれらの建設例を図3－2－2に示す。

　カナダにおいてもCANDU炉用としてす

表3－2－1アメリカにおける原子炉格納容器の炉型別・構造別基数

格　　納　　容　　器　　構　　造　　区　　分炉　　型

電気出力
iグロス万kW）

基数

プレストレストコンタり一ト製（PC） 鉄筋コンクリート製（RC） 鋼　　　製（S）

運転中 建設中 発注済 計 ，運転中 建設申 発注済 計 運転中 建設中 発注済 計

PWR

　　50未満

T0～80

W0～100

P00以上

4113363 26133

一1321 一一一4

271628

一164 一一814 一一一2

011420 232一

一一112 一一一3

23315

PWR合計 111 24 25 4 53 11 22 2 35 7 13 3 23

BWR

　　50未満

T0～80

W0～100

P00以上

481435

一一一一 一112 一一一一

0112

一一2一 一一’3．7 一一一2

0059 4785

一一一16 一一一3

47824

BWR合計 61 0 4 0 4 2 10 2 14 24 16 3 43

総　　　　計 172 24 29 4 57 13 32 4 49 31 29 6 66

図3－2－2　アメリカにおけるCCVの建設例

…囲

　　　偏平ドーム型　　　　　　　　半球ドーム型
（Crystal　River・3発電所）　　　　　（Trolan発電所）

　　　　　　　　　　PWR用PCCV

l　　l
h　　I

00

　　Mark　II

（Zimmer発電所）

口

　　Mark　III
（Grand　Gulf発電所）

BWR用RCCV
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でに10基のCCVが運転中であり、さらに

16基が建設中あるいは発注済である。カナ

ダでは、CANDU炉の設計内圧が低いこと

もあって、RCCVの建設基数が多い。

　ヨーロッパでCCVの採用に最も積極的

であるのはフランスであって、電気出力

90万kWの標準型PWR用としてすでに24

基のPCCVの建設実績がある。さらに、今

後建設される標準電気出力130万kWのPWR

には、内側をPCCVで、さらに外側にR

CCVを配置する二重格納容器（図3－2－3

参照）が建設されることになっており、そ

のうち4基はすでに建設中である。

　西ドイツでは、格納容器本体は鋼製であ

るが、外側を厚さ2篇のRC構造のドーム

で覆い外部ミサイルに対する防護対策とし

ている。さらに、スペインにおいてもフラ

ンスの技術によるPCCVが建設されてお

り、イギリスでは将来の標準型炉として予

定されているPWRにPCCVが採用され

ることになっている。

　その他、先進欧米諸国の援助の下に、イ

ンド、台湾、韓国、パキスタンなどでもC

CVの建設が進められている。

　ソ連をはじめとする共産圏諸国において

もCCVの採用に意欲的であり、電気出力

100万kWのPWRに適用され、さらに将来建

設される電気出力120万kWの高速増殖炉の

格納容器もPCCVとなるものと推測されて

いる。

　以上に述べたように、世界的なすう勢と

しては、炉型に係わりなく電気出力が100

万kWを超える発電炉とCCVは不可分の関

係にあると云っても過言ではないであろう。

我が国においては、敦賀2号炉をはじめと

し、PWR系電力各社のPCCV採用への

意向が強く、A－BWR用RCCVの開発と

合わせてCCV全盛時代の幕開けを迎えつ

つあるといえよう。

（高野博、青柳征夫）

図3－2－3 フランスのPWR用2重格納容器
（内側はPCCV、外側はRCCV、ライナー無し）

轡・

　』

@｝

∈

o卜
▼■司　　　　　　　　’

「＼

嗣

1

φ＝45

φ＝51

叫¶■願藤’

山
噛，

幾・、

∫煎、

1熱“
　　　．細

鉛　直　断　面　A－A

幣

懲繍噂

瀞

電研レビューNO．3　89



図3－2－4　プレストレスを導入した厚肉円筒容器モデル

鷲饗犀

3－2－4　当所における研究の実績

　1．コンクリートの材料特性と

　　　応力解析手法

　当所では昭和40年代の初期から昭和50年

代に至る約10年間にわたり、主としてガス

冷却炉に適用されるプレストレストコンク

リート製圧力容器を対象として、100℃以内

の高温度下におけるコンクリートの材料物

性の究明を目的とした研究を実施してきた。

　すなわち、高温度下におけるコンクリー

トの強度、弾性系数、クリープなどの力学

的性質ならびに熱特性値について実験的な

検討を行ない、これら物性値の温度依存性

を定量的に把握した上、RC部材による実

験的な検証を経て、原子炉用容器構造物の

応力・変形解析手法の精度向上に際しての有

用なデータを提供した。特にクリープ特性

については、現在でも信頼できる実験デー

タとして欧米の研究者によって引用される

など、高い評価を受けている。

　上述の実験によって得られた材料物性値

を入力とし、高温度の影響を受ける容器構

造物のクリープ解析手法を開発した。この

図3－2－5　厚肉PC円筒モデルのクリープひずみの解析値と実測値の比較の一例
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手法は、当所の独創的な考え方に基づいた

もので、温度勾配を与えた「はりモデル」

の試験ならびにプレストレスと内圧を与え

た円筒形容器構造物の1／10縮尺モデルの

長期クリープ試験結果と照合し、解析手法

の妥当性が確認された。

　図3－2－4は、円筒モデル試験の状況を、

また図3－2－5は、ひずみの計測結果を解析

値と比較して示したものである。本クリー

プ解析法は、敦賀2号炉PCCVの解析に

適用され、長期挙動の予測に役立てること

ができた。

　上述の研究によって培われたポテンシャ

ルは昭和50年代に入って本格的に実施され

ることとなったCCV関連の研究の礎とな

った。

　∬．CCV技術基準確証実験

　CCV第一次技術基準（案）の検討報告書

の指摘事項、すなわち、CCVのせん断設

計、熱応力設計およびライナーの設計手法

に関する実験的確証を行なうため、図3－2－6

の流れに基づく実験研究計画が策定された。

実験の概要および実施機関は、表3－2－2に

表3－2－2　CCV技術基準確証実験一覧（改良標準化報告書に記載されているもの）

示すとおりである。これらの実験研究にお

いては、電力会社、主要建設会社およびメ

ーカーの協力を得て当所が指導的な役割を

果した。以下に当所がとりまとめを行なっ

た研究成果を述べる。

1．　地震力による面内せん断に関する研究

　CCVの地震力によって生ずる水平せん

断力は、図3－2－7のように、主として地震

入力に対し90。および2700の位置を中心と

した斜線の部分で抵抗される。その基本

的な抵抗機構は建築構造物の耐震壁にお

実　　　験　　　項　　　目 試　　験’　体　　瀦　　元 試験体数 実施機関’実施年度

PC円筒・内圧ねじり加力実験 1）＝100、孟＝8、ん＝3000r100 11 関電、大林 53

面内
　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

oC円筒・内圧水平加力実験 1）＝150、　孟＝7、　ん＝1500r225

　　　　　●ﾖ電．
53

@　一せん

PC円筒・内圧水平加力実験 S＝1／30、1）＝120、　孟＝6、　ん＝107 6一 フジタ工業． 54

断に

RC円筒・内圧水平加力実験 Sニ＝1／25、1）ニ＝160、　言＝6、　ん＝160 7 53．54

関す

RC平板面内力載荷実験 面積：150×150、F10 30 電研、前田 53．54

る実

PCドーム付き円筒水平加力実験
S＝1／8、1）＝557、　置＝19、　ん＝808 1 関電、大林 54

験
一

PCドーム付き円筒内圧・温度・水平加力実験
S＝1／15、1）＝300、　オ＝12、　ん＝462

iドーム部含む）

1 電研、清水 54

匪 RC円筒基部面外せん断部分実験
S＝1／12、1）＝333、　診＝15、　ん＝150

@　　開角45．扇形モデル
6 立縞、清水 53

1ん　断

RC円筒基部面外せん断実験 S＝ユ／12、」Dニ333、　壼＝15、　ん＝150 2 電研、清水 54

に ．．

関す

RCブロックせん断実験 せん断面15×30および10×20 約300 電研、前田1 53

る実験

RCブロック実大断面せん断実験 実大せん断面1，150×57、D51鉄筋 8 住　　　金 54

熱 RCはり軸剛性評価実験 断面20×12．5、長さ380 6 電　　　研 53

応力

RCはり曲げ剛性試験 断面40×20、長さ380 21 電　　　研 53

評
価に関

ドーム付きRC円筒内圧・熱応力実験 S＝糸勺1／25、jD＝140、　f＝10 2 電研、竹中 53

する

RCはり温度勾配下曲げ剛性実験 断面40×20、長さ380 4 電　　　研 54

実験

RC円筒基部熱応力実験 S＝1／12、1）＝333、　孟＝15、　んニ150 1 電研、竹中 54

1ラ1 コンクリートブロック　高さ×幅＝50×30
にイ

ﾖナ
ｷ1

ライナーアンカーせん断試験 ライナープレート　6㎜or　9㎜
Aンカー山形鋼山75×75×6㌘山90×75×9

　　14 三菱重工 53

るア
実ン　ライナーアンカー引張試験
験力

コンクリートブロック
79×30×116．2

高さ×幅×長さ＝ 8 三菱重工 53

S　縮尺、D：内径（㎝）、孟壁厚（cm）、ゐ：円筒部高さ（cm）
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図3－2－6　技術基準（案）確証実験の流れ
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ｷる耐力と変形（面内せん断耐力、水

ｽ力に対する変形）

高?ｍＣ窒≠獅?要素の耐力と変形特性

iC．C．Vの配節法に関する研究）

ん塗魚X製「一

C．C．Vの面外せん

断に対する設計基

準（案）の検討

鉄筋コンクリートのせん断力伝達機構

内圧に対するC．C．Vの面外せん断耐力

温度応力による面外せん断耐力の評価

熱応力に対する剛

性評価とひびわれ

特性

鉄筋コンクリート部材の曲げ剛性およ

び軸剛性の評価

C．C．Vの全体挙動に及ぼす熱応力の影響

けるせん断力抵抗機構に類似したものであ

る。

　この機構については、表3－2－2の面内せ

ん断の問題として分類される7項目の実験

が行なわれた。円筒モデルの実験の場合に

限ってモデルの終局せん断耐力をプロット

した結果は、図3－2－8のとおりであって、

水平せん断応力のレベルの低いところでは、

いわゆる全補強式によって終局耐力を評価

すれば、1．5程度の安全率が確保されるが、

鉄筋およびPC鋼材の量をいくら増やして

もせん断耐力は5．25椰のあたりで頭打ち

となることがわかる。

　すなわち、設計上のせん断応力のレベル

は、安全率を1．5として見込めば、3．5～鷹

程度に設定できるものと考えられる。この

値は、アメリカ機械学会基準による限界値

2．25～贋δに比べかなり高い値である。ここ

で、Fcはkgf／c㎡単位であらわしたコンク

リートの圧縮強度である。さらに、主応力

方向と鉄筋の方向の間に大きなずれがある

と、耐力的には余裕があっても、変形が著

しく大きくなる場合のあることなどが明ら

かにされた。

　最後に、事故時内圧と同時に地震力が作

用する状態を想定し、1／15縮尺PCCV

モデルの破壊実験を行ない、このように発

生頻度の極めて低い荷重の組み合わせにお

いても関東大地震の2倍程度までの地震

に対し、PCCVがその機能を喪失するこ

となく荷重に耐えられることが実証された

（図3－2－9参照）。

図3－2－9　1／15縮尺PCCVモデルの破壊公開実験
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図3－2－7　地震荷重を受けるCCVの応力状態と抵抗機構
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2．　CCVの面外せん断耐力の評価

　CCVにおいて問題となる面外せん断は、

円筒壁と底版の境界部が一体となった剛結

構造であるために生ずる面外せん断力であ

って、この境界部を完全固定として弾性解

析を行なうと、内圧あるいは温度変化のよ

うな軸対称な荷重により著しいモーメント

とせん断力が集中し、断面設計上厄介な問

題となっている。

　しかし、この部分にひびわれが発生し、

回転が生ずるようになれば、断面力の集中

が緩和されることになる。面外せん断に関

連する実験的研究としては、表3－2－2に示

す7項目の実験が行なわれた。

　これらの実験の結果、基部の面外せん断

破壊は非常に起こり難く、たとえこの形態の

破壊が生じたとしても円周方向鉄筋が降伏

した後に生じ、この鉄筋が面外せん断耐力

の増加に大きく寄与することが認められた。

　また、RCブロックによる多数のせん断

強度試験が行なわれ、せん断強度の限界値

が円筒モデルの水平せん断耐力試験によっ

て得られた値5．25～腕とほぼ同等となるこ

とが確かめられた。上述の部材実験の結果

をも勘案すれば、面外せん断耐力について

は、とくに当初問題とされる程重要視する

必要がないことが確かめられ、この趣旨を

技術基準に反映させることができた。

τu　　　 Fc一3．5

10．0

（内圧0、鉄筋比1．8％）

ウェブ部せん断圧縮破壊

全補強式τ。＝P’ψゐッ

　　τ。：終局せん断応力度（kg／c㎡）

　　　　　　　　　2Q。
　　水平加力＝一門一

Q。：最大水平力（kg）

、4。：円筒水平断面積（c㎡）

ねじり加力＝1瞼／｛（4。3－4～）π｝

Mf：最大ねじりモーメント（kg・cm）

4。：円筒外径（c皿）

4ゴ：円筒内径（cm）

P’ψ＝P”（1一ひρ／ノ；ッ）：有効せん断鉄筋比

σρ：内圧およびプレストレスによる膜応力の和

　　（kg／c㎡，引張を正，圧縮を負とする）

Pがウェブ部鉄筋比

為：鉄筋の降伏点（kg／c①

Fバコンクリートの圧縮強度
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図3－2－10鉄筋コンクリートはりの平均曲げ剛性に関する実験結果
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3．　CCVの熱応力評価

　CCVの熱応力評価に関連する実験研究

としては、表3－2－2に示した6項目の実験

が行なわれた。

　まず、同時に存在する熱応力がCCVの

内圧に対する耐力に及ぼす影響を検討する

ため、縮尺1／20のRCCVモデル2体を

作製し、1体を内圧のみで、また他の1体

を温度応力を与えた状態で内圧によって破

壊させた。

　実験の結果、鉄筋降伏時の内圧ならびに

破壊内圧が二つのモデルにおいてほとんど

相違なく、耐力の終局限界状態の検討を行

なう技術基準（案）による荷重状態IVにお

いて熱応力を無視してよいとしている規定

が妥当であることを確かめることができた。

　また、使用時の荷重状態での熱応力評価

方法の検討を行なうため、はりの単純曲げ

試験ならびに温度勾配下での曲げ試験を実

施し、モーメントと曲率の関係から剛性残

存率を求め、図3－2－10のような結果を得た。

　これらの実験結果より、運転開始前の試

験時および通常運転時に相当する荷重状態

1、IIでの鉄筋の許容応力度2，000kgf／（㎡

以内では曲げに対する剛性が全断面有効時

の1／2以下に、また、冷却材喪失事故または

S1地震に相当する荷重状態皿での鉄筋の許

容応力である降伏点以内では1／3以内に低

減していることが明らかにされた。

　これらの結果は、技術基準（案）の規定を

裏付けるものであった。

　　　　　　　　　（高野博、青柳征夫）

　　　　　当所における
3－2－5
　　　　今後の研究方針

　CCV技術基準確証実験は、所期の成果

を得てその目的を達することができたが、

本実験研究によって得られたデータの検討

をさらに詳細に行ない、工学的に有用な知

見の蓄積に努めたい。また、A－BWR用

RCCVの開発研究、原子炉建屋復元力特

性試験などの外部プロジェクト研究とも積

極的に連携を保ち、我が国の技術レベルの

向上に貢献してゆきたい。

　当所のCCVに関する研究計画のフロー

の概要を示せば、図3－2－11のとおりである。

とくに当所が今後重点を置く研究課題を列

挙すれば以下のとおりである。

1．　地震荷重に対するCCVの動的応答性

　状と動的終局耐力の究明

2，CCVの内外ミサイルに対する耐衝撃

　性状の検討

3．　CCVの温度荷重に対する設計手法の

　合理化の推進

4．　開口部および断面急変部の応力集中予

　測手法の確立

　　　　　　　　（高野博、青柳征夫）●
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図3－2－11　CCVに関する研究計画の流れ
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↓

←

←

理
論
的
ア
ブ
ロ

1

チ

実物大部材実験または実構造物での実測結果

に基づくひびわれ巾ならびに剛性の評価

←

←

材
料
レ

ベ
ル

鉄筋とコンクリートの間の付着・すべり特性

に基づくRC部材の曲げ・軸剛性とひびわれ巾

の算定式

CCVを対象とする熱応力設計の手順の確立と

実用計算図表の整備

一［

←

構
造
レ

ベ
ル

高速荷重下の鋼材およびコンクリート材料の

構成方程式

高速荷重下の鉄筋、ライナおよびコンクリー

トの複合材料特性

構造部材の衝撃応答と耐力

←
CCVの耐衝撃実用設計法
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当⑳経済研究所副所長　　矢島昭

3－3一雪　緒論と結論

　原子力開発は、時間的にも空間的にも非

常に大きな拡がりをもち、またそこに含ま

れる科学、工学の分野も極めて広範である。

　時間的には、技術開発上のリードタイム

や立地にともなうタイムラグは別としても、

開発からデコミッショニング（廃炉）まで、

さらに廃棄物処分までに要する期間は1世

代を遥かに越えるもので、これは通常の経

済計算の対象となる時間的尺度を大きく上

まわる長さである。このことから、たとえ

ば、現時点においては正確に見積ることの

できないデコミッショニング費用のような

ものを、各時点の需要家の間にどのように

配分するか、など、世代間の負担の公平と

いう困難な問題が随所に介入してくること

になる。

　空間的な拡がりとしては、原子力あ開発

が単に個別の発電所立地地点の問題にとど

まらず、核燃料サイクル全般についての、

広域的ないし国民的な合意に関する問題と

して捕えなければならない。さらに、核

燃料サイクルは、核不拡散政策などとの絡

みで、常に国際政治の力関係を反映してい

ることから、核燃料サイクルに関する組織

や運用といった制度面の課題は、どうして

も国際的な、ないしは多国間の視点から検

討しなければならない。2－2節で述べた

「太平洋ベースン使用済燃料暫定貯蔵構想」

などがその典型例である。

　原子力開発を推進するためには、原子力

発電および核燃料サイクルに関する技術的

諸問題の解明とあわせて、経済・社会・法

律などを含む広い視野からの長期戦略の確

立が不可欠である。このような観点から、

当所では、エネルギー全体の需給からみた

原子力発電の位置づけ、エネルギーに関す

る国民的合意形成の一環としての原子力開

発、原子力に特有の、バックエンドの費用

や規制に関する諸問題などについて、マク

ロ的な立場から検討を行なっている。

　もちろん、この種の問題についての調査

研究は、そこから直ちに万人が納得する一

義的な解答が引き出されるわけではない。

現に、原子力分野における内外の諸機関で

も類似の調査研究が実施されている。これ

らの調査研究の成果に、当所独自の研究成

果を積み重ねることによって、徐徐に結果

の説得力を増して行くことができる、とい

う性質のものと考えるべきであろう。

　本節では、これまでに実施した研究課題

のうち、

　玉．原子力開発や施設立地に関するパブ

　　　リック・アクセプタンス、

　∬．核燃料サイクル計画、

　皿．デコミッショニングに関する制度面

　　　の諸問題、

　IV．海外の原子力発電関係の法・行政、

について検討結果を概観し、今後の課題を

展望する。

　　　原子力発電のパブリック・
　1。
　　　アクセプタンス

　欧米諸国のパブリック・アクセプタンス

施策や制度の事例調査、電気事業の行なう

広聴活動、緊急時対策計画などの事例調査

の結果から我が国の場合、

　1．政府が一般公衆を対象としてナショナ

ル・コンセンサスを得ようとする際には、

原子力技術の日本社会への定着化の過程を

分析する必要があること、

　2．電気事業者が地元住民を対象として原

子力立地の地元了解を得ようとする際には、

サイト周辺地域の社会アセスメントを実施

する必要があること、

　がわかる。

　1．については、新聞・雑誌などのマス・

メディアの分析、反原子力キャンペーンの

行動科学的分析、原子力技術に関するデル

ファイ調査などによれば、我が国における

その定着度は未だ十分とは言えない。さらに

2．についても、環境影響評価および社会影

響評価とも実際的な評価方法が確立してお

らず、今後、一般的な立地・地元対応策の

一環として、方法論開発に多くの課題を残

している。立地の地域経済に及ぼすプラス

の効果を測定する計量モデルの開発により、

経済効果の事前評価が可能になりつつある

が、その説得力を強めるために、今後より

多くの事例に適用してモデルの汎用性を高

める作業を積み重ねたい。

　U．核燃料サイクル

　核燃料サイクルから見た原子力長期戦略

の分析は、システムの基本特性を理論的に

描きだし、シミュレーション・モデルによ

って具体的、現実的な条件を検討する。濃

縮計画、再処理計画などが、炉型戦略と同

等の重要性を持つ、というのがこのモデル

の基礎にある考え方である。関連研究とし

て、トリウム・サイクルの位置づけ、軽水

炉へのプルトニウム利用（いわゆるプルサ

ーマル）に関する経済性評価および政策的

検討を実施している。とくに後者はポスト

INFCE（国際核燃料サイクル評価）の展開

と絡んで、最近再び注目を浴びつつある問

題であり、今後さらにフォローアップする
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必要が生じるであろう。

　バックエンドに関する制度面の課題はこ

の他にも数多い。中でも各種の国際的核燃

料サイクル事業の組織、資金調達、運営を

世界の核政策の動向との調和をはかりつつ

進めて行くための手続きや、IAEA（国際

原子力機関）の保障措置体制とその国内原

子力諸施設への適用に関する総合研究など

が、遠からず具体的な検討対象となろう。

　原子力発電コストの総合評価も重要な関

連研究のひとつである。これまでに各種設

備別発電コストの経年的変化を計算する電

源計画モデルを開発しているが、今後さら

に火力燃料の細分化、原子力の全バックエ

ンド費用の推定などを加えてモデルを拡充

し、周辺条件の変化を機動的におり込みつ

つ、長期コストの試算を行ない、コスト面

での原子力発電の優位性を実証する一助と

したい。

　斑．廃炉に関する法規制と資金調達

　我が国におけるこれまでの廃炉研究は諸

外国文献の調査が主であったし、また、ど

ちらかと言うと、廃炉技術方式の評価、廃

炉作業に係る安全性、放射能インベントリー

（残存量）の評価、廃炉コストの推定など、技

術的側面の検討が先行してきた。しかし最近

では、廃炉費用の推定値が急速に増加し、そ

の調査が事業会計上、大きな問題となりそう

なこと、また我が国でも15～6年後には廃炉

が現実化するというスケジュールをふまえ

てJ：PDR（動力試験炉）のデコミッショニ

ング計画が発足するなどの具体的な動きが

あり、それに対応して通産省その他におい

ても廃炉に関する法規制や資金調達方式と

いった制度面での検討が開始されている。

　当所でも、米英独仏その他の経験につい

ての文献調査を通じて、我が国の法規制の

枠組みをどのように改定すべきか、また我

が国に適した資金調達方式はどのようなも

のか、を探ってきた。具体的な結論はもち

ろん未だ出ていないが、検討過程で浮び上

ってきた定性的な問題点としては、一般的

適用性をもつ明確な廃炉規制体系の必要性、

廃棄物に関するいわゆる「裾切り」規準設

定の重要性、資金手当の確実性を保証する

要件としての廃炉費用の早急な料金化の要

請などを列挙することができよう。

　今後の検討課題としては、我が国の立地

条件に即して最も望ましい廃炉方式を技術

分野の研究と協力しつつ選定すること、前

項でのべた原子力発電コストの総合評価に

関連して、廃炉費用の見積りとその経費化

についてのモデル的な試算を行なうこと、

などがある。

　　　諸外国における
　IV．

　　　原子力発電の法と行政

　原子力開発の法・行政について、当所で

は欧米諸国に対する文献・実地調査を継続

してきた。調査対象は原子力に関する法令、

判例、訴訟、行政、反対運動などであり、

新しい展開が生ずる都度、最新の情報を

紹介論評する、という形で調査を進めてき

た。調査結果のうち、公式報告書にとりま

とめたものは多くないが、その背景には膨

大な内部資料の蓄積がある。

　米仏における政権交替を経て、各国の原

子力政策が今後どのように推移するかは、

我が国にも直接影響する問題である。本節

では、欧米における比較的最近の動向を事

例として原子力法・行政面の論点を整理し

た。　　　　　　　　　　　　（矢島昭）

　　　　原子力開発のパブリック・
3－3－2
　　　　　アクセプタンス

　原子力開発のパブリック・アクセプタン

ス（PA）は、究極には原子力という技術に

対する一般公衆または地元住民の理解の深

さと信頼の高さによって決まる。そして理

解度が現状において低レベルに留まってい

るならばそれを高め、又、信頼度がマイナ

ス方向であるならばそれをプラス方向に転

化させる諸方策が、いわゆるPA施策であ

る。米国、西ドイツ、フランス、イギリス等

の欧米諸国のPA施策の事例調査結果によ

れば、PA施策は、実施主体が政府か電気

事業者かによって二通りの施策群に区分で

きる。その一つは、政府が原子力開発を進

め、あるいはそれを規制するという目的で、

公聴会や公開ヒアリング、安全審査や環境

審査への意見具申、あるいは公文書閲覧室

等での情報公開などの制度を用いて一般公

衆の合意（ナショナル・コンセンサス）を求

めていくといったものであり、他の一つは、

電気事業者等の原子力開発の事業主体が、

諸種の原子力施設を建設し、あるいは運転

していくために、地元住民に対し様々な働

きかけを行ない、又、地元との協調関係を

保持していくことによって、立地に関し地

元の了解を取りつけていくといったもので

ある。

　また海外、特に米国のPA制度について

は、平常時のパブリック・リレーションズ

活動および緊急時の防災対策計画の実態調

査が行なわれている。

　米国電気事業者のパブリック・リレーシ

ョンズ、特に広聴活動、プレス対策、パブ

リシティ等の調査によると、原子力関連の

パブリック・リレーションズ活動は、米国

の場合、単に技術的安全性を強調するにとど

まらず、需要家対策を含めた料金問題と連

動させて説明したり、あるいはエネルギー

源確保の多様性、省エネルギー、再生可能

エネルギー（我が国でいうローカル・エネ

ルギー）等、エネルギー問題全体の中で原

子力を位置づけたりしている　　といった

特徴を有することが分る。

　米国における原子力発電所の緊急時対策

計画に関する調査によると、オン・サイト

（敷地内）については電気事業者が、また、

オフ・サイト（敷地外）については州政府が

それぞれ計画策定と実施の責任を分担して

いること、そしてこのうち、電気事業者に

よるオンサイト計画は、NRC（原子力

規制委員会）の運転認可発行の一つの要件

となっており、従って、TMI事故時にも十

分な効果を上げうるほどの充実した内容を

有していること、しかし州政府のオフ・サ

イト計画については、原子力発電所の立地
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州の大部分がTMI事故発生当時、計画さ

え有していない実情にあったこと、このた

め、TMI事故を契機として計画能力の強化、

計画実施に必要な資金、人員の補充が極め

て緊要な課題となったこと一などが明ら

かになった。

　こういつた欧米諸国のPA施策、制度の

我が国への適用については、政府が一般公

衆を対象としてナショナル・コンセンサス

を得ようとする場合は、原子力技術の日本

社会への定着化の過程を分析する必要があ

り、又、電気事業者が地元住民を対象とし

て原子力立地の地元了解を得ようとする場

合は、サイト周辺地域の社会アセスメント

を実施する必要がある

　前者の技術と社会の関連構造分析として

は、新聞、雑誌等のマス・メディアを対象

とした定量的分析、住民運動団体の反原子

力キャンペーン及び政府その他各種団体の

広報活動に対する行動科学的分析、そして

原子力技術に関する専門家へのデルファイ

調査、などがある。

　これらの調査結果が共通して語っている

点は、我が国の場合、原子力という技術は

未だ社会に十分定着したとは言えない、と

いう事実である。巨大科学、新技術がある

社会に定着するということは、結局、人々

が今さらそのつど意識しなくてもすむほど

に密接な形で、そういった技術が、人々の

生活水準の向上に貢献するようになること

である。すなわち原子力発電に関しては、技

術的安全性は確立されていても、社会的

安全性は十分確立されているとは言えない

のである。

　次に後者の原子力施設立地に対する地域

社会アセスメントについてのべる。

　原子力施設立地の政治的、社会的、文化

的な受入れ可能性を判断する方法としては、

社会環境部門の環境影響評価（EA）手法か

ら発展したものと、いわゆるテクノロジー・

アセスメント（TA）の社会的側面を対象と

したものをベースに開発されたものとがあ

る。
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　前者のEA手法においては、未だ評価

法が開発されておらず、また、後者のTA

手法については、これを実際に適用した

事例研究が未だ行なわれておらず、これ

らは、今後の研究課題として残されてい

る。

　また、発電所立地による立地地域に及ぼ

す社会的経済的影響を予測、評価することは、

立地を進める上できわめて重要な意味を持

つ。すなわち、立地による地元地域への影

響を、事前に定量的に把握することによっ

て、地元住民や自治体が立地によってもた

らされる効果を具体的に理解し、地元合意

形成の推進に有効に作用すると考えられる。

　当所では発電所立地地点の地元地域の実

際の経済データを用いて、計量経済学的手

法を用いた発電所立地の影響に関するパイ

ロット・モデルを開発した。それによって、

原子力発電所の立地により、地元地域の人

口、就業者数、財政規模や生産所得などが

どの程度、増大するかを定量的に測定する

ことが可能となった。　　　（根本和泰）

3－3－3　核燃料サイクル

　核燃料サイクルにはシステムとして重要

な特徴が数多く備わっている。核燃料サイ

クルの各プロセスは核燃料の流れを介して

相互に結びつけられ、更にプルトニウムと

かトリウムサイクルの場合の233Uなど核燃料

の生産と消費が同一の系内で行なわれる

ためその量的バランスにより異時点間の核

燃料サイクルにも相互関係が生じる。また、

核燃料サイクルはその構成に多様性がある

ので開発目標の選択の巾が広く、かつ各プ

ロセスの経済規模が大きいのでその開発計

画は長期的視点からの考察を必要とする。

当所ではこのような視点から核燃料サイク

ルからみた原子力長期戦略の分析、トリウ

ムサイクルの核燃料サイクル解析、軽水炉

へのプルトニウム利用、原子力開発の長期

的経済性評価、等の研究を行なっている。

　核燃料サイクルからみた原子力長期戦略

の分析では、システムの基本特性を描き出

すことを目的とした理論的アプローチと、

具体的でより現実的な条件を考慮したモデ

ルを用いた数値シミレーションを行ない、

両者を比較している。

　核燃料サイクルの相互制約の分析は、原

子炉中心的な分析の欠陥、つまり原子炉型

さえ決めれば核燃料サイクルの他の局面は

自ら調和的に付随してくるという仮定の不

都合、を補う意味がある。この分析では核

燃料サイクルの様々な局面、つまり濃縮計

画、再処理計画などが、炉型戦略と同等の

重要性をもっていると考えて、それらをシ

ミュレーションモデルの中に取り込んでい

る。具体的には、軽水炉から高速増殖炉へ

と遷移する系を基礎にして再処理計画の他

部門におよぼす長期的制約効果、濃縮容量

不足に対する諸対塔策（プルサーマル、濃

縮工場建設、重水炉導入等）の効果などを

分析している。

　現在軽水炉一高速炉路線として開発が

進められているウラン・プルトニウムサイ

クルと比較して、トリウムサイクルに関す

る研究は乏しく、特に包括的なシステム分

析による長期戦略の検討はほとんどなされ

ていないのが現状である。

　トリウムサイクルの解析は、今まで分散

的に主張されていたトリウムサイクル開発

の方向を体系的に整理し、核燃料サイクル

解析の手法を用いることで分析に統一性を

与えようと試みたものである。トリウムサ

イクルの役割は、

　1．ウランサイクルの補完系としてのトリ

　　ゥムサイクル、

　2。熱増殖炉システムとしてのトリウムサ

　　イクル、

　　　ヨヨ
　3．U生産系と利用系の“共生システム”

　　としてのトリウムサイクル、

の3つの機能に分類して分析されている。

　軽水炉内で生成されたプルトニウムを再

処理、分離した後、再び軽水炉の燃料とし

て再利用するいわゆるプルトニウム・リサ

イクルの問題はかなり古くから検討されて

きた問題であるが、近年再び注目を浴びる

ようになった。プルトニウムは高速増殖炉

用燃料として利用することが最適であるこ

とはいうまでもない。したがって、軽水炉

の使用済燃料中に生成されるプルトニウム

は、そのままの形で、あるいは再処理分離し

て、高速増殖炉の実用化の時期まで貯蔵し

ておくほうがよいという議論がある。

　一方高速増殖炉の実用化時期の不確実さ

を考えると、プルトニウムを軽水炉でリサ

イクル使用する技術を、高速増殖炉の実用

化時期がもしも予想よりかなり遅れた場合

のウラン資源節約の手段として、また濃縮

のための分離作業能力の不足をカバーする

ための方策として、できるかぎり早期に確

立しておく必要があるという議論もある。

さらに軽水炉でのプルトニウム・リサイク

ルの技術は、将来の高速炉におけるプルト

ニウムの取り扱い技術の習熟のためにもき

わめて効果的であるという。

　軽水炉へのプルトニウム利用の分析では、

経済性の評価を行なうと同時に、とくに実

証試験から本格利用への展開における政策

上の配慮、ポストINFCE（国際核燃料サ

イクル評価）におけるプルトニウム利用の

動向、プルトニウムの物量バランスからみ

たプルトニウムの軽水炉利用の位置付け、

プルトニウム価値などについて考察を加え

ている。さらに、プルトニウム・リサイク

ルの経済性に最も大きな影響を与えると思

われる混合酸化物燃料の加工コストについ

ては、加工施設の概念設計にもとづいたや

や詳細な評価を行なっている。

　原子力開発の長期経済性評価では原子力

を中心として、電源計画最適化モデルを用

いて、発電コスト構成要因の経年的変化と

電力供給コストへの影響を分析している。

西暦2000年に至るまでの各年次について、

一電力会社の全発電設備を対象に、発電コ

ストの経奪的変化を、需要規模、電源構成、

核燃料コスト水準に対応させ、定：量的分析

を行なっている。

　中東の政情を反映した石油供給力低下の

見通しや、世界的な原子力発電所立地難な

どに見るように、供給力確保という意味で、

今日の電気事業はきわめて困難な局而に立

たされている。かってのように発電用燃料
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確保が容易で、電源立地も比較的困難でな

かった時代には、電力の供給コスト最小化

を目途に電源開発計画や運転計画を構成す

ることは可能であったが、今日の電力供給

をめぐる多くの不確実条件下で、発電コス

トと電源構成の選択の関係を問うことは、

必ずしも容易でない。この調査研究は、我

が国の長期エネルギー需給バランスの中で

の原子力開発の位置づけを的確に行なうた

あに行なったものである。　（斉藤雄志）

　　　　廃炉に関する
3－3－4
　　　　法規制と資金調達

　原子炉あるいは核燃料サイクル施設はそ

の使命・目的を終了した後、停止、封じ込

め、解体・撤去などの措置がとられる。こ

れを原子力施設のデコミッショニング（発

電所の場合を以下「廃炉」）と呼ぶ。

　米、英、仏では、1960年以来、すでにか

なりの数の廃炉の経験があるが、この問題

に対する関心が強まったのは、第一次石油

危機前後のことである。王AEA（国際原子

力機関）が1973年にコンサルタント会議を

開き、デコミッショニングに関する国際協

力の実施を決めた後、1975年に第1回、工977

年に第2回の技術委員会が、1978年には「原

子力施設のデコミッショニングに関する国

際シンポジウム」が開催され、体系的な廃

炉技術開発に対する関心が本格化した。

　我が困でも、廃炉技術方式の評価、廃炉

作業に係る安全性、放射能インベントリー

（残存量）の評価、廃炉コストの推定など、

技術的側面の検討が先行していたが、最近

は資金調達や法規制など制度面の問題も、

通商産業省、民間諸機関で検討されるよう

になった。この小節では、諸外国の廃炉に

関する法規制と資金調達方式について調査

した結果をのべる。

　1．・法規制

　まず米国は、10CFR50．（Code　of　Fe－

deral　Regulations，　Title　10－Energy，

Chapter　I－Nuclear　Regulatory　Com－

mission，　Section　50，）の各号に、資金的

100

適格性、認可終了のための申請、施設解

体と機器の処分方法の指示、（再処理工場

の）設計・計画段階からのデコミッショ

ニングへの配慮と資金的能力、所有のみ

認可への変更、などについての規定がある。

原子炉の運転認可の終結について規定する

規制指針（Regulatory　Guide）1．86は、

上の条項を受けた細則的なもので、廃炉の

作業ステップと規制上の手続等について記

述している。これによると、容認される廃

炉方式としては1密閉管理、2遮蔽隔離、

3解体撤去、4．他のシステムへの転換、が

ある。1．、2の場合は所有のみ認可のもと

で施設を長期間にわたって保守管理するこ

とが必要であり、3．の場合は敷地の無制限

再利用が可能である。

　米国の法規制は、現状では他国に比べて

非常によく整備されてはいるが、廃炉に関

する要件と指針は部分的にしかカバーされ

ていない。N：RC（原子力規制委員会）は、

バッテル研究所に現行法規の見直しと分析

を委託するなど、必要な法改正の準備を進

めている。

　西独では、原子力斜壁7条3項、同9a

条、安全基準、原子力法手続令、損害賠償

措置令、放射線防護令などに廃炉に関し特

別な規定がある。これらにより実施されて

いる規制も必ずしも包括的な体系を有する

わけではないが、近く実施されるであろう

原子力法改正で、廃炉に適した構造と資金

手当が義務づけられることになると思われ、

これにより西独における廃炉関係規制は大

枠として整備されたものとなろう。

　他の原子力先進国、たとえばフランスに

おいては、廃炉に関する特別な規定は存在

せず、原子力施設の運転のためにつくられ

た条項が準用されている。これらの条項は、

許認可当局に広範な自由載量の余地を与え

る可能性があり、またその適用により解釈

上の問題を生じ、あるいは一般的な規制体

系との間に矛盾を生ずることになるかもし

れない。原子力政策に対する関係者の信頼

度を高めるためには、一般的適用性をもった

明確な廃炉規制体系を確立する必要があろ

う。

　規制の枠組としては、まず廃炉の許認可

について規定することが必要である。廃炉

に特有な危険が存在するかぎりは、この危

険を克服する最も有効な手段が求められな

ければならない。我が国においては、廃炉

を明示的に規制しているのは「原子炉等規

制法」による原子炉の解体に際しての届出

の規定（第38条）のみである。

　次に、廃炉の資金調達を確実にすること

が必要である。その際、国と民間の間の費

用負担のあり方も闘題になる。また、廃炉

に適した構造を許可の要件とするか否か、

放射性廃棄物のいわゆる「裾切り」の水準

をどこに設定するか、などが重要な検討事

項である。最後に、廃炉が廃棄物処理処分

の一特殊問題であるかぎり、廃棄物処理処

分の費用負担とその管理責任に関する問題

との関連で解決されなければならない。

　琶．資金調達

　廃炉コストの見積り、資金調達の制度化

の方法などは、我が国においても近く具体

的な日程にのぼってくる。

壌．費用負担の考え方

　廃炉の資金手当を考えるとき、まず誰が

そのコストを負担するか、が問題となる。

米国や西独では原則的に電力会社が負担す

べきという点で考え方の一致がある。今日

では、原因発生者責任負担の原則はますま

す厳密に適用されてきており、その必然的

な結果として、原子力発電所の廃炉や廃棄

物の処理処分に際して発生するコストも、

企業によって負担されることになろう。も

っとも製品ないしサービスの生産によって

生ずる直接・間接のコストは、当然価格に

転嫁されることになるから、廃炉コストも電

力料金を通じて実質的には需要家（発電時

点における）が負担することになろう。

2．資金調達方法の評価規準

　廃炉資金調達方式の選定は、①負担の公

平性、②資金手当の確実性、③資金調達の



コスト、の評価規準に照らして行なわれな

ければならない。資金手当方法の代替案と

しては、

　（i）外部基金の積立て

　　　（a｝前払一括積立て

　　　㈲減債基金

　（童i）内部資金の充当

　　　（a）後払一括費用化

　　　（b）滅価償却型引当金

　Gii）保険

などがある。

　これらの代替案をさきに掲げた選定規準、

とくに①と②に照らして評価したNRCは、

コストが多少高くとも（i）一（b）二二基金

方式を主として、残る早期閉鎖の危険を（iii）

保険によってカバーしょうという方向を打

ち出している。ただし、現在まで実際に殆

どの米国電力会社で採用されているのは、

負の残存価額に対する償却型の引当金方式

である。

　西独では、原子力法には資金計画につい

ての明文の規定がなく、許認可時に資金調

達力に関する適格の保証を要求していない

が、1979年末までの暫定的規定（「2パーセ

ント規定」）で、原子力設備の停止と除去の

ための債務に関して引当金を計上すること

が定められていた。近く行なわれるであろ

う原子力法第5次改正では、資金手当が義

務づけられる予定で、異体的な調達方式は

現在検討中である。

　英国やフランスにおいても同様な引当金

制度が導入されている。たとえばフランス

では1979年からEDF（フランス電力庁）が

デコミッショニング引当金を新設した。

1979年忌繰入れ額は8，000万フランで、これ

はKW当り25フランに相当し、一般経営計算

書の経営費用の項目に計上されて、法人所

得税等の課税を免れる。

　我が国では、資金調達力からみた適格性

については「原子炉等規制法」第24条で、

原子炉を設置するために必要な技術的・経

理的基礎を定め、また「実用発電用原子炉

の設置・運転等に関する規制」で設置・変

更工事資金の額と調達計画を記載した書類

を要求しているが、廃炉費用に関する明示

的な規定はない。我が国でも資金調達の計

画と制度化の方法の具体案の策定を開始す

る必要がある。

　資金手当方式の選択規準として、我が国

の場合にどの方式が適当かは、今後の検討

課題であるが、既存の制度になるべく抵触

しない資金調達方式が選ばれることになろ

う。

　いずれにせよ、我が国でも、あと15年もす

れば廃炉が具体的なスケジュールにのぼっ

てくることを考えると、確実性を保証する

現実の要件として、廃炉の手当をできるだ

け早く制度化することが肝要である。

　　　　　　　　　　　　　（矢島正之）

　　　　諸外国における
3－3－5
　　　　原子力発電の法と行政

　外国の原子力発電を考察するさい、まず

取り上げるべきはアメリカ合衆国であろう

が、我が国に似てエネルギー輸入率の高い

フランスや西ドイツの状況も参考になるこ

とが多い。1979年3月のTM1事故以降2

年半の原子力発電法令あるいは原子力発電

行政は、「開発については休眠の状態、規

制については狂気の状態にあった」が「規

制の中心は、政治状態の変化を反映して、

許認可の抑制から許認可の促進に移行して

いる」とする米国のローデンの指摘は、我

が国と同じく、他の諸国にもあてはまるよ

うである。

　エネルギー政策に占める原子力の比重の

再認識は、米国では、1981年10月8霞の「経

済成長の維持にはエネルギー供給の拡大、

特に電力供給の拡大が必要」であるとし、

「原子力発電が国の将来におけるエネルギ

ー需要に大きく寄与」し得る目的で発表さ

れたレーガン大統領の“原子力政策の声明”、

フランスでは、同じく10月8日に国会で成

立した“エネルギー自立プログラム”につ

き、「成長なくして雇用なく、エネルギー

なくして成長なし」とし、石油危機以後フ

ランスの採ってきた「原子力政策の目標は

正しかった、ただその方法が誤っていただ

けだ」とするモロワ首相の発言、また、

西ドイツでは、11月5日に議会で成立した

“連邦エネルギー・プログラム第三次修正”

の「原子力は、他のエネルギー担体の利用

限度、電気料金の水準、国民経済の競争力

の見地から、基底負荷用発電に一層大きな

貢献をする必要がある」という記述に、明

らかである。

　TMI事故以降の原子力設備の許認可に

関し、フランスのマイヨは、

　1．行政手続における遅延

　2．安全管理のための費用増大

　3．住民の反対運動

が注目されるが、いわゆる原子力先進国は、

政情不安を伴う石油から解放されたいとい

う要請や安全管理に伴う費用を軽減したい

という希望に促されて促進措置を検討して

きた、と述べている。これらの国に共通し

てみられる方向は、許認可手続の円滑化、

増殖炉技術の促進、処理処分技術の商業化

の三点に要約されるだろう。

　このような共通の傾向は、米国の主導に

はじまった原子力発電に関する原子力法が

危険物法であり、また、すぐれて国際的な

性格をもつということからきている。一国

の立法が他国のそれに及ぼす影響もそのあ

らわれだといえる。たとえば、1980年7月

に米国の原子力規制委員会（NRC）が立地

と設計を分離し、設備の設計とは関係なく

周辺の人口の密度や分布を考慮した立地規

準を定めようとして、OECD（経済協力開

発機関）／NEA（原子力機関）の“原子力発

電所の立地の許可に関する”ステートメ

ントを呼びおこしたこと、また、1980年

10月の炉心の質の低下に関するルールメー

キングの案と安全性の量的規準の作成をめ

ぐって当局と業界との対立が生じ、それが

外国にも影響を及ぼしていることなどは、

それである。

原子力設備の許認可の遅延は、前記のマ
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イヨも指摘するように、結局は住民の反対

運動に帰着するが、要は責任者がその重要

性を過小評価していたといえるであろう。

したがって、公衆の参加の手続は、ヨーロ

ッパでも2、3年来漸く整備されてきたが、

逆に、米国では1981年10月8日のNRCの

委員長の発言、西ドイツでは10月14日の閣僚

委員会の決定にも見られるように、不要な公

衆の参加を減少させようとする動きもある。

これに関連して、よりひろく、原子力発電

の合憲性の問題は、最近の原子力判決で理

論的には解決されている。すなわち、米国

では1978年4月30日の合衆国最高裁判所の

ヴァーモント・ヤンキー判決、1978年12月

8日の連邦憲法裁判所（第二部）のカルカー

判決を受けた1979年12月20日の連邦憲法裁

判所（第一部）のミュルハイム・ケーリッヒ

判決、フランスでは1979年5月4日のクレ

イ・マルヴィル判決などがそれである。

　最近では特に廃棄物処理処分をめぐる係

争が目につくがここの点で注目すべきもの

に、米国では1981年10月8日の合衆国第9

控訴裁判所のカリフォルニア州原子力法判

決、西ドイツでは、1980年3月17日のプロ

ックドルフ判決や1981年9月3日のビブリ

ス判決がある。放射能の危険性の問題も、ま

た、引き続き論争の一中心であろう（たとえ

ばヴェール係争）。

（斉藤統）●

原子力発電をめぐる制度上の諸問題
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関連報告書等

3－1－2

1．水野、岩堀「BWR一次冷却系における腐食生成物の挙動（そ

　の2）」研究報告：74019（1974）

2．水野、和田、岩堀「汽水循環系における懸濁状腐食生成物の沸

　部員熱面への堆積（その4）」研究報告：276031（1977）

3．水野、和田、岩堀「同上（その5）」研究報告1277032（1978）

4．和田、水野「BWR燃料棒表面におけるクラッドの挙動（その

　1）」研究報告：279012（1979）

5．和田、水野、岩堀「同上（その2）」研究報告：280055（1981）

6。水野、岩堀、滝本、久芳、石倉、佐藤「BWR給水系への酸素

　注入による腐食抑制試験」依頼報告：74553（1975）

7．岩堀、加藤、原田、和田r軽水炉構造材料の腐食生成物放出挙

　動（その2）」研究報告：280012（1980）

8．大塔、富沢、坂下「原子炉冷却水系の放射化学管理（その9）」

　研究報告：278006（1979）

9．大塔、富沢「同上（その13）」研究報告：280025（1980）

10．T．　Tomizawa，　Y．　Ohtou，　T．　Ino醤e，　S．　Ka．to，　H．　K6－

　yama　S．　Sasaki，「Radioac定ivi電y　Ar…alysis　or峯Surface　of

　Primary　Coolant　Pipings　in　BWR」orrosion／’79　Paper

　Number　167，　March　12～16，1979　Atlanta　Ga

11．井上、神戸、横山、富沢「放射能蓄積抑制と除染（その1）」研

　究報告：280016（1980）

12．「原子炉冷却水系における放射能蓄積挙動ならびに抑制機構に

　関する研究」昭和52、53年度日本原子力研究所原子力安全委託研

　究G978、ユ979）

3－1－3

1．石四「気中自然放射能自動モニタ装置の試作およびその性能評

　価」研究報告：280011（1980）

2．石田「気中の自然放射能による線量率評価手法」研究報告：28

　　0045（1981）

3。石田「拡散法によるサブミクqン放射性粒子の粒度分布計測方

　法（そのDj研究報告：279028（1979）

4．吉野、石井「定検保修作業員の体内摂取防護に関する保護具着

　用の効果」研究報告：277048（1978）

5．吉野、石井「定検保修作業員の防護服着用時の人間工学的特性

　（その1）」研究報告：279013（1979）

6．吉野、石井、仲佐、重田「定検保修作業員の防護服着用時の人

　間工学的特牲（その2）」研究報告：280008（1980）

7．石井、吉野「迅速測定方法による尿中放射能のバックグランド

　特性」研究報告：280013（1980）

8．石田「気中の自然放射能による線量率評価手法」研究報告：28

　0045（董980）

9．福本町「原子力発電所直配管超音波探傷遠隔操作装置の開発

　（その1）」研究報告：275022（1976．7）

10．福本他「超音波探傷遠隔操作装置の開発（その2）」研究報告：

　276049（1977．7）

11。H．　Fukurnoむ。＆eta1．「Rem◎tely　Operated　Ultrasonic

　Testlng　System」ASME　paper　78－NE－3（1978．6）

12．福本他「超音波探傷遠隔操作装置の開発（その3）」研究報告：

　278043（1979．9）

13．岡本、吉村、福本「超音波による放射性汚染の除染一壁面除染

　に対する基礎実験一」研究報告1277016（1978．2）

14．岡本、吉村、福本、水谷、大塔、桜田、笹岡、岡田丁燃料取扱

　プールの超音波除染遠隔操作装置の開発一除染の基本方式と装置

　の試作一」研究報告：278049（1979．7）

15．岡本、吉村、福本、水谷、大塔、桜田、笹岡、岡田「原子力発

　電所燃料取扱プールの超音波除染遠隔操作装置の開発」火力原子

　力発電Vol．31　Nα7（1980、7）

16．吉村、岡本「超音波除染の材料表面への影響に関する一考察」

　研究報告＝279025（1980．1）

17．吉村、福本「超音波探傷データの再現性に関する一考察」研究

　報告：279076（1980．6）

18．吉村、福本「周波数スペクトルによる欠陥エコー抽出法の基礎

　的検討（そのD」研究報告：280067（1981．8）

19．岡本、福本、吉村「燃料取扱プールの超音波除染遠隔操作装置

　の開発一試作2号機の開発と実証一」研究報告：280066（1981．6）

3－1－4

1，申岡、福島、高木「環境放射能測定法に関する研究（その3）

　一放射能計測条件と前処理条件との相関一」研究報告；276029

　　（1977）

2。神戸、中岡、高木「同上（その4）一海水中の放射性マンガン、

　鉄、コバルトの迅速測定法一」研究報告：276030（1977）

3．中岡、福島、大江、高木「同上（その7）一水酸化物沈殿によ

　る海水中の放射性核種の同時測定法一」研究報告：279026（1979）

4．中岡、横山、福島、高木「同上（その6）一セシウム選択性樹

　脂による海水申の放射性セシウムの迅速測定法一」研究報告＝

　277012（1978）

5．高木、福島、神山「同上（その4）一牛乳申の極低レベル放射

　性ヨウ素の測定方法一」研究報告＝275009（1975）

6．科学技術庁「放射性ヨウ素分析法」

7．石田「気中自然放射能自勤モニタの試作およびその性能評価」

研究報告：280011（1980）
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8．四方、通地、柿島「原子炉施設からの放出ガス拡散に関する風

　洞実験とその解析法」研究報告：278031（ユ979．7）

9．市川、四方、石田「原子力発電所からの放射性雲によるガンマ

　線照射線量率の短時間変動特性の評価方法に関する検討」研究報

　告：279029（1980．1）

10．市川、四方、通話「地形影響を考慮した気流および排ガス拡散

　の数値モデルの開発（1｝一速度ポテンシャル・流線空間での移流お

　よび拡散」研究報告：281012、G981．10）

3－2－2

1．電力中央研究所編「原子力発電所改良標準化調査報告書一コン

　クリート格納容器の事故時および地震時の耐力」昭和52年度通商

　産業省資源エネルギー庁委託業務報告書（1978）

2．大崎、伊部、青柳rDrafted　Japanese　Criteria予or　Concrete

　Co継ainme償」第6回SMIRT　J％（1981）

3－2－4

1．田辺、大沼、阿部、青柳、河角、三木「原子力発電所プレスト

　レストコンクリート容器の非定常熱伝導を考慮したクリープ解

　析」研究報告＝73004（1973）

2．大沼、青柳、川崎「プレストレストコンタり一ト円環体の加熱

　実験による高温クリープ挙動の検討」研究報告：74016（1975）

3．河角、関、笠原、栗山「高温下におけるコンクリートのタリー

　プ」研究報告：72018（1973）

4，青柳、大沼、岡沢「コンクリート製中空円筒体の温度勾配によ

　るひびわれ性状と鉄筋コンクリート部材の曲げ剛性評価に関する

　研究」研究報告：376002（1976）

5．大沼、阿部「高温下において3軸圧縮応力を受けるコンフリー

　トのクリープ」研究報告：378020G979）

6．大沼、青柳「二軸圧縮応力下のコンクリートの強度・変形特性

　に関する実験的研究」研究報告：3750王6（1976）

7．大沼、青柳、阿部、岡沢「プレストレストコンクリート容器構

　造物の模型実験（その1）一持続温度勾配による高温クリープ挙

　動」研究報告：379005（1979）

8．電力中央研究所編「昭和53年度原子力発電設備改良標準化調査

　報告書一コ口クリート格納容器技術基準（案）確証のための実験結

　果の検討」通商産業省資源エネルギー庁委託業務報告書（1979）

9．電力中央研究所編「昭和54年度原子力発電設備改良標準化調査

　報告書一コンクリート格納容器技術基準（案）確証のための実験結

　果の検討」通商産業省資源エネルギー庁委託業務報告書（1980）

10．遠藤、青柳「マトック型間接一面せん断試験方法によるコンタ

　リートのせん断強度に関する実験的検討」研究報告＝3790！0

　（1980）

11．河角、笠原、栗山「高温度下におけるコンクリートのクリープ

　（第2報）一セメントの水和と水の粘性を考慮したコンクリートの

絶4

　クリープモデルの理論的検討」研究報告：380037（1981）

12．大沼、青柳「三軸圧縮応力下におけるコンクリートの強度特

　性」研究報告：381021（1981）

13．遠藤、田辺「ひび割れあるいは断面欠損等の剛性変化を考慮し

　たシェル構造物の応力解析」研究報告＝379038（1980）

3－3－2

1．根本「主要先進国における原子力開発の最近の動向とパブリッ

　ク・アクセプタンス」経済研究所『電力経済研究』賢α11、（1977．3）

2．高橋（眞）「米国電気事業のパブリック・リレーションズ活動に

　関する調査」（1～3）経済研究所内部資料昭和54年

3．根本「原子力事故と緊急時対策計画」経済研究所　内部資料

　晦8001、昭和55年4月

4．r原子力広報の現状と問題点」（日本原子力文化振興財団への委

　託調査報告書）昭和54年3月

5．「パブリック・アクセプタンスのリスク評価に関する調査研究」

　（社会経済国民会議への委託調査報告書）昭和55年3月

6，「80年代の原子力発電所立地環境一予灘される紛争状況とその

　対応」（社会経済国民会議への委託調査報告書）昭和56年3月

7．「PAに影響する社会的ならびに心理的要因に関する調査研

　究」（日本原子力文化振興財団への委託調査報告書）昭和56年6月

8．根本「社会環境の現況調査および影響予測手法」経済研究所内

　部資料7809、昭和54年3月

9．「発電所立地に伴う社会環境変化」経済研究所資料　昭和56年

　4月

3－3－3

1．山地「核燃料サイクルからみた原子力長期戦略の分析」研究報

　告：578002（1979）

2．山地「トリウムサイクルの核燃料サイクル解析」研究報告：

　580002（1980）

3．経済研究所資料「軽水炉へのプルトニウム利用の実証牲調査

　（経済性に係わるもの）に関する調査報告書」（1979、1980）

4．荒井、富田、大山、伊藤「原子力開発の長期的経済評価」依頼

　報告：578501（1979）

3－3－4

1、矢島（正）「鼠子力施設のデコミッショニングに関する法規制と資金

　調達一西ドイツ」調査報告：581001（1981．4）

2．熊倉「原子力施設のデコミッショニングに関する法規制と資金

　調達一フランス」調査報告：581002（1981．4）

3－3－5

1．斉藤（統）「西独の原子力発電訴訟」研究報告：579003（1979。6）

2．斉藤（統）「フランスの原子力発電行政」研究報告：579003

　（1980．3）
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電研レビューNO3 ◎昭和57年3月31日発行

◎編集兼発行・財団法人電力中央研究所　広報部

東京都千代田区大手町1－6－1［大手町ピル7階］⑲100

容03（201）6601（代表）

◎印刷・三好印刷株式会社　　◎Layout・Onobi

本　部　／　経済研究所　東京都千代田区大手町1－6－1費（03）201－6601⑰100

我孫子事業所　千葉県我孫子市我孫子1646　含（0471）82－1181⑰270－11

赤城試験センター　群馬県勢多郡宮城村苗ヶ島2567　含（0272）83－2721⑰371－02

　　　　　　狛江事業所　東京都狛江市岩戸北2－11－1奮（03）480－2111⑰201

武山試験研究センター　神奈川県横須賀市長坂2－6－1容（0468）56－2121⑰240－01

　　UHV塩原実験場　栃木県塩谷郡塩原町関谷1033含（0287）35－2048⑰329－28

編集後記

　電研レビューは電導の研究成果と展望を

系統的にまとまった形で情報を提供するこ

とをめざしております。本回で第3号にな

りますが、そのようなご理解も得られる方

向にあるやに聞いており、編集に携わる者

として嬉しく思うところです。読み易くす

ることは永遠の課題でしょうが、その実現

の難しさを感じています。今後共ご指導ご

叱正をいただければ幸いです。

　さて、本号での新規な編集として

　①巻頭言を設けたこと

　②各節に編集担当を設けたこと

があげられます。巻頭言には外部の方を念

頭に置いていますが、今回はまず中央電力

協議会花形　澄専務理事にお願いしました

ところご多忙中にもか、わらず心よく引

き受けていたゴきました。紙上を借りて深謝

いたします。電研レビューの質の向上と全

体のトーンの均整化のために、各節に編集

担当を設けましたが、絶大なる協力が得ら

れました。さらに、エネルギー技術開発本

部大野博教コーディネーター。参事に全般

のマッチングがはかれるようご協力いたゴ

きました。以上の方々に心からお礼を申し

上げます。

　本号編集中に当所経済研究所斎藤　統氏

の卦報を聞いた。本号にも寄稿があるが、氏

のこれまでの業績をた、え、心から冥福を

祈ります。

O原子力発電をもっと人気ものに◎

　鉄腕アトムは1950年代初期に雑誌「少年」

に掲載され、爆発的人気をはくした。それ

は「原子力エネルギー」と「ロボット」と

いう新しいイメージが伝統的な「正義の味

方」と重なり合った、めであろう。われわ

れに密接に関係のある電力再編成も行なわ

れ、来るべき経済成長の飛躍への礎ができ

あがろうとしていた時代を思うと、これは

また科学技術に未来を託そうとする気持の

表われではなかったろうか。

　原子力を人類が利用する道は1905年アイ

ンシュタインの特殊相対性理論の発表に端

を発する。それから約80年が経過し、よう

やく人類は原子エネルギーを大々的に利用

する道程に達したと言える。特に1942年シ

カゴ大学で原子炉CP－1が成功してから

の後半の40年の進歩にはめざましいものが

あった。その歴史が示す通り、原子力エネ

ルギーの利用はほとんどが電気を介して一

すなわち原子力発電を通して一行なわれ

ているが、世界（自由諸国）のエネルギー消

費量の約3％、電気エネルギー消費量の約

18％にも達している。ちなみに我が国では

それぞれ4．7％、14．3％（1979年度現在）であ

る。このように原子力エネルギーは人類に

とって重要なものとなったし、今後は化石

資源を子々孫々に残すためにも原子力エネ

ルギーを使っていく必要がある。

　原子力発電はこのように国民生活に不可

欠なものになってきているにもか、わらず、

もう一つ人気がでていないし、立地が困難

になってきている。これは原子力発電に随

伴する放射能に起因する。その安全性の確

保のために、ハード面の研究開発は相当行

なわれてきたが、その安全性を知らせ国民

の合意を形成するためのソフト面の努力が

充分ではなかったのではないか。

　鉄腕アトムは10万馬力という発電所規模

の原子力エネルギーを心臓にもつロボット

であるが、この人気を分析して、原子力発

電を人気ものにする手立てを考えたらどう

だろうか。
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